	要求内容
	回　　答

	１．憲法と平和・生命を守る要求

（１）国連中心主義から逸脱して単独行動主義をとってきたアメリカのブッシュ政権に追随してきた自公政権は、イラク特措法やテロ特措法により自衛隊の派遣を実行してきましたが、2010年1月15日鳩山政権によりすべての給油活動が終了し撤退してきました。しかし、新しく誕生したオバマ政権は、「核兵器のない世界」への努力をはじめ、2011年にイラクから米軍の撤退の準備指令を出していますが、アフガンへの「米軍増兵投入」を明言しています。
    　平和を望む世界の人々は、ブッシュ前政権の軍事力による世界支配を抜本的に転換し、国連を中心とする対話と協調による安全保障体制の確立に向けて、オバマ大統領はその役割を果たすように期待しています。
　　　軍事紛争を止めさせるために外国軍隊を速やかに撤退させ、国連が中心となってアフガンの治安回復、そして農業復興、生活・医療・教育支援など積極的な国際貢献を果たすように政府に要望すること。

（２）北東アジアの平和を築くため、道の中国・ロシア・韓国等との自治体外交や民間交流を引き続き強化すること。さらに朝鮮半島の緊張緩和と非核化、とりわけ北朝鮮の核保有の放棄に向けた六カ国協議が再開され、合わせて米朝正常化、さらに拉致問題の解決と日朝国交正常化が進むように朝鮮民主主義人民共和国との交流促進に向けて支援・援助を強めること。
（３）「国旗掲揚や国歌斉唱は地域社会において強制するものではない」と道も説明されているが、今日、学校の入学式・卒業式においては、特に教職員、子どもには「強制は当たり前」、「従わない者には処分と恫喝」が普通のことになっています。
国旗及び国歌の意義を理解させると言われますが、歴史的な経緯から「日の丸」「君が代」への「軍国主義を肯定するとの思想的な批判」も根強く、そうした価値観をもつ子ども・生徒、教職員、保護者の思想・信条の自由を侵害することについてどう考えているのか、さらに侵害しないためにはどのような措置が必要なのか明らかにすること。
（４）田母神前航空幕僚長の「侵略戦争を肯定」する考えが論文や自衛隊学校での歴史教育の内容になっていることや全国各地で講演会の講師となって同様の発言を繰り返しており、昨年の８月６日、広島市の講演では「日本は核武装すべき」と主張しています。
こうした誤った考えを正当化する風潮は、憲法改正を公約した小泉・安倍内閣の政治のなかで醸成されてきています。その結果、靖国神社への公式参拝、教育基本法の改悪、沖縄戦の強制自決をめぐる文科省の誤った高校教科書検定作業など歴史を歪曲する動きとなっています。
時の政権・政府が歴史を歪曲することのないように求めるとともに、憲法の理念を道行政に生かすように努力すること。
（５）知事の「全道戦没者遺族大会への出席」については、政教分離の観点から違憲であり、知事感謝状の贈呈などは道主催の戦没者追悼式で行うこと。
（６）オバマ米政権は世界の核兵器廃絶に向けて精力的に活動を開始しています。民主党政権も唯一の被爆国として核兵器廃絶に向けてリーダーシップを発揮していくことを世界に明らかにしています。しかし、原子力発電が生み出すプルトニウムを利用した核兵器保有国がインド・パキスタン・イスラエル、そしてイラン・北朝鮮でも核開発が進められており、残念ながら一方では核拡散の脅威も増しています。
日本では横須賀に米の新しい原子力空母が母港として配備、佐世保にも米原子力潜水艦が配備されるなど、日本国内での非核三原則の法制化と核兵器廃絶の運動の強化が求められます。さらに核搭載の米艦船の道内港への寄港や、道内での在日米軍の軍事演習や日米合同演習に反対し、北海道の平和と道民の安全を守る立場から、次の取り組みを行うこと。

1 道として「非核・平和条例」を制定し、核兵器廃絶、道内への核艦船等の寄港等を拒否することを内外に明らかにすること。
2 沖縄米軍の矢臼別演習場での実弾射撃演習における「夜間の射撃訓練の禁止」「騒音・安全対策」「隊員の外出問題」が未だ解決されておらず、演習の中止も含めた厳しい対応を国に求めること。
3 また、在日米軍の千歳移転訓練は、当初は沖縄の負担軽減のため沖縄米軍Ｆ15戦闘機の移転訓練とされていましたが、現実は岩国基地からの部隊の移転訓練となるなど当初方針と異なる訓練となっており問題である。道の考えと対応について明らかにすること。
④　米国艦船の函館・室蘭・小樽・石狩など商業港への寄港が相次いでおり、軍事利用港としての既成事実化が進んでいます。歯止めをかけるためには運用改善ではなく日米地位協定の抜本改正を国に求めること。
（７）新潟・柏崎刈羽原発の事故をはじめ相次ぐ原発事故により地震列島日本の全国の原発所在地の住民は、地震への不安だけでなく原発の安全性への危惧を抱いています。道として次の課題について取り組みを行うこと。
①　北電が国の指示に基づき、改訂された耐震設計審査指針に照らした泊発電所の新潟中越沖地震の知見をふまえた耐震安全性評価の結果、これに対する評価について明らかにすること。
【指摘事項】

●　資料の提示は可能か？
②　泊３号原発でのプルサーマル計画に関して、次の事項について明らかにすること。
ア．知事は、2009年3月3日の道議会での答弁で計画の受け入れを表明しています。この判断は、推進派で構成した「有識者検討会議」の「北電の対策を無批判に受け入れた安全性」を容認した最終報告を根拠としており、さらに破綻しているプルトニウムを利用する核燃料サイクル政策について検討することなく容認したものです。
最終報告は、プルサーマルの「実績」について、北電が実施を予定しているＭＯＸ燃料のプルトニウム含有率、富化度や燃焼度等と同等の条件での実績はどこにもなく、諸外国の事例のみに依存した安全性論となっています。
　　　　　以上の点について見解を明らかにすること。　
【指摘事項】

●　「原子力安全委員会の報告書において示されているプルサーマル実施の条件の範囲を超えないことや泊発電所３号機におけるＭＯＸ燃料の融点や熱伝導率などに関する解析評価結果等によりその考え方や対策の妥当性が確認されている」とあるが根拠となる資料は提示できるか？
　　
イ．道は「計画の必要性や経済性」についてしっかりと検討することなく、「北電と同様に国の政策だから実施する」ことを前提とした取り扱いとなっています。
プルサーマル計画について、道は「資源の有効利用と経済性の観点から理解する」としているが、プルトニウムの有効利用は「高速増殖炉の実用化によって可能」なのです。ウランの使用済み燃料は再処理してプルトニウムに利用できるのは１％であり、原子力委員会が2004～2005年に再処理と直接処分のコスト試算でも再処理が1.6倍、ウラン燃料とＭＯＸ燃料の価格もＭＯＸ燃料が４倍以上も高いというデータが明らかとなっています。
さらに、道の新エネ・省エネ条例には「原発は過渡的エネルギー、脱原発をめざす」と明示しており、道のエネルギー政策との整合性をどう考えているのか明らかにすること。
【指摘事項】

●　北海道省エネルギー・新エネルギー促進条例によると「原子力を過渡的エネルギー」と位置づけ、「脱原発の視点に立つ」とし、さらには「道民の総意としてこの条例を制定する」としているにも関わらず、多くの不安が払拭されていない中で、プルサーマル計画に理解を示す理由が不十分であり、条例と道のエネルギー政策との整合性について明らかにはできないのでしょうか？
ウ．国は、1961年に高速増殖炉による核燃料サイクル計画を方針化しましたが、高速増殖炉の実用化は原発先進国では既に撤退しており、2007年の長期計画では2050年以降に展望もなく先送りされています。50年近くにわたって莫大な税金を投入し、さらに展望もなく計画を継続し、税の無駄使いを続けることについて、道はどのような認識にたつのか明らかにすること。
核燃料サイクル政策は破綻したとの認識にたつならば、プルサーマル計画を実施する前に、外国に依頼して再処理したプルトニウムをどう処理するべきか、またウランの使用済み燃料をどう処理するべきか、等について真正面から取り上げて十分な検討と議論、そして原子力政策の転換が必要と考えます。
エ．北電は、昨年の６月に「2010年度のプルサーマル導入はＭＯＸ燃料製造会社との協議から延期せざるを得ない」と発表しています。さらに、電気事業連合会は、「今後に予定するプルサーマル計画について2015年度まで延期」と発表しています。
道は、こうした事態についてどのように考えているのか明らかにされたい。
また、国のプルトニウム利用計画は、トラブル続きの六カ所再処理工場の稼働が不透明ななかで見直しを余儀なくされており、プルトニウムの利用政策について再検討すべきです。見解を明らかにすること。
3 経済産業省は、高レベル放射性廃棄物の最終処分場選定にあたり、「公募方式」に加え、「経産省が適地と判断する市町村に申し入れを行う」ことを昨年の６月23日に原子力委員会に報告しています。道は、「放射性廃棄物に関する条例」で道内への持ち込みを拒否していますが、経産省は「北海道の市町村も対象」と明言しており、道条例を尊重するように毅然として対応すること。
④　民主党政権は、地球温暖化防止に向けて2020年までに二酸化炭素25％削減を打ち出しています。今後は国として温暖化防止に向けた方針が示されてきますが、行政や企業の役割、国民１人ひとりへの課題も問われてきます。北海道の省エネ・新エネの取り組みを前進させていくためには、2007年に改定された「北海道省エネ・新エネ促進計画」の見直しと補強をすること。
さらに、道内の各自治体がエネルギー政策を確立し、ライフスタイルの見直しによる省エネや自らの地域特性を生かし、風力、太陽光、バイオマス、木材ペレット等の新エネを積極的に導入していくように強力に助言・支援を強めること。
⑤　原子力開発機構は、幌延深地層の調査研究計画として「実規模設備整備事業」への協力を進めることが明らかになりました。この事業は、高レベル放射性廃棄物の地層処分場を実規模で再現するＰＲ用の模擬施設を建設するものです。事業主体も核廃棄物処分実施主体であるＮＵＭＯによる地層処分の資金管理と放射性廃棄物の処理・処分体制の確立を推進する原子力発電環境整備促進資金管理センターであり、深地層研究計画とは別の事業です。このため周辺町村や住民は、研究施設が将来、「最終処分場」につながるのではないかという不安を募らせています。
道は、この事業が道条例や「三者協定」を厳守するように原子力開発機構及び原子力発電環境整備促進資金管理センターとしっかり対応すること。
２．民主的道政の推進について

（１）早期健全化団体について

自治体財政健全化法により、2009年度決算において道内では、昨年から改善はみられるものの洞爺湖町、江差町、由仁町、中頓別町が実質公債費比率で引き続き早期健全化団体に該当し、健全化計画を実行しているところです。また、夕張市においても健全化計画の見直し要望など再建に向けた計画見直しが、実態に基づき要望されています。

北海道は該当自治体に対し助言する立場にありますが、行きすぎた助言とならないよう、次の点について要請します。

①　該当自治体が作成した「財政健全化計画」の進行に対し、早期健全化団体からの早期脱却のために強制的な指導・助言を行わないこと。

②　各自治体で労使交渉により決定した賃金労働条件に関わることについては、その内容を尊重し不当な介入を行わないこと。
（２）北海道財政の状況について

「2010年度決算で道が早期健全化団体入り」、と昨年の９月に報道されましたが道職員の賃金は11年前から独自削減が続いているにもかかわらず、道の財政は悪化する一方です。ずさんな財政運営と言わざるをえません。

　　　　悪化している原因と今後の見通しについて明らかにすること。
【指摘事項】

●　歳入の見直しについて具体的な計画はあるのか？昨今の生活保護世帯等の増加による道財政への影響はどうなっているのか？
影響がある場合、その多くが非正規労働者といわれる労働者と考えるが、その解消のため、財政当局より対策を関係部署に求めることはできるか。特に道発注事業による生活困窮者（官製ワーキングプア）も多いと考えます。　
（３）支庁制度改革について

４月１日から条例施行され、市町村の反対がある中での施行となっています。つきましては、条例施行後の地域的な役割や地域の住民サービスの状況など、条例施行前の地域における反対意見の検証に着手し、支庁制度改革の実行について道民の視点に立った問題点の整理を確実に行うこと。
【指摘事項】

●　今後、各振興局における裁量権の拡大や地域視点による検証（問題点の整理）など具体的に考えているか。

（４）夕張市の財政再生計画策定について

夕張市では、短期間で再建計画を策定し実行してきましたが、様々な課題や問題点が明らかになり、限られた財源の中で行政としての役割を果たしているところです。

　　夕張市が策定した財政再生計画については尊重すること。
【指摘事項】
●　現在、道職員の派遣など北海道として積極的支援が行われているが、今後の支援計画などはあるのか？
（５）公契約基本条例の推進について

自治労北海道本部では、これまでに公契約基本条例の制定について何度も求めてきたところであり、道からは「現時点ではその環境にない」という回答でした。しかし、現在の社会情勢は、「北海道の最低賃金が生活保護費に追いつかない」労働意欲に直接結びつかない現状といえます。道は、そういった現状を委託先の労働条件などを早急に調査し、現状を把握につとめることが必要です。

道民の労働意欲や生活改善のためにも、指導機関である道が、その現状を直視し、改善に努めることが重要と考えますので、公契約条例の早期制定に着手すること。
【指摘事項】

●　下線の要請の内容は具体的に示せるか？公契約条例制定における将来的な道財政への影響への考え方を示してほしい。
また、生活保護費以下の労働者層に対する対策としても公契約条例は有効と考えるが、見解を示して頂きたい。
（６）公共サービス基本条例の制定について

　　　公共サービス基本法は、昨年７月より施行されましたが、この法律の基本理念は、国民が安心して暮らすことのできる社会の実現に寄与することを目的とし、公共サービス分野における国や都道府県、自治体の責務を明確にしています。この法律の基本理念を公共サービスの担い手である地方自治体等（公共民間機関も含む）が共有化し、自治体においては「条例」で明確にうたうことが必要です。特に北海道においては、貧困層の拡大や地域経済の疲弊など格差の拡大が進み雇用の危機が社会全体に広がっていますので、この条例を早期に制定するよう強く求めます。

【指摘事項】

●　北海道の実情は、公共サービスの向上と働く者への施策の実施が求められていると考えます。下線の実現のためにも公共サービス基本条例の制定は重要と考えます。
３．男女平等行政の拡充に関する要求

（１）小規模自治体では、専門職である保健師が長期休暇を取得する際、資格を持った代替職員を確保するのが難しく、育児休暇等両立支援策が取得しづらい実態がある。保健所で所轄管内の在宅有資格者の情報をとりまとめ市町村の求めに応じ提供するなど、市町村支援の一環として代替職員の確保策を要望する。
【指摘事項】

●　専門職の職員が長期休暇を取得する場合代替職員が確保できず、そのまま欠員となることが多く、長期休暇を取得する職員にも職場にも負担となる。こうした負担感が少子化や女性の中途退職の要因ともなる。国保連に紹介依頼をしてもなかなか斡旋には至らないことがあるので、市町村に身近な保健所での確　保対策を強めてほしい。

（２）道内市町村の男女平等参画・女性に関する条例の制定及び計画の策定は、年に新たに１～２市町村で策定される程度で、いまだ条例14市町、計画34市町にとどまっている。行政の立場から男女平等参画を推進させていくためにも、道から市町村に対し積極的に条例制定・計画策定を求めること。
【指摘事項】

●　今年は第3次男女共同参画基本計画が策定されることもあり、自治体でのいっそうの取り組みが求められる。未制定・未策定の市町村への働きかけはもちろん、計画期間が終了する市町村へも計画の更新を行うよう働きかけをすること。
●　講師・アドバイザー派遣の実績はあるのか？
（３）道の女性職員の管理職登用は少しずつ上昇してきてはいるものの、1.8％（Ｈ20年度末）と全国平均や道内市町村と比しても極めて低い数字である。要因として考えられることは何か。
【指摘事項】

●　管理職への登用は、男女問わず能力や適性を最も重視すべきと考えるが、転居を伴う異動の多寡を要件として重視することは、必ずしも適材を生かしているとは言えないのではないか。　　
●　女性の参画加速プログラムで政府が示す「2020年までに指導的地位に女性が占める割合を少なくとも30％」という目標達成を、道としてはどう考えているのか。女性管理職育成を目的とした配置や研修など、ポジティブアクションを講じるべき。
●　女性の登用率の低さは、知事の男女平等行政に対する意識の低さの表れではないか。先日の記者会見における「知事の育休取得」に対するコメントと合わせて、道政の舵取り役の姿勢として非常に遺憾である。
（４）近年急増している児童虐待に迅速かつ適切な対応をするために、児童相談所の適正な人員配置及び専門職員（専門研修を受けた一般行政職員含む）を確保すること。また保育所や学校、市町村とも連携を密にし、虐待の早期発見に努め、事例に対する包括的な対処を行うこと。
【指摘事項】

●　件数の増加やきめ細かな対応に向け児童相談所に求められる役割は大きく、さらなる人員増が必要である。また困難事例等への適切な対処がはかれるよう、専門職員のいっそうの資質や能力の向上に努め、体制の強化をはかること。　　　　　　　　

●　支援を必要とする親に対し、悩みに合った相談機関を紹介するなど道の組織機構を生かした横断的な支援を行うこと。（健康相談、DV相談、金銭相談、行政相談等）
（５）子育てや介護、ＤＶなど男女平等参画に関わる様々な問題に対応するために相談窓口が設けられているが、道民の身近な相談窓口となるよう周知の徹底と、また気軽に利用できるよう相談機能、支援体制の充実をはかること。
【指摘事項】
●　実績（相談数、相談内容、対応）はどうなっているか。
●　市町村でも保健師による健康相談を行っているので、保健所ならではの独自性を出すべき。例えば匿名性を重視して、メールでの悩み相談を受け付けるなど。
●　サポートセンターと市町村との協働事業とは、具体的に何をしているのか。
【指摘事項】

●　意見交換会での意見や先駆的な活動事例などを生かし、市町村や地域包括センターで扱う困難事例に対し、助言・支援を行うことを求む。

【指摘事項】

○　DVの相談件数は年々増加傾向にあり、実際の相談件数は氷山の一角で顕在化していない被害も多数あると思われる。道発行のパンフやチラシ等（DV関連で無いものでも）に相談窓口を記載するなど、よりいっそうの相談窓口の周知に努めること。
○　被害者一時保護について、施設や収容数は足りているのか。
（６）育児・介護をしている人の孤立を防ぎ、心身の負担を軽減するために、当事者同士の集まる機会の設置や施設の空きスペースの開放などを行い、地域で支援する体制を強化すること。
【指摘事項】
●　地域子育てセンターやつどいの広場の好事例を紹介し、市町村での子育て支援拠点の充実に努めること。
●　母親だけでなく、父親、祖父母など子育てをしている人が幅広く利用しやすい拠点づくりをこころがけること。
【指摘事項】

●　高齢者虐待や困難事例などについての対応を助言し、現場で介護に向き合う　市町村や地域包括支援センターの支援を行うこと。

（７）固定的性別役割分担意識を解消していくために、学校や地域において男女平等意識に基づいた指導が不可欠である。そのためにも、教員や指導的立場にある者を対象とした人権教育や男女平等参画意識の啓発を行い、男女平等参画の着実な前進をはかること。

【指摘事項】

●　国の第3次男女共同参画基本計画策定にあたっての答申でも、固定的性別役割分担意識が男女平等参画の妨げとなっているとされている。固定的性別役割分担意識解消をめざした研修を行うなど、道民の男女平等意識の醸成に努めること。
●　指導者向けのあらゆる研修、育成の場に男女平等参画の視点を盛り込むこと。
●　道民の男女平等参画への意識啓発のためにも、「男女平等参画推進条例第18条に基づく道民等からの申出」や「男女平等参画苦情処理委員」等制度の周知徹底を行うこと。
４．福祉関係に関する要求

（１）高齢者福祉施策の充実、介護保険制度の拡充をはかること。
①　介護保険指定事業所に対する指導・監査については、市町村との連携・関与を促進するとともに、監査体制確立のため、本庁や支庁社会福祉課の組織人員体制を検証し、適切な施設・事業所運営水準を確立すること。また、指導・監査の方法については、書類などについて必要最小限とすること。
2 介護給付適正化事業については、要介護認定の抑制、サービス内容やサービス量の規制強化を行わないこと。また、小規模自治体に対する支援体制を整備すること。
【指摘事項】

●　「介護給付を必要とする受給者を適切に認定」とあるが、要介護認定については、認定事務の簡素化や現状の７区分を３区分程度に簡素化もしくは撤廃すべきとの意見について、自治労としては支持したいと考えているが北海道の考え方をお聞きしたい。

3 過疎地や離島・山間等におけるサービスを確保するため、積極的な支援を行うこと。
　　④　「地域包括支援センター」の設置については、直営もしくは直営に準ずる機関による運営を促進し、公平・中立な運営の観点を重視するよう必要な助言を行うこと。また、人材の確保についても、適切な支援を行うこと。
　⑤　養護老人ホームについては、道としての広域調整機能を確保して、措置費一般財源化後における適切な施設運営水準を確保すること。
（２）福祉事務所及び市町村福祉担当部門の実施体制を強化すること。
　①　福祉事務所における社会福祉主事、身体障害者福祉司、知的障害者福祉司、老人福祉指導主事、査察指導員などの配置状況や、経験年数及び研修の実施状況を明らかにし、資質向上のための支援体制を強化すること。

また、査察指導員及びケースワーカーについては、社会福祉主事などの資格取得者となるよう、指導すること。
2 権限移譲等により相談援助機関としての重要性が増している町村福祉担当部門について、実施体制、人員配置、資質の確保などについて実態を明らかにし、人員措置や財源措置、技術的支援を強化すること。
【指摘事項】

●　虐待や孤立による介入困難ケースが増えており、地域包括支援センターや相談支援事業所のみでは解決できない事例がある。
　　その場合、市町村の職員が中心となり、関係機関と協力して対応しなければならないと考えるが、そこまでを視野に入れて職員の絶対数確保や資質向上に努めていただきたい。
3 生活保護の申請・受給にあたって、申請権の侵害が生じないよう、各種適正化通知に対しては、受給者保護の観点から対処すること。
④　「住宅を失った離職者を支援する新たなセーフティネット」の今後の改正にあたっては、制度窓口の連携と実施体制の充実を国に求め、道内の関係機関の調整をはかること。
⑤　地方交付税等で改善措置された生活保護関係費等については、道内自治体の実施体制の改善状況を把握すること。
（３）「北海道障がい者条例」及び「第２期北海道障がい福祉計画」に基づき障害者（児）

の権利擁護と暮らしやすい地域づくりを進めるため、以下の各項目に関する施策の拡充をはかること。また、各項目の実施状況及び具体的な成果と課題を示すこと。
①　「障害者（児）施設における利用者の権利擁護と地域生活移行を主体とするよう業務及び施設機能全般の見直しと強化を行うとともに、地域で生活する障害者への相談・支援機能の強化をはかること。
2 障害児通園事業の実態の検証を行い実施水準の維持・強化をはかり、必要な財源措置を継続すること。
3 大規模施設の小規模化をはかり、施設から地域生活への移行を促進すること。また、小規模事業所の地域生活支援センターへの移行にあたっては、事業所の実態に配慮すること。
4 市町村障害福祉計画の着実な実施をはかるとともに、地域生活移行を可能にするためのサービス基盤の整備を促進すること。
5 施設入所者の地域移行および地域生活を実現するために、市町村および入所施設への支援施策を講じるとともに、サービスの地域間格差を解消すること。
6 常時介護が必要な障害者の入院状況を調査し、必要に応じて入院時においてもヘルパーサービス利用を可能とすること。
⑦　障害者雇用に関して道が道内各自治体及び民間企業の模範となるよう以下の取り組みを進めること。

ア．一般公共交通機関および自家用車通勤が困難な障害者について福祉移送サービス利用を認め、そのための実経費を保障するために、通勤手当制度を適用すること。
イ．メンタルヘルス等、中途で障害をもった職員の職場復帰を積極的に促進すること。
ウ．人事評価制度の導入に当たっては、障害による制限や制約によって不利益とならないような対応を確保すること。
エ．東京、神奈川県等が実施している「障害者雇用に関する基本方針」の策定や自主雇用率の設定やダブルカウントをしないで雇用率達成を目標にすること。
オ．道として実施した知的障害者雇用に関する調査・研究の内容を明らかにすること。
⑧　自治体公契約条例を定め、その基準においては障害者雇用率の達成を要件とすること。
（４）子どもの育ちの公的保障を基本に、保育・子育て支援制度・学童保育・児童館施策の充実をはかること。

①　公立保育所関係の国庫負担金・補助金の一般財源化の影響について検証し、保育実施水準を低下させない財源保障を強化するよう働きかけること。
2 待機児童対策や過疎地の保育保障など自治体間格差是正にむけ支援を行うこと。
③　「保育所における質の向上のためのアクションプログラム」の具体化の促進に向けて、各市町村に働きかけること。
4 保育所の最低基準については、地域主権推進一括法案の動向しだいではあるが、現行の基準を維持し、更に改善をはかるべきと考えているので、北海道としての考え方を明らかにすること。
⑤　「子ども・子育て新システム」などの保育制度改革に対しては、子どもの最善の利益を守る立場で対処すること。

ア．市町村が行う子ども子育て施策に対して、十分な財源保証がなされるよう関係機関に強く働きかけること。
1． 検討されている「幼保一元化」「利用者補助方式」「運営費使途制限の緩和・撤廃」についての北海道の考え方を明らかにすること。
【指摘事項】

●　特に運営費使途制限については、質の高い保育サービスを確保することの他、保育人材の確保と定着を促進するためにも絶対に認められないと考えているため、再度北海道としての考え方を伺いたい。
5 保育所における非正規雇用の増大をふまえ、保育労働者の処遇改善をはかり、保育人材の安定的確保と定着を促進すること。
6 学童保育事業の運営水準の改善に向け、施設・職員配置・運営に関する基準について改善をはかること。
⑧　児童館職員の身分・労働条件については、経験の蓄積と専門性の向上による子どもの健全育成を促進する観点から、常勤化するなど身分・労働条件の抜本的な改善をはかること。
9 社会的養護を必要とする子どもの人権保障と将来の社会的自立への支援機能の強化のため、児童養護施設や児童自立支援施設等の児童福祉施設最低基準の抜本改善を国に求めるとともに、児童養護施設の小舎化支援、自立支援ホームへの補助金増額とホームを増設すること。
⑩　児童相談所の一時保護所の混合処遇などの環境を改善すること。また、帯広児童相談所及び釧路児童相談所の施設を改善すること。
（５）福祉・介護サービス労働者の社会的地位の向上と労働条件の改善を行うこと。
　①　次期介護報酬改定に向けて、以下の点について関係機関に要請すること。

ア．昨年の報酬改定と、介護職員処遇改善交付金の実施により、道内事業所でどの程度の賃金が改善されたのか実態を把握するとともに、処遇改善が行われていない事業所があった場合は、道として何らかの対応をすること。
【指摘事項】

●　国の調査結果の分析と、処遇改善が行われていない事業所があった場合の道としての対応について、いつ頃明らかにできるか伺いたい。
イ．書類・作成業務の簡素化を促進すること。
ウ．軽度の要支援者に対する支援を拡充するため、予防給付報酬の抜本的な見直し・改善をはかること。
【指摘事項】

●　軽度者に対しては、生活援助サービスの縮小以外に利用者負担を引き上げることも検討されており、それらが利用抑制につながった結果として重度化を招くものと考えている。
　　国に要望する際は、負担増を招かない事についても言及していただきたい。
②　「社会福祉事業に従事する者の確保をはかるための措置に関する基本的な指針」を実効あるものにするため、労働関係法令の遵守、労働環境の改善やキャリアアップの仕組みの構築など、社会福祉事業者を積極的に指導すること。
③　社会福祉関係職場における臨時・嘱託・パート等の不安定で低い処遇の労働者については、関係法規の遵守、賃金等の労働条件の改善をはかり、正規職員配置の指導を強化すること。
7 福祉職場・福祉サービスへの労働者派遣（医療関係職種も含む）については、サービスの質の観点から認めないこと。また、偽装請負などの労働法令違反が認められた場合は、労働基準監督署などと連携し、速やかに対処すること。
8 社会福祉施設における社会福祉労働者の賃金・労働条件を低下させないよう、計算書類の公開や苦情解決事業における第三者委員の設置、第三者評価の受審・公表を推進し、監査結果を公表すること。また、これらの情報について、簡便な手続きによる道民のアクセスを保障すること。
9 介護・福祉労働者の「医療行為」について、道として実態を把握し、報酬上の基準の明確化を求め、国へ意見反映すること。
⑦　北海道社会福祉事業団について、移譲後の検証をすること。そして、設置者責任を明確にし、機会あるごとに必要な支援を行うこと。
５．衛生医療行政の拡充に関する要求（衛生医療）

（１）医療制度・医療供給制度の充実改善に向けて

①　道内公立病院「公立病院改革プラン」の進捗状況と「公立病院改革プラン」点検・評価に向けた、道の基本的考え方を明らかにするとともに、過度な指導・助言を行わないこと。
【指摘事項】

●　公立病院改革プランに沿い事業を効率的に行うことは重要であると思いますがこのことばかりにこだわると、本末転倒、地域医療の崩壊に結び気かねない状況にあることは御承知と思います。
今後、地域医療を守るための観点からの「公立病院改革プラン」を着実に推進できるよう必要な情報・助言とはなにを指すのか御享受ください。
2 地域医療計画の進捗状況と機能・役割また、どのような方法で地域医療機能確保を行うのか、道の基本的考え方を明らかにするとともに、財政措置を充実すること。
【指摘事項】

●　地域の検討会議において、広域化・連携に向けた検討とありますが、特に進んでいる事例等回答いただきたい。
●　現在の医療は病院だけではなく、介護・保健分野との関係は切り離せない状況です。これらの分野同士の必要不可欠な連携を今後どのように構築しようとしているのか。
3 道内２地域での地域医療再生計画の進捗状況と道の基本的考え方を明らかにすること。
④　北海道医療対策協議会における今後の医師確保対策の考え方と医師派遣の進捗状況を明らかにし、併せて、必要な予算措置を行うこと。
【指摘事項】

●　厚生労働省の調査では、道内医師不足数は約1000人となっていますが、特に国が進める医師育成に係る部分について、医育大学新設に関し道としてどのように対応していくのかお示しください。

（２）公衆衛生行政の充実と地域保健サービスの充実に関する事項

①　保健事業の推進のための人材確保の支援体制と進捗状況を明らかにすること。
【指摘事項】

●　回答のとおり、保健事業の重要性は認識しておりそのとおりだと思いますが、現在２１保健所の保健師の専門性の高い業務を推進するにあたり人材が充足されているとは思えない状況であると考えます。よって保健師の計画的採用・配置を実施されるよう要望いたします。
2 感染症、精神科救急に係る保健所の搬送体制整備の充実強化をはかること。
3 感染症指定医療機関の確保など施設の充実対策強化と運営経費の充実に努めること。
4 難病、感染症等の患者家族会、当事者団体、市民団体に対する支援策の強化と予算措置を行うこと。
⑤　新型インフルエンザをはじめとする感染症に対する予防体制整備と財政措置を充実強化すること。
【指摘事項】

●　「北海道新型インフルエンザ対応検証報告書」の関係団体からの意見はどのようなスケジュールで聴取し、具体化するのか。
●　昨年度の新型インフルエンザ（Ｈ１Ｎ１）への対応では、必ずしも行政と医療機関の連携がうまく機能していない場面があり、ガイドラインの沿った対応から、度重なる政府の対応の変更が混乱を招いていたと言えます。

このような体験から得た教訓を今後はどのように生かしていこうと考えているのか、医療機関と行政の各々の役割を生かし、スムースな連携体制の構築のために、道としてどのように考えているのか。
（３）精神医療・精神保健・精神福祉の充実・改善に関する事項

①　精神医療提供体制について、精神科医の養成と精神保健指定医配置を推進すること及び精神病院実地指導の徹底をはかるための体制強化と予算措置をすること。
②　市町村の精神保健関連業務の充実のための人員確保と予算措置を行うこと。
（４）労働条件改善に関する事項

①　国の第７次看護職員需給見通しに係る調査状況と看護師確保にむけた道の基本的考え方を明らかにすること。併せて看護師確保に必要な予算措置を行うこと。
【指摘事項】

●　当該調査については、地域の特性を考慮し独自項目を追加も可能となっているが、北海道独自の部分を追加したものとなったのかどうか。また、既存の審議会等（関係団体・有識者・住民）を活用したのかどうか
●　看護師養成は喫緊の課題であると考えるが、各種対策はどのようなものとなっているのか。

2 道内自治体病院の勤務医や医療関係職員の労働条件等について把握しているか。医療・看護職員の再就業・定着・離職防止にどのような対策が必要と考えているか。
【指摘事項】

●　ある自治体病院では、看護師の夜勤回数が月１２回などの実態があり、安全衛生面でも喫緊の課題かつ、非常に重要な課題として労働実態の把握と対策が必要と考えます。道としても実態調査を行うとしていますが、そのスケジュール等お示しください。
●　医療現場においては女性の多い職場であり、働き続けることができる職場環境のの改善が大きな問題となっています。育児支援等の法整備は進んでいるものの、その制度を現場が支えきれていません。今後どのような対策を考えているのか。
3 女性医師や看護師の離職防止と子育て支援のための、院内保育所の育児時間の延長等の整備充実ため、運営費等（人件費を含め）財政支援措置を行うこと。
【指摘事項】

●　乳幼児等の保育施設を設置している病院とありますが、町村では病院独自で設置できないところがあると考えますが、看護師等確保のための保育施設整備施策について町村への道の対応はどのようにお考えか。
④　保健・医療従事者等のメンタルヘルス対策について、実態調査・具体的対策に向けた予算措置を行うこと。

【指摘事項】

●　関係団体と連携して、実態把握等に努めるとありますが。今後、具体的計画等お示し頂きたい。
６．現業職場及び環境保全・廃棄物行政に関する要求

（１）環境・廃棄物行政は自治体固有の自治事務であり、市町村における施策がより具体的に推進されるべきと考える。北海道が率先して循環型社会の形成を目指すためにも、国の廃棄物処理に係る経費としての地方交付税や処理施設整備に特定した循環型社会形成交付金制度などと合わせて、独自の補助制度を導入すること。
【指摘事項】

●　道内各自治体における財政状況は依然と厳しく、循環型社会形成に向けての様々な施策の実施と処理施設整備に関わる財源の確保がさらに財政を逼迫させています。
　　「北海道循環型社会の形成に関する条例」では、道の責務として、市町村が策定した施策を実施するために必要な支援に努めるとしています。また、廃棄物処理法における道の役割として、市町村に対し必要な技術的援助に努めるとしていますが、この度の回答では、「支援」「援助」といった文言が消え、「助言」といった文言となっています。
　　道内各市町村における循環型社会を推進するためには、道からの財政支援がなければ困難であると考えますので、道独自の補助制度の導入について再度検討願います。
また、循環型社会形成交付金制度の交付率の引き上げと交付対象要件の拡充について、国に対して要望願います。
（２）廃棄物処理施設の解体については、これまで廃止された焼却施設の解体に向け「廃止焼却施設解体研究会」が設置されました。一定の費用低減効果が確認された複数市町村による共同解体の状況を含め、進捗状況及び昨年度、来年度以降は未定とのことだったが展望を持った今後の焼却炉の解体計画を示すこと。
【指摘事項】

●　道が国に対して要望した、解体事業に対する支援制度の要件緩和についての結果を伺いたい。
（３）ダイオキシン類対策については、今後も環境基準を遵守させるよう管理・監督・指導を行うこと。
【指摘事項】

●　観測地点の場所と場所の選定根拠を伺いたい。
（４）環境労働者への安全衛生対策を確立するため、道として清掃工場や最終処分場などで働く労働者の血中ダイオキシン濃度を長期的かつ定期的に測定すること。また、そのための費用を補助すること。
　　　あわせて、労働安全衛生法によって、清掃工場などで働く労働者の血中ダイオキシン濃度測定を義務付けることを関係機関に働きかけること。
【指摘事項】

●　労働者の健康管理については、今後とも適切に行われるように、引き続き関係機関への働きかけをお願いしたい。
（５）「北海道廃棄物処理計画」の平成26年度目標を達成していくために、市町村に対する技術的援助・指導・助言について具体的な内容を明らかにすること。
事業系一般廃棄物については事業者によるリサイクル等の取組促進に努めるよう、道としても積極的に指導や助言を行っていくこと。
【指摘事項】

●　リサイクル率が全国平均に満たさない市町村の原因分析結果とリサイクルが加速するような重点的な指導・支援とは具体的にどのようなものか伺いたい。
（６）産業廃棄物や廃家電製品等の不適正処理・不法投棄対策を含めて、廃棄物行政における監視・指導・相談業務の重要性は増大している。道が主体的に公共関与し、産業廃棄物の適正処理に向け管理・監督するとともに、これらの業務に対して専門的な職員配置を基本として、さらに経験のある再任用職員の活用など増員配置を行い、不法投棄対策を一層強化すること。
　　　また、「循環資源利用促進税」いわゆる循環税について、今後の施策充実に向けての計画を明らかにすること。
【指摘事項】

●　不法処理・不法投棄対策の強化を図るため、また、適正処理を推進するため、専門職員については全支庁への配置の向けての取り組みをお願いしたい。
廃家電の不法投棄については、品目の追加や２０１１年のデジタル放送移行で今後は一層増えることが予想されます。引き続き現状把握に努めるとともに、より一層の対策の強化を求めます。
また、循環税事業の見直しについては、今後情報提供をお願いしたい。
（７）各自治体に対し、塵芥収集の委託契約時において道路交通法の遵守を明記するなどの助言・指導を徹底すること。
（８）カセットボンベやエアゾール缶等、中身残留缶対策の実施に関して、循環資源として取り扱うために、市町村に対して積極的な指導・助言を行うこと。
【指摘事項】

●　「中央適正処理困難指定廃棄物対策協議会とエアゾール製品処理対策協議会が共同で実施する廃エアゾール缶等の適正処理やリサイクルの促進に関する事業について」の情報提供を願いたい。また、中身残留缶は、収集車両の火災発生の大きな要因となるなど非常に危険な要素を持っているが、そういった事態を未然に防ぐためにも具体的な対策が必要であると思われるが、道としてはどのように考えているのか伺いたい。
（９）在宅医療系廃棄物について、適正処理に関しての具体的な取り組みを明らかにすること。
【指摘事項】
●　収集作業従事者の安全作業確保の観点からも、在宅医療器具メーカーに対して、製品毎に「在宅医療」シールを必要枚数そろえて販売するように関係機関に対して働きかけを行って頂きたい。また、市町村の対応状況調査についての情報提供をお願いしたい。
（10）大規模災害発生時における対応・対策について、内容をより具体化すること。
【指摘事項】

●　市町村に対して、平常時から近隣市町村間の広域支援体制の整備や処理業者との協力体制の構築について指導や助言とあるが、その指導助言の内容を伺いたい。
７．下水道事業に関する要求
（１）浄化槽の整備について、平成13年に単独浄化槽が禁止となり、北海道に設置されている約24000基ある単独浄化槽の合併処理浄化槽等への移行が課題と考えている。
　　　今後の汚水処理施設整備について、公共水域や閉鎖性水域、特に水道水源上流部の水質保全や個別処理整備事業の推進に向け北海道が指導を行うと同時に、合併処理浄化槽等の設置にあたって補助制度の充実をはかること。
【指摘事項】

●　単独処理浄化層撤去費用の助成制度の要件緩和について、資料があれば提供願いたい。なお、北海道として、平成22年度以降、この助成制度の活用をした、あるいは現在申請中の市町村があれば情報提供していただきたい。
（２）家庭電化器具ディスポーザーの設置については、販売台数からも増加傾向にあることが伺えます。設置により塵芥の質や量などによる既存施設への影響も懸念されることから、実態調査を行い情報の提供を検討すること。
【指摘事項】
●　昨年、貴課から、「導入を検討する市町村に対して、国が平成１７年度に定めた「ディスポーザー導入時の影響判定の考え方」に基づく影響判定を行うとともに、地域の環境保全や循環型社会形成推進に向けた適切な判断がなされるよう、助言や情報提供を行って参りたいと考えております。」と回答されていたが、この考えに変更はないか確認したい。
８．労働安全衛生に関する要求

自治体で労働安全衛生委員会を設置している所は、９割近い設置率となっていますが、開催回数を調べてみると開催していないまたは、１回という所が６割強となっています。（自治労北海道独自調査）設置、毎月１回以上の「安全衛生委員会」の開催について指導・助言を行うこと。
【指摘事項】
●　平成22年度の各地方公共団体の安全・衛生委員会の設置状況について情報提供していただきたい。
　　なお、地方公務員安全衛生推進委員会が２００８年に実施した調査によると、在職職員の精神および行動の障害を理由とした１ヶ月以上の長期病欠者は２．３人に１人という高い割合になっているとの報告があります。また、パワーハラスメントも大きな問題となっています。関係機関と協力して、各自治体の状況把握や再発防止に向けた対策について北海道として積極的な取り組みを要請します。
９．消防行政と労働条件に関する要求

（１）消防職員の労働条件について

①　平成14年2月28日最高裁「大星ビル管理判決」において、「仮眠休憩時間においても指揮命令下にあり、労働からの解放がなければ労働時間」との判決がなされた。消防職員の仮眠休憩時間の取り扱いにおいてもこれに類似しているにもかかわらず、仮眠休憩時間は無賃金拘束時間とされてきた。職場内において、指揮命令下にある時間すべてを勤務時間とするよう各消防本部に対し指導すること。
【指摘事項】

●　無賃金拘束時間の解消方法について、各消防本部で検討するよう指導していただきたい。

●　職場環境の改善について、職員の意見を聞きながら検討するよう指導していただきたい。

②　平成15年11月11日付消防消第206号「消防職員の勤務時間等の適正な管理と運用について」の通知中（以下、206号通知という）３によると、指令係員が119番通報を受信し、仮眠中の職員に対し出動命令することにより出動するとの見解で、消防職場は「大星ビル管理判決」と異にする職場との解釈が示されているが、道内の消防職場において、119番通報を受信した指令係員自ら出動するという事例が多数確認された。早急に調査をおこない調査結果について公表すること。また、206号通知上の解釈と整合性が保たれているか示すこと。
【指摘事項】

●　119番通報を受信した指令係員自らが出動することについて、一部でもその状況を認識している以上、勤務時間の適正な運営に努めるよう指導していただきたい。また、北海道独自で調査を行い、その結果について公表していただきたい。

③　206号通知中、休憩時間の繰り上げ、繰り下げ等の内容については、休憩時間の自由利用を制限されている消防職員の職場実態と乖離している。本通知を改正或いは廃止するよう国に働きかけること。
【指摘事項】

●　休憩時間の自由利用を制限されている消防職場の休憩時間の繰り上げ、繰り下げは、勤務終了時間まで移動させるなど、労働基準法に抵触する可能性がある。要請どおりに、国に対しての働きかけをするとともに、各消防本部に対しても適切に運用されるよう助言していただきたい。

④　仮眠休憩時間の時間設定においては、明確な指示・指導がないまま各消防職場で運用されているが、206号通知に基づく適正な仮眠休憩時間の時間設定を示すこと。
【指摘事項】

●　仮眠休憩時間について、本来その開始までに示されるべきと解するが、実際には出動等による時間外発生した場合に、その抑制措置として事後に仮眠休憩時間を移動させられている実態がある。適切に運用されるよう指導していただきたい。

⑤　平成15年11月25日付消防消第216号「消防職員の勤務時間等に係る管理運用状況調査」において、道内消防本部内で労働基準法に抵触している消防職場があることが確認されている。改善状況について明らかにすること。
【指摘事項】

●　労働基準法に抵触する消防本部が発生することの抑制のためにも、北海道独自調査を実施し実態の把握をしていただきたい。

⑥　道内の小規模消防職場においては、いまだに上記の勤務条件をさらに下回る宿日直勤務や無償の自宅待機勤務、町外々出禁止といった劣悪な勤務を恒常化している署所(道消協加盟57組織の内、宿日直勤務12件、自宅待機勤務５件、町外々出禁止６件)が存在している。これらは、明らかに労働基準法に抵触していると解される。また、台風等災害発生が予測される事案に対し、無賃金の自宅待機命令が出される消防職場が多く存在している。賃金が発生しないのに命令をかけられるのか、道の見解を示すこと。また、早急に事務組合、事務委託を構成する消防本部の構成市町村に至るまでを調査し、調査内容と結果について公表すること。さらに改善に向けて指導すること。
【指摘事項】

●　恒常的に宿日直勤務、自宅待機勤務、町外外出勤務を行っている消防職場が存在しているため、消防本部のみならず構成する市町村単位も含め実態を調査し、その内容を明らかにしていただきたい。
●　これらの勤務体制は、労働基準法に明らかに違反していることから、具体的な助言及び是正方法について、伺いたい。　

⑦　消防職員の職務上の危険性、困難性、高度な技術の必要性を考慮した特殊勤務手当として地方交付税を受けているにもかかわらず、削減或いは廃止されている。早急に実態調査し公表すること。また、消防職員の勤務条件の特殊性に対し配慮する上でも、特殊勤務手当が削減或いは廃止されないよう市町村関係部局及び各消防本部に対し指導すること。
【指摘事項】

●　特殊勤務手当が、財政難のみを理由に安易に廃止される事がないよう、市町村関係部局及び各消防本部に対し、指導すること。
⑧　現在、総務省内に「消防職員の団結権のあり方に関する検討会」が設置され、消防職員の団結権回復に向けた議論がなされているが、速やかに、消防職員の団結権が回復されるよう国に働きかけること。
【指摘事項】

●　昨今の異常気象に伴う特殊な災害、昨年の新型インフルエンザの発生、住民の高齢化も一因となっている救急出動件数の増加など、消防に対する住民ニーズは日々高まる一方となっている。現場で働く消防職員への団結権回復は、働く者と管理する側が知恵を出し合い解決できる場と認識おり、その事が地域住民の安心、安全に繋がることとなる。そのため、速やかに消防職員の団結権が回復されるよう国に強く働きかけていただきたい。

⑨　再任用制度が消防職場にも導入されたが、道内再任用実施消防本部の状況について実態を調査し、公平な採用及び高齢の職員が安心して働き続けられるよう、環境整備について助言すること。
【指摘事項】

●　再任用制度について実態を調査すること。また、定年延長制度について検討されている事から、高齢の職員が安心して働き続けられるよう、市町村に対し環境整備について助言していただきたい。

（２）消防職員委員会について

　　道内消防本部において行われている消防職員委員会の開催状況、開催内容、及び改善項目等についての調査し、結果について公表すること。
（３）消防職員の安全衛生について

①　消防活動上の死亡事故が発生している。道内・道外において発生している事故を調査し、各消防本部へ危険性を認識し安全衛生対策を講じるよう助言すること。

②　近年、精神疾患により休業者の増、さらには自殺者が発生している状況にある。道内・道外での状況を調査すること。ＰＴＳＤ、惨事ストレス（ＣＩＳ）等に対応できるようストレスケア対策に取り組み、また、各消防本部へ助言すること。
【指摘事項】

●　ＰＴＳＤ、惨事ストレス（ＣＩＳ）等に係わる職員のストレスケア対策への取り組みは当然のことながら、その他精神疾患による休業者対策についても取り組まれるよう、各消防本部へ助言すること。
③　災害現場活動等における石綿（アスベスト）に対する安全対策については、平成17年７月27日付消防消第162号において通知がなされているが、消防隊員の安全・健康を確保するための対策として研修会等を開催すること。また、これらの健康診断を積極的に行うよう各消防本部に対し指導すること。

4 硫化水素ガス発生事故や新型インフルエンザ等の特異的事象に対する具体的対応策の迅速な情報提供及び各消防本部の対応資器材の常備について指導すること。
⑤　新型インフルエンザをはじめとする感染性疾患に対する予防接種等の実施について、人員確保を基本とする消防職場への流行を阻止すべく、公費にて広く接種させるよう各消防本部へ指導すること。
【指摘事項】

●　特にインフルエンザ予防については、個人の責任に負かされている実態がある。消防職場の多くは24時間勤務を共にするため、他の消防職員及び搬送する傷病者などへの二次感染感染防止の観点から、職として公費でのワクチン接種が出来る環境を整備するよう指導すること。

（４）消防体制と救急体制について

①　改正された「消防組織法」に基づく広域消防再編に対し、「北海道消防広域化推進計画」が平成20年３月に策定されたが、「消防組織法の一部を改正する法律案に対する附帯決議」（平成18年４月11日参議院総務委員会）の趣旨が十分に配慮されていない内容となっている。「附帯決議」の趣旨に沿った内容に変更すること。また、各圏域の進捗状況を明らかにすること。
【指摘事項】
●　北海道の消防の現状は、職員・消防車両の充足率が全国平均より大幅に下回っている状況であり、広域化をしても消防隊員等の増強等、質の高い消防サービスを提供することは困難である。よって充足率を上げることを各自治体に対し積極的に指導すること。
●　消防の広域化は、質の高い消防防災サービスを提供できる体制を確立し、住民の安心・安全をより充実するために行われるものであり、消防署の統廃合や消防職員の削減などの安易な合理化がされぬ様、消防の広域化の趣旨を周知徹底すること。

●　市町村消防の原則を維持し、地域の実情を十分に踏まえ市町村の自主性を重視した内容とし、職員の意見の反映が図られるよう指導すること。

②　「消防力の整備指針」に基づく消防体制が確立されるよう各消防本部に対し、適切な指導及び助言を行うこと。
【指摘事項】
●　北海道の消防の現状は、職員・消防車両の充足率が全国平均より大幅に下回っている状況であり、質の高い消防サービスを提供することは困難である。高まる住民ニーズに対応するためにも、充足率を上げることを各自治体に対し積極的に指導すること。

③　救急救命士による再教育、特に病院実習について各消防本部の実施状況を調査し、全救急救命士が実施できるよう指導すること。また、再教育による病院実習、救急救命士の処置拡大による専科教育及び病院実習等が増加していることに鑑み、要員の確保について各消防本部に対し指導すること。
【指摘事項】

●　再教育時間の増加に伴い、恒常的に人員不足が発生している。各消防本部に対し改善するよう指導すること。

（５）防災航空室について

①　防災航空室勤務の消防職員については、各消防本部から派遣された８人の職員により運行されている。そのため、出動を含めた宿日直勤務や無賃金による自宅待機等過酷な勤務を強いられ、休暇取得も多くの場合制限されるなど、職員の自己犠牲により運行されているのが実態である。これらの改善のために、計画的な増員を実施すること。
【指摘事項】
●　現行の8名では、出動体制、宿日直勤務の解消及び無賃金による自宅待機などの過酷な勤務状況を改善することは困難である。更に、休暇取得も職員の自己犠牲によることが多く、通常より少ない隊員により運行されることもあるなど、迅速な救助活動に適さない実態がある。これらは単に厳しい社会情勢だから困難であるとするのではなく、地域住民の安心、安全のためにも計画的な増員を実施すること。
②　宿直体制について、現行の１人体制では突発的な病気など宿直職員に事故があった場合に対応が出来ない。そのため、複数名が勤務する体制とし、宿直業務の委託化も含めた体制を構築すること。
【指摘事項】

●　現行体制で困難ならば、その解消に向け増員すること。また、宿直者の複数化について、職員のみで困難であるならば業務委託も含め検討すること。さらに、現行制度で行っている宿直制が適法か否か示すこと。
③　恒常的に自宅待機がある状況の中、職員の住宅も仕事からの解放がない状態である。待機宿舎である住宅家賃について、無料化すること。（手当化を含め検討すること。）
【指摘事項】

●　他県の調査状況について、速やかに公開し、待機宿舎の無料化に向け対応すること。
④　自宅待機中に出動要請があれば、夜間といえども緊急に出勤しなくてはならない。その場合の交通手段として自家用車を使用しなくてはならない状況がある。自家用車の駐車場料金について、無料化すること。（手当化を含め検討すること。）

5 防災航空室に派遣している消防本部の欠員補充がなされていない状況がある。欠員補充するよう強く助言すること。
【指摘事項】

●　防災ヘリの運行は、道内各消防本部から職員の派遣により運行が可能となっている。北海道としては道民の利益も考慮すべきであり、派遣元の消防本部がその期間欠員状態にあることは、住民サービスの低下につながるため、必ず欠員補充するよう助言すること。
⑥　現在の勤務体制では、職員に過酷を強いているのみである。より適切な勤務体制を検討し、最低限派遣元消防本部の勤務体制と同等のものを実現させること。
【指摘事項】

●　北海道防災航空室は、24時間フル稼働の体制となっている。
その出動態勢に即した人員配置は、必要不可欠である。

さらに、派遣元の各消防本部と勤務条件に差があること自体が問題であると言わざるを得ない。

よって、北海道防災航空室の体制について、再考を図ること。

（６）北海道消防学校について

①　消防訓練指導手当を、職業訓練手当と同様な水準に引き上げること。
【指摘事項】

●　要請に対する回答になっていない。消防訓練指導手当の主旨は、職業訓練手当と同様と解され、同じく道で働く職員として同水準に引き上げることが妥当であるため、早急に改善すること。

2 消防学校のカリキュラムに消防活動上の事故予防対策のための、危険予知・指揮研修等の特別教育等を設け再発防止に万全を期すること。
3 複雑多様化する災害及び消防行政に対応するための教育施設の充実と、プライバシー保護及びインフルエンザ等による集団感染を防ぐ上でも学生寮の個室化等を考慮した施設の拡充・改善をはかること。
【指摘事項】

●　消防業務の遂行には連携やチームワークは欠かせないものですが、実際業務を遂行している各所属においては仮眠室の個室化が図られてきております。教育の一環と一言で施設整備を怠ることなく、社会の変化に合わせて更なる教育の効率化を図ること。

4 各消防本部から派遣されている消防学校の教官の欠員補充がなされていない状況である。欠員補充するよう強く助言すること。
【指摘事項】

●　消防学校の運営は、道内各消防本部から職員の派遣により運行が可能となっている。北海道としては道民の利益も考慮すべきであり、派遣元の消防本部がその期間欠員状態にあることは、住民サービスの低下につながるため、必ず欠員補充するよう助言すること。

⑤　消防学校の教官の勤務実態については、恒常的な無賃金による時間外労働が見受けられる。適正に処理されるよう改善すること。
【指摘事項】
●　職員（教官）の通常業務における恒常的な残業についての実態を、明らかにすること。また、適正な労務管理を行うこと。
⑥　各市町村から派遣されている教官の宿舎が老朽化し、更に害虫が発生するなど居住するに耐えない実態となっていることから、改修または改築など改善をはかること。
【指摘事項】

●　職員住宅の改築或いは、新築等の計画があれば示されたい。

（７）大規模災害の対応について
①　大規模かつ長期化する災害において各消防本部から派遣された隊員の勤務条件を含めた安全衛生管理の徹底と旅費、諸手当等について適切に対応するよう助言すること。
②　旅費及び諸手当等について、災害ごとに実施状況を調査し、公表すること。この際、道として助言もしくは指導を行った場合には、これらも公表すること。
１０．北海道農業の確立に関する要求

北海道の豊かな自然は、本当に人間が介在しない自然と、人間が手をかけ守り育てる自然（里地・里山など）がある。とくに農業が営まれている里地においては、人間がそこで生活することによって維持、継続することが可能となっている。単に経済的な支援だけでは環境や農業・農村を守ることにはつながらないと考えますし、そこで暮らす住民が居て、初めて地域が形成されることになるため、市場原理、効率のみで農業を評価するべきではなく、そこで農業が営まれていることの価値（多面的機能も含めて）と人間の食を守るという、総合的な施策を講じるべきではないかと考えます。

近年の農村部の急激な過疎化、担い手後継者不足などは、農村部のライフラインが断たれていることに大きな原因があると思う。北海道を食料供給基地の位置づけだけの見方ではあまりにも偏りすぎている。そこからもたらされる“めぐみ”を道民全体で享受できる施策が望まれるのではないかと考えますので、以下の点についての考えを明確にすること。

（１）北海道農業の持続的発展に向けて
①　多くの１次産業、２時産業の製品においてグローバル化が進展している。国民生活そのものがグローバル化しているといっても過言ではない現状にある。しかし、自国でなければ守れないものがある。それこそ食料であり、国民生活のはずである。食料や農産物の関税撤廃についてはその影響評価を多面的に行いながら判断すべきであり、現状を考えると断固反対するべきである。我が国の食料自給率がカロリーベースで40％を割った現状において、食料を自国で生産することの重要性を道民にＰＲし、日本の食糧基地としての北海道から農業・食料を自国で守り育てる運動を展開すること。
【指摘事項】

●　現状で国の対応を持っているのみの対応か？道として具体的な提案をするべきなのでは？たとえば、ＥＵ並の所得補償政策とか、環境支払いに重点を置くとか、北海道が自主自立できる対策を示すべきではないか？
2 戸別所得補償制度が次年度から本格的に実施されるが、その実施に当たっては、全農家がその制度を理解し安定的に所得が補償されるようにすること。また、北海道としてこの制度をもう一歩進め、一定の環境を守り育てている農家に対して支払いを行う環境支払制度の制度設計を早急に進め、実践できるよう努力すること。
【指摘事項】
●　戸別補償制度の対応については理解できるものの、ＰＴＴなど自由貿易交渉が議論される中で今後の政策について方針化すべきである。
　　環境保全型農業直接支援制度に移行していくと、一層、参加農家の増加が想定されます。しかし、環境保全は未来に向かって非常に大きな役割を持っていることからも、十分な財源の確保をお願いしたい。また、この政策が生物の多様性や自然循環機能を表現するのであれば、その効果を評価するような仕組みも必要ではないか。そういった根拠から予算要求することはできないか。
3 農地・水・環境保全向上対策が実施されているが、地域住民はもとより農村部の農家・非農家においても十分理解されているとは言い難い状況にある。また、地域の農業施設を住民で守り、地域環境を守り育てる有意義な施策であるにもかかわらず、十分な予算が確保されていない。５ヵ年の対策なので十分な予算措置をするとともに、広く道民に啓蒙し実行ある施策としてもらい地域に定着するような対策とすること。
【指摘事項】

●　環境保全の取り組みは評価できるが、農用地に外来植物を植栽することについて、人によっては景観の感じ方に違いがありますが、日本の在来種の利活用を積極的に進める必要はないのでしょうか。
4 農業を含め第１次産業は自然環境、自然生態系の中で営まれており、環境に負荷を与えない農業を推進する必要がある。北海道では「YES!clean」も実施されているが、化学農薬、化学肥料の削減目標および一定の環境指標を独自に設定し、達成した農家に対して環境支払いを行っていくこと。
⑤　独立行政法人化された各種試験場は、その業務成果を強く求められる位置づけとなっている。基礎的な研究はたとえ成果が出なくても常に行っておくべき業務と考え、これをおろそかにすることがあっては今後多くの産業にとってマイナスとなる。基礎研究部門の充実をはかれるような体制を供すべきである。これからの農・林・水産業は、国際的にも国内的にもより一層大きな課題を抱えており、その課題に迅速に対応し、基礎部分から綿密な試験研究を行い地域課題の解決には非常に重要な機関となる。あわせて、農業改良普及センターは、地域の多様な要望に応えられ得るよう、普及指導員の資質の向上をはかること。
（２）担い手の確保について
①　農業が活性化されれば、自ずから後継者が残り担い手が確保される。また後継者のいない農地を農地として維持していくために資質のある新規参入希望者にもスムーズに就農できるような支援策を講じること。農地法の改正によって企業が農業に参入できる下地はできているが、企業参入に当たっては、農地が農地として維持されることを担保しながら進めること。
【指摘事項】
●　就農する地域における規模・営農形態により最低限の所得確保ができるような対策が必要ではないか。少なくても初期投資が回収できるまでの補償は必要だと考えるがいかがか。
②　農村は、そこに暮らす人が居て始めて農村集落としての機能が発揮されます。地域文化や伝承文化を守るためにも一定戸数の集落を形成できるよう集落の再編も必要になっていると考えますので、都市住民との協働とともに、農村振興をはかること。
【指摘事項】

●　重要な課題ととらえていますが、「農地・水・環境保全向上対策」については、過疎地域で取り組めている実態はあるのか。取り組めない地域ついての対策をどう考えているか。
（３）安全・安心な食料の確保について
①　低コスト流通、エネルギーの節約（フードマイレージ）の面からも地産地消を積極的に推進すべきである。また、産地加工を積極的に推進できるよう産業振興をはかること。
【指摘事項】

●　地元農産物を消費することは、地域環境や景観・自然を守ることにつながることを広く道民に理解してもらう取り組みはできないか。より一層の愛職運動への取り組みをお願いしたい。
2 食品偽装問題、偽装表示が大きな問題となっている。一生懸命生産している農家の苦労を水泡に帰す行為であり、北海道の農産物の評価に少なからず影響を与えているものと思われます。北海道農産物の評価を低下させないように生産者を含め、加工業者・流通業者に対してモラルの徹底をはかること。
③　消費者の信頼を回復するため、全ての食料に対するトレーサビリティシステムの構築と、その監視体制を強化すること。ＢＳＥ全頭検査については継続すること。

	○　自衛隊の海外への派遣については、人道復興支援などのため、国において、国際社会における我が国の役割などに関する議論を経て行われているものと承知しております。
　　道としては、我が国が平和主義と国際協調のもと、世界の平和と安定のために努力することは重要であると考えておりますが、アフガニスタンへの国際貢献のあり方については国の基本的な政策に関わることであり、何より国において十分に議論を尽くされることが大切であると考えております。（総務部危機対策局危機対策課）
○　経済成長著しい東アジア地域やロシア極東地域などとの交流は、本道の活性化にとって、今後ますます重要となるものと認識しており、今年度、新たに韓国ソウル特別市と友好交流協定を締結するなど、一層の交流強化に取り組んでいるところです。
　一方、現在、６カ国協議を含む北朝鮮の非核化の動きが停滞している状況にありますが、我が国と北朝鮮との間には、北朝鮮当局による重大な人権侵害である拉致問題が未解決の課題として存在しており、道内には政府認定拉致被害者ご家族のほか、北朝鮮による拉致の可能性を否定できない失踪者の方々のご家族も数多くお住まいになっている現状にあります。
　道では、北朝鮮当局により道民の人権が侵害されている現状を踏まえ、日朝国交正常化の前提となる拉致問題の解決が喫緊の課題であるとの認識の下、引き続き国や関係団体とも連携しながら道民世論の啓発に努めるとともに、問題の早期解決を国に要望してまいりたいと考えています。（総合政策部知事室国際課）
○　国旗・国歌については、平成１１年制定の「国旗及び国歌に関する法律」により、それまで慣習として用いられてきた日章旗と君が代が法的に位置づけられたものであり、このことによって、それまでの対応が変わるものではなく、地域社会などにおいて強制する性格のものではないと考えております。
　　なお、学校教育の場においては、今日の国際化の進展などを踏まえ、これからの国際社会を生きる児童生徒に、我が国や諸外国の国旗、国歌について、尊重する態度などを育てる観点から、学習指導要領に沿って、国旗、国歌に関する指導が適切に行われることが大切であると考えています。（総合政策部政策審議局）
○　現行憲法の示す民主主義や国際協調主義、平和主義などといった考え方は国民の間に広く定着した普遍的かつ重要な理念であり、こうした憲法の理念を尊重し、道政運営を進めてまいりたいと考えています。（総合政策部総務課）
○　戦没者遺族の援護事業に多大な功績があった方々に対する知事感謝状の贈呈は、贈呈対象者が、（財）北海道連合遺族会の会員の方々が多数を占めることから、例年６月に行われる、同会主催の「全道戦没者遺族大会」において、その場をお借りして、知事感謝状の贈呈式を行っているものです。（保健福祉部福祉局福祉援護課）
○　核兵器に関しては、「非核三原則」がわが国の国是であり、道といたしましても、将来に亘って揺るがすことのできない原則であると考えていることから、「渉外関係主要都道県知事連絡協議会」などを通じ、国に対し厳正に堅持することを要望しております。
また、北海道議会においては、平成７年に「世界の恒久平和を求める決議」を行っており、道知事としてもこれを重く受けとめ、核兵器の廃絶を強く求めるとともに、世界平和に北海道の立場から貢献するという決意を「平和への願い」として表明し、さらに平成８年には、これらの決議などを記した「平和のモニュメント」を設置し、次世代を担う人々に平和の尊さと大切さを広く訴え続けております。
このように、核兵器廃絶と国際平和に向けた道としての決意や取組につきましては、既に明らかにしているものと考えておりますが、今後改めて「非核平和条例」を制定することにつきましては、道議会での議論などを十分に踏まえて対応してまいりたいと考えております。（総務部危機対策局危機対策課）
○　矢臼別演習場における米海兵隊の実弾射撃訓練につきましては、これまでも地元４町と道とで構成する「矢臼別演習場関係機関連絡会議」として矢臼別演習場での訓練が将来にわたって固定化されないことや、在日米軍基地全体の整理・縮小に向けて、国において最大限の努力を払うこと、夜間の射撃訓練を行わないことなどについて、国に申し入れを行ってきたところであります。
　　今後とも、地元と緊密に連携のうえ、粘り強く国に対して要請をしてまいりたい考えでおります。（総務部危機対策局危機対策課）
○　米軍戦闘機の訓練移転につきまして、訓練移転は日米二国間の相互運用性の向上と訓練による影響の軽減を目的として、嘉手納、三沢、岩国の３ヶ所の米軍基地での訓練を、千歳など６ヵ所の自衛隊基地に移転し、自衛隊との共同訓練の形で実施するものであります。
　　昨年４月に実施された千歳基地での訓練では、岩国基地からの移転となりましたが、訓練移転の枠組み全体の中で、沖縄県の負担軽減が図られるものと考えております。
　　騒音問題につきましては、千歳市、苫小牧市と国との間で締結された協定において、騒音対策について両市の要望を踏まえ、所要の措置を講じるよう、国において最大限努力することとされております。
　　また、これまでも、地元両市と道とで構成をする「在日米軍再編に係る千歳基地への訓練移転に関する連絡会議」として、住宅防音工事に対する助成の拡充など、地元が要望している騒音対策の推進について要望してきたところでありますが、今後とも両市と連携のうえ機会を捉えて要請をしてまいりたいと考えております。
（総務部危機対策局危機対策課）
○　米艦船の民間港湾の使用については、日米安保条約及び地位協定により、その使用を認められているところであります。
　　これまでも、港湾の安全確保や乗組員の規律の厳正な保持について、地元自治体と協力しながら関係機関へ要請してきたところであります。
また、これまでも米軍基地を有する１４都道県で構成する「渉外知事会」を通じて「港湾管理条例等の尊重」、「非核三原則の堅持」、「米軍艦船の入港時に関する国からの適切な情報提供」などについて要望してきたところであります。
（総務部危機対策局危機対策課）
○　国(原子力安全・保安院)では、平成18年9月に耐震設計審査指針が改訂されたことに伴い、原子力発電所の耐震安全性の一層の向上に資する観点から、既設の原子力施設においても新耐震指針に照らした耐震安全性評価を実施し、その結果を報告するよう原子力事業者に指示しています。その後、平成19年7月に発生した新潟県中越沖地震から得られた知見を当該耐震安全性評価に反映するよう原子力事業者に通知しています。
　　北電では、国の指示を受け、泊発電所の耐震安全性評価を計画的に実施し、平成20年3月に泊発電所の周辺海域を含めた地質調査結果等を国に報告し、その後、泊発電所１～３号機の耐震安全性評価結果を国に提出し、現在、国において、地震や地質などの専門家をメンバーとする委員会で内容を確認中と承知しています。
　　道としては、地域住民をはじめ道民の皆様に不安が生じないよう、北電に対し、積極的に説明責任を果たすなど適切な対応を求めるとともに、国に対し、昨年10月の東洋大渡辺教授らの学会発表内容も含め、厳正な審査確認を改めて要請したところです。
　　また、北電では、今年に入り、自社の評価の客観性をより高めることを目的に、追加の地質調査を実施したところです。
　　更に、今年７月には、原子力安全・保安院の現地調査が行われた結果、同院から地質データなどの補足・整理を行うよう指示があり、北電では、現在、補足調査を行っているところです。
　　道では、これらの調査結果については、国においてその内容の妥当性などが確認されるものと承知しております。（総務部危機対策局原子力安全対策課）
【指摘事項に対する回答】
●　新耐震指針に係る北海道電力㈱の対応状況については、北海道電力㈱ＨＰに掲載されています(別添参照)。     
　＊　耐震安全性評価結果報告書については、北海道電力㈱本店１階「原子力ふれあいコーナー」及び原子力ＰＲセンター(とまりん館)「原子力情報公開コーナー」にて公開されています。
○　有識者検討会議では、プルトニウムの特性などの一般的事項、ＭＯＸ燃料の製造や原子炉内での使用などの各段階や外部影響などの全般的事項について、ウラン燃料とＭＯＸ燃料の違いから生ずる課題に対して２４の論点を明確にし、北電が講じる措置の妥当性について、法的、技術的また危険性への対応など４つの評価項目を設定するなど独自の検討を行ったところです。
　　道としては、北電が計画している泊発電所におけるプルサーマル計画の安全性を検討しているものであり、当然のことながら北電の計画内容、とりわけ、ＭＯＸ燃料の特性に応じて北電が講じようとする措置の妥当性を中心に検討することになるため、北電から考え方や講ずる措置についての説明や資料を求めることになります。
　　なお、プルトニウム含有率については、国内の軽水炉による原子力発電所は、海外と比べ燃料交換の間隔が長いことなどから、ウラン燃料の濃縮度を高くしており、ウラン燃料と同じ反応性をもたせるためにＭＯＸ燃料のプルトニウムの含有率も高くすることとしています。このため、泊発電所３号機で使用される燃料集合体においても、プルトニウム含有率は平均で９％、最大で１３％とされており、海外の実績を上回っていますが、有識者検討会議においては、原子力安全委員会の報告書において示されているプルサーマル実施の条件の範囲を超えないことや泊発電所３号機におけるＭＯＸ燃料の融点や熱伝導率などに関する解析評価結果等によりその考え方や対策の妥当性が確認されているところです。
　　ちなみに、九州電力㈱玄海３号機及び四国電力㈱伊方３号機など国内の原子力発電所においても、既にＭＯＸ燃料を用いたプルサーマルが開始されています。
（総務部危機対策局原子力安全対策課）

【指摘事項に対する回答】
●　有識者検討会議「最終報告(論点1-2・論点2-4-1参照)」を提供します。
　（＊「最終報告」は原子力安全対策課ＨＰに掲載しています。）

○　プルサーマル計画については、ご意見を伺う会や意見募集などで、ウラン資源節約効果、放射性物質の有害度、ＭＯＸ燃料取得費などの観点からプルサーマルの必要性に対する疑問が示されたところでありますが、こうした点についても、国や事業者に照会するなどにより「高速増殖炉サイクルが実用化すれば、数百年間にわたって原子力エネルギーを利用し続けることが可能」、「使用済みＭＯＸ燃料は、ウランの場合と同様に適切に処分することが可能」、「サイクルコスト全体を勘案しても、原子力発電コストは１割程度の増加、一世帯あたりの年間電気料金に換算すると１パーセント程度ということになる」、などと承知しているところです。
　　こうした点も含め、様々な説明なども踏まえますと、原子力発電コストは高くなるものの、エネルギー自給率の低い我が国における貴重な資源の有効利用、世界的なエネルギー需要の増加傾向の中での道民生活や産業活動にとってのエネルギーの安定供給、グローバルな課題である地球環境問題への対応といった観点などを勘案し、プルサーマル計画を進める必要があることについては、理解できるものと考えているところです。

　なお、泊発電所におけるプルサーマル計画により、北電の電源設備や発電電力量の構成に変更はないものと承知しており、ウラン資源の有効活用などが必要であることも理解しているところです。新エネルギーは供給の安定性などの課題はありますが、道といたしましては、今後とも、北海道省エネルギー・新エネルギー促進条例に基づき、省エネルギーの促進や新エネルギーの開発・導入の促進に積極的に取り組んでまいる考えです。（経済部資源エネルギー課）
【指摘に対する回答】

●　泊発電所におけるプルサーマル計画により、北電の電源設備や発電電力量の構成に変更はないものと承知しており、道といたしましては、安全性の確保などについて、多くの道民の皆様方からご意見をいただきながら、有識者検討会議を開催するとともに、道議会において、丁寧な議論を積み重ねていただいた中で、地元の意向を尊重し、北電泊発電所３号機における同計画を事前了解をしたところです。

新エネルギーは供給の安定性などの課題はありますが、道といたしましては、今後とも、北海道省エネルギー・新エネルギー促進条例に基づき、省エネルギーの促進や新エネルギーの開発・導入の促進に積極的に取り組んでまいる考えです。
○　核燃料サイクルについて、国は、使用済み燃料が国内で得られる貴重なエネルギー資源として重要な役割を担うとし、原子力政策大綱におきましては、「経済性にも留意しつつ、使用済燃料を再処理し、回収されるプルトニウム、ウランなどを有効利用することを基本的方針」とし、プルサーマルを含む核燃料サイクルの着実な推進を図ることとしているところです。
　道としては、エネルギー資源の乏しい我が国において、貴重な資源の有効利用を基本的方針とし、核燃料サイクルの推進を図るということについては、理解できるものと考えているところです。（経済部資源エネルギー課）
○　北電においては、事前了解の後、フランスの燃料製造会社との協議を進める過程において、当初想定していた以上に期間を要することが判明したことから、２０１０年度の導入は、非常に難しい状況にあるとしたものであり、本年３月２９日にはＭＯＸ燃料の加工に関する契約を締結し、可能な限り早い時期に導入することを目指しているものと承知しています。本プルサーマル計画については、鋭意議論をした上で、事前了解をしたところでありますので、今後とも、適切な情報提供に努めながら、着実にその取組を進めていただきたいと考えているところです。
　また、電気事業連合会からプルサーマル計画についての報告を受けた国においては、我が国のエネルギー政策として、核燃料サイクルを推進するとの基本方針に変更はないとしたうえで、プルサーマル計画が当初の予定どおりの日程で進んでいない事業者については、安全確保に万全を期し、可能な限り早期の実施に向け、一層の取組を行うよう求めるとともに、国としても、着実な実施を最大限支援することとし、立地地域をはじめ、国民に、一層の理解と協力を要請するとしているものと承知しています。
（経済部資源エネルギー課）
○　国においては、昨年６月に「原子力発電推進強化策」が取りまとめられたところであり、この中では「当面は一刻も早い文献調査の着手に向けて、原子力発電環境整備機構（NUMO）や電気事業者と一層連携して国が前面に立って最大限の努力を行う。文献調査はNUMOによる公募または国による申し入れにより、早期に数か所以上のできるだけ多くの個所で行う。」とされているものと承知しています。
　平成１２年に制定された「北海道における特定放射性廃棄物に関する条例」においては、「現時点では、処分方法が十分確立されておらず、こうした状況の下では、特定放射性廃棄物の持込みは慎重に対処すべきであり、受け入れ難い」としており、この条例が履行される必要があると考えています。（経済部資源エネルギー課）
○　現行「北海道省エネルギー・新エネルギー促進行動計画」の見直しを行うため、「北海道省エネルギー・新エネルギー促進行動計画改定有識者検討会議」を設置し、検討を深めており、次期計画期間からの省エネルギー・新エネルギー関連施策の総合的・計画的な見直しが図られるよう、同計画の見直しを進めて参ります。
　低炭素社会実現に向けた地域が取り組む省エネルギー・新エネルギー事業を、エネルギー「一村一炭素おとし」事業などによって支援することにより、地域における省エネ・新エネの導入促進を積極的に図っていきます。（経済資源エネルギー課）
○　「地層処分実規模設備整備事業」につきましては、道および幌延町が協定を締結している日本原子力研究開発機構と、事業の受託者である原子力環境整備促進・資金管理センターとの共同研究として実施されているものであり、原子力機構が協定当事者として責任を持って、研究実施区域に放射性廃棄物を持ち込まないことなど、協定の内容を履行するものです。
　道としては、この事業の実施により、幌延町での最終処分の実施に結びつくなどの誤解が生ずることのないよう、国や原環センター、幌延町、原子力機構とともに、的確な情報提供に努めてまいりたいと考えています。
　なお、原子力機構と原環センターとの間で締結されている共同研究契約においても、本研究が「深地層研究所（仮称）計画」（平成10年10月、核燃料サイクル開発機構）に基づき実施されるものであること、および、「幌延町における深地層の研究に関する協定書」を遵守することが明記されているものと承知しています。
（経済部資源エネルギー課）

○　平成２１年度決算における道内市町村の健全化判断比率（速報値）において　は、ご指摘のとおり、財政再生団体の夕張市を含め５市町において、平成２０　年度決算から引き続き、早期健全化基準を上回っているところです。
　道としては、財政健全化計画等の策定団体に対し、その計画の着実な実行や　計画の見直し等について、必要な情報提供や助言を適切に行って参ります。
（総合政策部地域行政局市町村課）
○　道財政は、三位一体改革による地方交付税の削減やバブル崩壊以降、拓銀破綻など、全国でもとりわけ厳しい経済環境に長く置かれたことから、より積極的な公共投資などの経済対策に取組み、結果として他府県に比べて多くの道債残高を抱える状況となっていることから、厳しい財政運営が続いているところです。
　　道においては、平成２０年２月に「新たな収支対策」を盛り込んだ上で、「新たな行財政改革の取組み」を改訂し、持続可能な行財政構造の確立を目指しているところです。
　　しかしながら、道財政は、「新たな収支対策」の取組みを実施しても、なお、毎年度当初予算において一部計上を留保せざるを得ない、いわゆる赤字予算の編成が、今後においても見込まれているなど、引き続き厳しい状況にありますことから、来年度以降においても、歳入・歳出全般にわたる見直しを行い、収支不足の解消に向けて、全力で取り組んでいく考えです。（総務部財政局財政課）
【指摘事項に対する回答】

●　「新たな行財政改革の取組み」に基づき、「道税収入の確保」、「財産収入の確保」、「使用料・手数料の見直し」など全庁を挙げて歳入の確保に取り組んでいるところ。
生活保護費などの義務的経費は、近年、増加する傾向にあり、今後もこの状況が続くかどうか見極める必要があるものと考える。
財務規則上、総務部長が定めた予算編成方針に基づき提出された各部等の所管に係る予算について、審査及び必要な調整し知事の決定を受ける仕組みとなっている。まずは、各部等において、それらの課題など検証を十分に行い、施策の検討がなされることが必要と考える。

○　総合振興局・振興局については、いずれも地方自治法上の「支庁」として設置したところであり、今後の地域づくりに向け、各振興局における事務の完結性や政策展開機能を高め、地域の特性や特定の課題に迅速かつ的確に対応できるよう、
　・ワンストップ相談窓口の創設
　・各局長に対する組織編成権や人事権の付与
　・新たな職員派遣制度の創設
　・地域づくり総合交付金の創設
　・道から市町村への権限委譲　　など、
　総合出先機関としての組織体制や機能、施策の充実を図りました。
　本道においては全国を上回るスピードで人口減少や少子高齢化が進んでおり、こうした中、各振興局においては、拡充・強化した地域振興策を最大限に活用し、振興局長以下、各職員が、市町村をはじめ地域の皆様方との連携を深めながら地域の活性化に努めています。
　道としては、今後とも、各振興局が市町村をはじめ地域の皆様と一体となり、地域の特性を活かした産業振興や住民の安全・安心な暮らしの確保など、これからの地域づくりに向けて積極的に取り組んで参りたいと考えています。
（総合政策部地域主権局）
【指摘に対する回答】

●　道では、これまでも各種会議など様々な方法で地域の皆様のご意見を伺ってきたところであり、「各局長への組織編成権の付与」、「地域づくり総合交付金の創設」などについては、地域の皆様のご意見を受け止め整備したところです。
　道としては、引き続き、こうした会議に加え、各振興局における地域の皆様との密接な情報交換などを通じ、市町村をはじめ地域の皆様と様々な課題について幅広く意見交換などを行い、各地域の資源や特性を活かした地域振興などにしっかりと取り組んで参りたいと考えています。

○　夕張市が平成２２年３月に策定した「夕張市財政再生計画」においては、これまでの財政再建計画の取組を基本としながら、市民生活の安全・安心や地域の活性化、将来のまちづくりにつながる懸案事項について、限られた財源の中で必要性、緊急性を精査し、７４項目の事業が計画に反映されています。
　また、財政再生計画においては、新たに生じた課題への対応などに伴い、既に、平成２２年６月及び９月に必要な変更を行ってきたところであります。
　道としては、夕張市において、財政の再建と地域の再生が財政再生計画に基づき、着実に推進されるよう、市に対し、必要な助言・協力を行うなど、適切な対応に努めて参ります。（総合政策部地域行政局市町村課）
【指摘に対する回答】

●　道の夕張市に対する支援については、今年の２月に、再生振替特例債の利子負担を軽減するための補助金の創設や市町村振興基金の借換えなどの新たな支援を決定するとともに、医療給付事業に対する補助や道職員の派遣など、これまでの支援についても継続するなど、総合的な支援策を決定したところであります。
　夕張市に対する支援については、この総合的な支援策に基づき、財政再生計画の期間を通じて実施していくこととしております。
　なお、道職員については、現在、１２名の職員を夕張市に派遣しておりますが、今後も引き続き、夕張市からの具体的な要請に基づき、検討を進めていくこととしております。
　道としては、今後とも、夕張市の財政の再建と地域の再生が着実に図られるよう、引き続き、市町村をはじめ、道民の皆様方のご理解をいただきながら、できる限りの支援を行って参りたいと考えております。
○　国レベルにおいては、国会議員有志が、公共工事における適正な作業報酬を確保するため、法案の検討を続けています。
　また、昨年１２月に参議院において「公共事業における公正な賃金・労働条件の確保等に関する請願」が採択され、これに対して政府は、「公契約における賃金等の労働条件の在り方に関しては、発注者である国の機関や地方自治体も含めて幅広く議論を進めるべきである」との立場を取っているものと承知しています。
　道では、平成16年９月に、「公契約条例」に関する庁内連絡会議を設置し、国や都府県の動向などについて調査・研究を行ったほか、平成１８年に北海道労働審議会で意見を伺い、総合的に検討した結果、新たな条例は制定せず、今後とも、発注者に対する文書による要請などにより、労働条件の確保に努めることとしました。
　道としては、公契約に関する国の動向はもとより、他の自治体の動きも引続き注視してまいります。（経済部雇用労政課）
【指摘事項に対する回答】
●　要請文例を示します。
●　公契約条例の内容によっては、道財政に影響する場合もあると考えております。
●　国においては、平成２２年から３年間で最低賃金額と生活保護とのかい離を解消するため、最低賃金の引上げに取り組んでいるものと承知しております。なお、平成２２年は、１０月に６９１円と１３円引き上げられたところです。
○　昨年７月に施行された公共サービス基本法では、地方公共団体においても、法律で規定する基本理念にのっとり､国と連携しつつ、地域の実情に応じた施策を策定・実施する責務を有するとされています。
　現在の北海道の経済・雇用は、一昨年の世界的な経済・金融危機の影響により、依然として厳しい状況が続いており、最近の円高などによる我が国経済の先行きが懸念されます。
　道としては、こうした北海道の状況を踏まえ、「雇用・経済の安定と未来を拓く成長力の強化」を道政の再重点政策に据え、国の施策の積極的な活用はもとより、道内の様々な力を結集し、あらゆる手立てを講じて雇用の確保・安定をはじめ、基幹産業のパワ－アップ、北海道価値を活かした成長力の強化　に取り組んでいるところであります。
（経済部雇用労政課）
○　道では、保健師を含めた看護職員確保対策として、北海道ナースセンター運営事業による求人・求職に対する斡旋を行っております。
　また、北海道国民健康保険団体連合会では、無料の職業斡旋業に係る許可を得て、「市町村保健師職業紹介事業」を行っていることから、保健所においては、市町村からの相談を受け、北海道国民健康団体連合会につなげるなど連携を図り、保健師の確保対策に努めているところであります。（保健福祉部地域医師確保推進室）
【指摘事項に対する回答】
●　保健師の産休代替者の確保については、都市部を除き、当該地域に未就業の保健師が少なく、市町村、道立保健所ともに苦労していると認識しているところです。
　　道としては、ナースセンター事業において、就職意向のある未就業者の登録事業を行っているところです。
　　また、道立保健所においては、就業斡旋を行うことはできませんが、随時、保健所及び管内町村のリーダー保健師が産休代替者についての情報交換を行い、協力しあっているところです。

○　道内市町村における男女平等参画・女性に関する条例の制定及び計画の策定の状況につきましては、平成２２年４月１日現在で、条例１６市町、計画３７市町となっており、このほか、１８の市町村が条例の制定を検討中、６の市町村が計画の策定を検討中であるとの回答をいただいております。
　　道といたしましては、検討中の市町村をはじめ、条例未制定・計画未策定の市町村に対しまして、男女平等参画に関する情報提供や助言、地域の学習会への講師・アドバイザー派遣を行うなど、今後とも支援・協力を行っていき、市町村の取組が推進されるよう努めてまいります。（環境生活部くらし安全局くらし安全推進課）
【指摘事項に対する回答】
●　これまでも、道内市町村に対して、条例の制定や計画の策定に向けた情報の提供やアドバイスを行ってきたところでありますが、今後も国のアドバイザー派遣事業の周知や策定市町村の情報提供を図るなど、道内市町村の取組が推進されるよう努めてまいります。
○　女性職員の登用につきましては、これまでも能力や適性等を考慮し、役付職員への積極的な登用に努めてきており、今後とも適材適所の視点に立って適任者の登用に努めて参りたいと考えております。
　　なお、管理職の女性職員の比率については、各自治体の職員の年齢構成や組織の状況が異なるものであることに加え、道におきましては、転居を伴う異動が多いなど、他府県や道内市町村とは異なる地域性の問題もあるものと考えております。
（総務部人事局人事課）

【指摘事項に対する回答】
●　女性職員の登用につきましては、これまでも能力や適性を考慮し、役付職員への積極的な登用に努めているところであり、あらゆる職について男女の別なく登用を行い、将来の幹部職員の養成に意を用いてきており、その結果、主査級をはじめとする役付職員への登用が進んできているところであります。
　　今後とも、幅広い職務経験の付与など、将来の幹部職員登用への裾野を広げるというような努力をし、人材育成に努め、女性の登用の拡大に努めて参りたいと考えております。
　女性職員の登用などにつきまして、現在のところ、ポジィティブアクションの策定は予定しておりませんが、女性職員の役付職員への登用につきましては、若年層からの人材育成や意識醸成が重要であり、職場や職場外を通じた職員研修や幅広い職務経験の付与などに努めております。
　　また、主査級等の役付職員に対しては、管理・監督能力の向上を意識した配置を行うなどの取組みを行っております。
その結果、若手職員については、幅広い業務分野への配置が進んでいるほか、主査級をはじめとする役付職員への登用も進展が見られる状況にあり、将来の幹部職員登用への裾野は着実に広がっているものと考えております。

○　児童相談所の人員配置につきましては、平成１４年度に児童虐待を専掌する児童福祉司や心理判定員など２２名を増員した後、平成１７年度から２１年度までに児童福祉司１２名、里親推進主査４名など、さらに、今年度、児童福祉司と里親推進主査を会わせ８名を増員したところです。
　　併せて、新任、中堅などの専門研修を児童相談所職員に受講させ、専門職員の資質や能力の向上に努めております。
　保育所や学校、市町村との連携につきましては、現在、道内１７３市町村で、地域の要保護児童の早期発見や支援を行う「要保護児童対策地域協議会」が、５町で「虐待防止ネットワーク」が設置され、道内全市町村で虐待に対応する組織が設置されているところです。
　　今後とも、これらの組織に児童相談所が積極的に参画し、関係機関との連携を強め、児童虐待に対処して参りたいと考えております。（保健福祉部子ども未来推進局）
【指摘事項に対する回答】
●　児童相談所の人員配置については、これまでも所管人口や相談処理件数などに応じた配置に努めてきたところであり、今後も必要に応じ、関係課と協議をしてまいります。
　　また職員の研修については、今年度予算を増額したところであり、今後も専門的なカリキュラムによる研修機会を確保することなどにより、児童家庭相談に迅速、的確に対応できる児童相談所の体制整備を図っていくこととしております。
　支援を必要とする保護者に対しては、市町村と連携し支援を行っているほか、保健所、精神保健センター、女性援助センター等の道の機関や、民間団体とも連携した対応を行っており、今後も適切な連携のもとで支援に努めてまいります。

○　道においては、妊娠、出産、子育ての悩みなど、女性の幅広い健康相談にワンストップで対応する「女性の健康サポートセンター」を全２６保健所に設置し、様々な相談に応じているところです。
　サポートセンターにおいては、相談に対応する職員を対象とした、専門性を高めるための研修を毎年度実施しているほか、例えば、妊娠前から妊娠期の女性を対象とした、子どもを安全に生み育てるための普及啓発事業を市町村と協働して実施するなど、子育てなどに係る相談機能、支援体制の充実に努めているところです。
（保健福祉部子ども未来推進局）

【指摘事項に対する回答】
●　実績について（平成20年12月開設～平成22年3月末）
 ・ 相談実績では、5,751件（内、住民からの相談4,913件、市町村・関係機関からの相談
　　838件）となっています。（月平均360件）
 ・ 住民からの相談の内容では、妊娠出産（不妊治療を含む）に関すること2,703件、精神保健に関すること707件、性に関すること509件、養育相談（児童虐待を含む）486件等となっています。 
 ･  支援が必要な場合やサポートセンターでの対応が困難な場合については、関係機関との事例検討や処遇検討などの連携会議等を開催しており、全センターで合計161回の実績となっています。

●　保健所ならではの独自色について
　  市町村との役割分担のもと、道は、高度で専門的な内容を取り扱っていることから、
　女性の幅広い健康相談にワンストップで対応することを保健所独自の特性と考えています。   
不妊や児童虐待、精神保健等幅広く対応し、必要があれば、家庭訪問や必要な医療機関につなげるなど、相談から問題解決のための支援を幅広く実施しています。
なお、女性の健康サポートセンターの相談対応については、女性の健康相談ダイヤルや「女性の健康相談日」を設定し、電話や来所を基本としつつ、保健所としてはメールでの相談も受けています。また、匿名性については、当然保障されていますが、相談内容によっては、その後の支援も視野に入っていることから、氏名や住所を明らかにしてもらい対応しています。
●　安心こども基金を活用して、２ヵ所の保健所（女性の健康サポートセンター）で妊娠前から妊娠期の女性を対象とした「子宮頸がん予防と女性の健康管理」に関する講演会等の普及啓発事業をモデル的に実施しており、実施に当たっては、関係する市町村と企画・実施し、評価等を行うこととしています。
○　各市町村においては、高齢者などからの様々な相談や権利擁護などに対応する高齢者支援の中核的な機関として地域包括支援センターを設置しており、広報紙への掲載やパンフレットの作成、配布などによる周知や、各種の行事や会議などにおいてセンターの活動内容を紹介するなど、地域の実情に応じた周知を図っているところであります。
　また、センターにおいては、地域の保健・医療・福祉サービス関係者や民生委員、社会福祉協議会、老人クラブ等の関係機関とのネットワークの構築を進めており、支援を必要とする高齢者の把握や必要な支援に努めているところであります。　　　　　　

　なお、道としましては、地域包括支援センターの機能強化を図るため、１４の各振興局において市町村やセンターの職員を対象とした意見交換会の開催や、先駆的な活動事例集を作成し配布するなど、市町村の支援に努めているところでありますが、今後とも、引き続き必要な支援に努めてまいる考えであります。
（保健福祉部福祉局高齢者保健福祉課）
【指摘事項に対する回答】
●　各振興局においては、地域包括支援センター職員等との意見交換会を開催し、必要な助言、支援を行っているとともに、通常業務の中で、個別の相談等に対応しているところ。
また、道では、市町村や地域包括支援センターが抱える困難事例などへ対応するため、「北海道総合相談・虐待防止センター」（北海道社会福祉協議会へ委託）を設置し、市町村等が抱える困難事例などに対し、必要な助言等を行っているほか、高齢者虐待を対象とした研修会を開催しているところであります。今後とも、引き続き必要な支援に努めてまいる考えであります。
○　ＤＶの相談窓口につきましては、道のホームページや各種機会を通じて広お知らせするとともに、道と民間企業との包括連携事業の一環として、各社のご協力をいただいて、相談窓口を記載したカードを全道のコンビニエンスストアやスーパー等に配置するなど、広く道民に周知を図っています。また、今年度は旭川市が新たに配偶者暴力相談支援センターを設置したところであり、今後とも、道内の配偶者暴力相談支援センター、道警、市の婦人相談員、民間シェルターなどの関係機関との連携を深め、相談機能、支援機能の充実を図ってまいります。
【指摘事項に対する回答】
●　ＤＶの相談窓口につきましては、活用できる機会をとらえて、今後ともより一層の相談窓口の周知に努めてまいります。
被害者の一時保護につきましては、道立女性相談援助センターをはじめとして、道内の全圏域で民間シェルターなどに一時保護委託を行っており、今後も被害者に対して必要な支援を行ってまいりたいと考えています。
○　子育て中の親子が気軽に集い相互に交流する場所を開設し、子育てについての相談・援助、情報の提供、その他の支援を行う地域子育て支援拠点事業が、現在２３０か所で実施されているところであり、第二期「北の大地☆子ども未来づくり北海道計画」においては、平成２６年度までに３１３か所の実施を見込んでいるところです。
　道としましては、地域子育て支援拠点が、子育て中の親子の孤立感や負担感の軽減に大きな役割を担っているものと認識していることから、その設置を促進するため、今年度、子育て支援関係者が一堂に会し、幅広いネットワークづくりを進めることなどを目的とした全国セミナーを開催し普及啓発に努めているほか、より多くの子育て中の親子に、より身近な地域で気軽に子育て拠点を利用していただけるよう、広報誌などを活用した積極的なＰＲについて、市町村に対し働きかけているところです。
（保健福祉部子ども未来推進局）

【指摘事項に対する回答】
●　さる１０月３０日、３１日に全国セミナーを開催し、道内からは３１４名の参加者のもと、親子を支える実践例の紹介や子育て支援拠点の充実に向けた方策の討議などを通じて、事業の普及啓発に努めていますが、今後も、本セミナーの開催概要などを取りまとめ広く情報提供するなど、市町村での子育て支援が充実されるよう、働きかけてまいりたいと考えています。
　子育て支援拠点事業では、母子のみならず父親や祖父母など子育てに関わる人たちを支援対象としており、多くの方々がより利用しやすい拠点となるよう、積極的なＰＲについて、市町村に対し働きかけてまいりたいと考ています。

○　介護をしている方への支援でありますが、道内の市町村では、地域の実情に応じて地域包括支援センターやケアマネージャーなどが連携して、高齢者や介護者であるその家族に対する相談に対応し、介護保険のサービスなどの必要な支援につなぐなどの支援を行っているほか、介護保険法に基づく地域支援事業などを活用して、家族に対するヘルスチェックや健康相談、介護から一時的に解放するための介護者相互の交流会などが行われているところであります。
  　道としましては、地域包括支援センターにおける総合相談機能や、地域で家　族の方を支える関係機関とのネットワークの充実に向けて、市町村や地域包括支援センター職員を対象とした意見交換会の開催など市町村への支援に努めているところでありまが、今後、より多くの市町村において、介護者支援への取組が行われますよう働きかけてまいる考えであります。（保健福祉部福祉局高齢者保健福祉課）
【指摘事項に対する回答】
●　各振興局においては、地域包括支援センター職員等との意見交換会を開催し、必要な助言、支援を行っているとともに、通常業務の中で、個別の相談等に対応しているところ。
  また、道では、市町村や地域包括支援センターが抱える困難事例などへ対応するため、「北海道総合相談・虐待防止センター」（北海道社会福祉協議会へ委託）を設置し、市町村等が抱える困難事例などに対し、必要な助言等を行っているほか、高齢者虐待を対象とした研修会を開催しているところであります。今後とも、引き続き必要な支援に努めてまいる考えであります。
○　男女平等参画社会を実現するためには、一人一人が男女平等参画社会についての正しい理解や人権等の意識を持つことが大切であり、男女平等の視点に立った教育の充実が重要と考えております。
　　道におきましては、平成２２年度に、教員等を対象とした男女平等参画関連の研修会を全道８箇所で開催するなど、学校や地域における指導的立場にある者の意識啓発を行うとともに、国の事業を活用して、将来の地域等の指導者となる若年層のリーダーの育成にも努めており、今後とも男女平等参画を着実に進めてまいります。
（環境生活部くらし安全局くらし安全推進課）
【指摘事項に対する回答】
●　国の男女共同参画会議の答申においても「固定的性別役割分担意識」の解消に向けた具体的な取組として、その意識を変えるための広報、啓発に取り組むことが掲げられており、道といたしましても、研修会や啓発活動を通じまして、道民意識の醸成に努めてまいります。
  　また、制度の周知につきましては、これまでもホームページや情報誌等を通じ周知を図ってまいりましたが、今後も、なお一層の周知を図り、道民の男女平等参画への意識向上に努めてまいります。
○　平成１８年４月の介護保険法の改正により、市町村（保険者）の権限については、地域密着型サービスの指定等や指導監査権限の付与等その機能が強化されたところであります。
　また、この中で、道に指定権限のある介護サービス事業者等に対する監査権限も付与されたところであり、道としては、引き続き、市町村と十分協議を行うなど連携を密にし、サービスの質の確保が図られるよう、より適正な指導や監査の実施に努めてまいりたいと考えております。
　指導監査の体制については、これまで石狩支庁が所管していた札幌市内の事業所を本庁に移管し、昨年４月から施設運営指導課に再編して、体制の充実強化を図るとともに、各総合振興局（振興局）保健環境部保健福祉室等に対しても、監査体制の充実強化が図られるよう、指導しているところであります。
　なお、指導･監査の方法については、事業者にとって過重な事務負担とならないよう、かつ、行政における適切な指導・監査が担保されるよう、対応してまいりたいと考えております。（保健福祉部施設運営指導課）
○　道におきましては、これまでも介護給付の適正化について、平成１５年度には、自立支援モデルケアプラン支援事業を、平成１６年度には市町村ケアプランチェック支援事業を実施しており、さらに平成２０年度には、北海道介護給付適正化事業推進要綱を策定し、市町村における適正化の取組が図られるよう支援しているところであります。
　介護給付の適正化の基本的な考え方は、介護給付を必要とする受給者を適切に認定した上で、受給者が真に必要とするサービスを、事業者がルールに従って適切に提供するよう促すことを目的とするものです。
なお、小規模自治体等に対する支援につきましては、地域において、各総合振興局（振興局）社会福祉課が各保険者を訪問し実施する介護保険事業保険者指導などを通じて、地域の実情にあった技術的な助言を行うこととしております。
（保健福祉部福祉局高齢者保健福祉課）

【指摘事項に対する回答】
●　要介護認定は、介護保険法に基づき、全国一律の方法によって、認定調査、審査判定等が実施されるなど、公平公正で客観的かつ正確に行われるものと承知しております。
　現在、国の社会保障審議会介護保険部会において、２年後の改正に向け、要介護認定について議論が進められておりますが、認定区分の簡素化や廃止すべきという意見がある一方、全国一律な客観的な基準に基づいて行う判定でありサービスの公平な配分を担保する仕組みとして、制度を維持すべきなど、様々な意見が交わされているところであり、道としては、今後の動向を見極めて参りたいと考えます。

○　介護保険制度においては、利用者に多様な介護サービスを提供することとなっており、地域での基盤整備を図ることは大切であると考えています。
　　平成21年度の介護報酬改定では、中山間地域等における小規模事業所の評価及び中山間地域等に居住する方々にサービス提供した事業所への評価が行われ、それぞれ加算の創設がされたところではありますが、本道においては、積雪・寒冷、広域性などに起因する採算性の問題からサービス提供事業所の参入・確保が困難な地域が多く、加算の創設のみでは離島や過疎地域における事業者の採算性の問題を解消するのに十分なものとは言いがたいことなどから、離島、中山間地域等に居住する方々が多様な介護サービスを受けられるよう、引き続き、地域特性に配慮した介護報酬の設定や人員基準の弾力化について国に対して要望しているところです。
（保健福祉部福祉局高齢者保健福祉課）
○　「地域包括支援センター」につきましては、介護保険法により、市町村が設置することとなっており、老人福祉法に規定する老人介護支援センターの設置者その他の厚生労働省令に定める者に対して、運営の委託をすることができる こととなっております。
　また、市町村においては、包括的支援事業の円滑な実施、センターの公平・中立性確保の観点から、「地域包括支援センター運営協議会」を設置することとなっており、この協議会では、介護保険サービス関係者、介護サービスの利用者、介護保険の被保険者、地域医師会、介護支援専門員等の団体などにより構成され、中立性の確保のほか、センターの運営支援、評価を行い、円滑に運用されるよう必要に応じて助言を行うこととなっているところです。
　なお、道では、１４の各振興局において、地域包括支援センター職員を対象とした意見交換会を開催し、センターの機能強化などに向けた支援を行ってきているところでありますが、地域包括支援センターの適切な運営を図るため、人材確保、職員の資質向上のための支援など、十分な財政措置を講ずるよう国に対して要望しているところであります。（保健福祉部福祉局高齢者保健福祉課）
○　平成１７年度から老人保護措置費については、市町村へ一般財源化されたところでありますが、道といたしましては、これまでも市町村に対する情報提供や助言などを行ってきたところであり、今後とも、利用者の適切なサービス水準が確保されるとともに、措置費事務等が円滑に行われ、養護老人ホームの運営に支障がないよう、必要な助言を行うこととしております。（保健福祉部福祉局高齢者保健福祉課）
○　国が実施している福祉事務所現況調査結果（平成２１年１０月１日現在）によりますと、道内の福祉事務所（札幌市、旭川市及び函館市は除く。）における設置職種の配置状況は、社会福祉主事３３１人、身体障害者福祉司２７人、知的障害者福祉司１８人、老人福祉指導主事２６人、査察指導員９６人となっております。但し、道の身体障害者福祉司及び知的障害者福祉司は、更生相談所（道立心身障害者総合相談所）に配置しておりますが、北海道は広域なため、総合振興局・振興局保健環境部保健福祉室社会福祉課に総合相談所の支所と位置付けて配置しております。
　　なお、道内の福祉事務所における査察指導員の経験年数につきましては、国が実施している福祉事務所現況調査において調査しているところであり、内訳として、１年未満２４人、１年～３年が３５人、３年～５年が１２人、５年以上が２５人と把握しているところです。
　これら福祉事務所における設置職種のうち、査察指導員等は、社会福祉主事の任用資格が必要であるとされていることから、道といたしましては、全道の福祉事務所の職員等を対象として、任用資格を有していない職員を対象に認定講習を実施するとともに（北海道社会福祉協議会に委託）、各福祉事務所を対象として実施している生活保護施行事務監査において、社会福祉主事の有資格者を配置するよう指導しているところです。
　また、専門的知識・技術の習得を支援するため、査察指導員等の経験年数に応じて、道や国において、新任研修、現任研修を実施しているほか、道立心身障害者総合相談所において、身体障害者福祉司及び知的障害者福祉司を対象とした研修（新任・実務）を実施するなど、関係職員の資質向上に努めているところです。
　今後も、福祉事務所職員の資質向上のための研修等を継続してまいりたいと考えております。（保健福祉部福祉局福祉援護課）
○　町村の福祉部門における実施体制、人員配置につきましては把握しておりませんが、資質の確保については、道立心身障害者総合相談所において、市町村に対し心身障がい者の更生援護に必要な専門的技術援護指導などを行うとともに、相談業務担当者を対象とした相談業務研修会等を開催し、関係職員の資質の向上に努めているところであります。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　また、介護保険や障害者自立支援法の導入をはじめとする福祉・保健諸制度の改正等に伴い、住民に最も身近な市町村の役割が益々重要となっていることから、高齢者に対する介護予防等の支援を行う地域包括支援センター職員の研修や障がい者に対する相談支援を行う広域相談支援体制整備事業における各圏域の地域づくりコーディネーターや相談支援従事者の研修を行うなど支援を行っているところです。
　今後とも、各自治体において、少子・高齢化に対応した福祉施策が積極的に展開されるよう相談支援体制等の整備に係る財源の確保について、全国知事会等あらゆる機会を通じて引き続き国に要望してまいりたいと考えております。
（保健福祉部福祉局福祉援護課）

【指摘事項に対する回答】
●　孤立した高齢者の見守りや、虐待防止等の取り組みについては、地域包括支援センターを中心として、近隣住民、自治会及びボランティア団体の方々などで高齢者等を支える地域のネットワークづくりが必要と考えているところ。
　このため、毎年１４総合振興局・振興局管内において、地域包括支援センター職員との意見交換会を開催しているところ。

○　生活保護制度が国民の理解と信頼を失うことなく、国民生活最後の拠り所として円滑かつ安定的に機能していくために、保護の受給要件の的確な把握やきめ細やかな援助等、保護の適正実施を推進することは、重要なことと考えており、今後とも保護を必要とする方に適正な保護が実施されるよう、福祉事務所を指導してまいりたいと考えております。（保健福祉部福祉局福祉援護課）
○　平成２１年度の国の２次補正により、労働局が中心となり、求職中の方々が再び「派遣村」を必要とすることなく、安心して生活が送れるよう、相談機能の充実を図るため、全国主要ハローワークに住居・生活支援アドバイザーを配置し、相談が効率的に受けられる体制を整えているところであります。
　　また、現在、各地方の労働局が中心となり、ワンストップサービスデイに関するあり方を検討する生活福祉･就労支援協議会（関係機関により構成）が設置されたところであり、道としてもこの協議会に参画しているところでありま　す。
　なお、今後とも相談体制の充実が図られるようこの協議会を通じながら関係機関と連携を図ってまいります。
　【参考】
  　　平成22年度ワンストップ・サービス・デイの実施
        　・旭川地域：平成２２年１１月１０日（ 9:00～17:00）
          ・札幌地域：平成２２年１１月２２日（10:00～16:00）
          ・恵庭地域：平成２２年１１月２２日（10:00～16:00）
        ・小樽地域：平成２２年１１月２６日（10:00～16:00）
（保健福祉部福祉局福祉援護課）
○　国においては、生活保護の実施体制を強化するため、平成２１年度から、普通交付税の算定を改正したと承知しております。
　　また、自立支援プログラムを策定・実施するなどのために必要な専門職員の配置については、セーフティネット支援対策等補助金の対象とされているところです。
道としては、生活保護制度の適正な運営を図るため、社会福祉法の規定を踏まえた現業員の適正な配置など実施体制の整備は重要なことと考えており、生活保護法施行事務監査などを通じて実態を把握するとともに、必要に応じて助言・指導を行ってまいります。（保健福祉部福祉局福祉援護課）
○　市町村においては、障がい者等の福祉に関する各般の問題に対し、障がい者等からの相談に応じ、情報の提供及び助言その他の障害福祉サービスの利用支援等、必要な支援を行うとともに、虐待の防止及びその早期発見のための関係機関との連絡調整その他の障がい者等の権利擁護のために援助を行うこととされております。
　道では、市町村の相談支援従事者（延べ 1,320人）や施設等のサービス管理責任者（延べ 2,696人）に対し、権利擁護や地域生活移行への支援も含め必要な知識と技術が身に付くよう研修事業を実施し、より適切に支援が行えるよう　研修内容の充実を図るとともに、平成２１年度から、道内２１圏域ごとに地域づくりコーディネーターを配置し、市町村の相談支援体制の確保や地域のネットワークの構築等について、専門的な立場からの助言等を行っています。
　また、「北海道障がい者条例」においては、障がい者が暮らしやすい地域づくりを推進するため、市町村が実施することが望ましい事項等について、道が基本指針（地域づくりガイドライン）を示すとともに、このガイドラインに基づいて取組を進める市町村に対し、専門的立場から助言を行う支援員を配置することとしております。
　道としては、こうした取組をとおして、地域で生活する障がいのある方を支える市町村の取組を支援してまいります。
【21年度実施状況等】
・相談支援従事者研修：修了者数　基礎247名、専門86名
・サービス管理責任者研修：修了者数　640名
（保健福祉部福祉局障がい者保健福祉課）
○　児童デイサービスについては、平成２１年４月の報酬改定により、基本報酬の大幅な引き上げが行われたほか、基準を超えて指導員を配置する事業所については、加算措置により報酬上評価する仕組みが創設されるなどの改善が行われ、指定事業者数は平成２１年４月１日で１８４ヶ所であったものが、本年４月１日現在で２１８ヶ所と増加しているところです。
　さらに、このサービスが充実するよう、平成２１年４月の報酬改正などについて実施状況を検証し、人員配置基準や報酬額について必要な改善を図るよう、国に対し要望しています。
　道としては、この事業が子ども発達支援体制の中心となる事業であることから、これまでも地域づくり総合交付金や子ども発達支援事業により、独自に機能の維持・強化を図ってきたところであり、今後とも、関係者の意見も伺いながら、障がいのある子どもと家族への支援が充実されるよう取り組んでまいりたいと考えております。
（保健福祉部障がい者保健福祉課）
○　道としては、入所施設から地域生活への移行の促進につきましては、地域生活移行支援コーディネーターを配置し、施設入所者の意向把握、地域生活に関する説明、地域生活の体験、移行先地域との調整や地域生活移行後のフォローなど総合的な支援を進めているところであり、さらに、今年度から２年間を期間として、地域生活へ移行する入所者の居住及び日中活動の場を整備するなどの事業転換を行う入所施設に対し、「障がい者入所施設事業転換促進交付金」による支援を行うこととしております。
　また、障害者自立支援法に基づき市町村が実施する地域生活支援事業は、地域の実情に応じた柔軟な対応が可能とされていることから、小規模作業所の地域活動支援センターへの移行に当たっても、市町村が事業内容等を地域の実情に応じて設定できることを周知するとともに、地域活動支援センターへの移行を希望する小規模作業所に対しては、研修やコンサルタントの派遣などを行う移行等支援事業により必要な支援を行っているところです（当該事業により３８事業所が移行済み　H19～21実績）。
  なお、国においては、障がい者制度改革推進会議総合福祉部会の中で、地域　域活動支援センター、小規模作業所のあり方検討や地域活動支援センターの定　員要件の緩和などについて、当面の課題として議論がされているところです。
【21年度実施状況等】
　・移行等支援事業
　　移行等支援事業研修会：開催１回、参加者１０２人
　　移行推進研修会：開催４回、参加者３７人
　　コンサルタント派遣：２５事業所
（保健福祉部福祉局障がい者保健福祉課）
○　道では、より身近な地域で障がいのある方を支える地域づくりを推進するため、昨年３月に策定した「第２期北海道障がい福祉計画」においては、各市町村における平成２３年度のサービスの必要見込量に基づいた基盤整備の目標を設定し、相談支援体制の充実や住まいの場の整備、日中活動サービスの充実、更には就労支援施策の充実・強化などの取り組みを進めていくこととしております。
　また、市町村においては、サービス確保のための具体的な方策を盛り込んだ障害福祉計画を策定し、必要な取組を行うこととしていることから、道としても、市町村計画のサービスの確保状況、数値目標の達成状況等を把握するとともに、こうしたサービス従事者の養成や広域的な観点から圏域調整を行うなど、市町村計画の達成に向けた支援に努めることとしております。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　なお、障がいのある方が円滑に地域移行できるよう、グループホームやケアホームの居宅系サービスについては、平成２２年４月１日現在で約６千人分が整備されており、平成２３年度の必要見込量である7，726人に対し77％の達成率となっております。
（保健福祉部福祉局障がい者保健福祉課）
○　道としては、入所施設から地域生活への移行を促進するため、昨年度から地域生活移行支援コーディネーターを配置し、施設入所者の意向把握、地域生活に関する説明、地域生活の体験、移行先地域、市町村との調整や地域生活移行後のフォローなど総合的な支援を進めているところです。
　　なお、平成１７年１０月１日から平成２１年１０月１日までにおける入所施設からの地域生活移行者数は、１，４８３名であり、平成２３年度目標値２，３６６名に対し、６２．７％、平成２１年１０月１日までの直近１年間については、３８８名、１６．４％となっています。平成２２年１０月１日現在の状況は、今後調査する予定です。
　また、市町村においては、サービス確保のための具体的な方策を盛り込んだ障害福祉計画を策定し、必要な取組を行うこととしていることから、道としても、市町村計画のサービスの確保状況、数値目標の達成状況等を把握するとともに、こうしたサービス従事者の養成や広域的な観点から圏域調整を行うなど、市町村計画の達成に向けた支援に努めることとしております。
　さらに、道としては、今年度から２年間を期間として、地域生活へ移行する入所者の居住及び日中活動の場を整備するなどの事業転換を行う入所施設に対し、「障がい者入所施設事業転換促進交付金」による支援を行うこととしております。
（保健福祉部福祉局障がい者保健福祉課）
○　常時介護が必要な障がい者が入院した場合の入院中の身のまわりの世話については、基本的には、医療保険制度に基づき医療機関の看護職員が実施すべきものとされているところであり、ヘルパーによるサービスの提供は困難であると考えておりますが、重度障害者等については、十分な対応ができないケースがあることから、ホームヘルパー等の派遣について検討を行うよう、国に対し要望を行っているところであります。
（保健福祉部福祉局障がい者保健福祉課）
○　道の通勤手当制度については、交通機関利用者や自家用車等の交通用具使用者について、その通勤に係る経費を補填するため、基本的に国に準じて手当を支給しているところです。
　　現行制度上、職員が通勤に福祉移送サービスを利用することを制限するものはなく、また、当該サービスが個別の契約等による専用車両の利用であるとすれば、交通用具使用者としての通勤手当の支給は可能と考えており、職員の利用実態や国における取扱い等を踏まえながら、適切に対処して参りたい。（総務部人事局人事課）
○　精神及び行動の障がいにより長期療養となった職員の職場復帰に当たっては、職場リハビリテーション制度の活用や、精神保健医・保健師による定期的な面談を行うなどして、職場復帰がスムーズになるよう努めております。
　また、障がいを持った職員につきましては、これまでも障がいの程度等を総合的に勘案の上、対応を行っているところであり、今後とも「障害者の雇用の促進等に関する法律」の趣旨を踏まえながら、職員の諸事情を勘案の上、職場環境に配慮するよう努めていきたいと考えております。（総務部人事局人事課・職員厚生課）
○　人事評価の実施に当たっては、これまでも障がいによる制限や制約によって不利益となることはないと考えているが、評価者については、その仕組みや目的を正しく理解し、公正で信頼性の高い人事評価を行うことが大切であることから、「人事評価指導者養成研修」や「人事評価に関する特別職場研修」において、人事評価制度に関する基本知識の修得や評価に必要なスキルアップに取り組んでいるところであり、今後とも公平性や客観性などの確保に向け取り組んで参りたいと考えております。
（総務部人事局人事課）
○　障がい者の採用につきましては、「障害者の雇用の促進等に関する法律」の趣旨を踏まえつつ、これまでも、法定雇用率を上回る障がい者の雇用に努めてきているところであり、法律及び条例の趣旨も踏まえながら、今後とも適切に対処して参りたいと考えております。（総務部人事局人事課）
○　本年、他の都府県における知的障がい者の雇用状況について調査したところ、知的障がい者を正規職員として採用している団体は７団体あり、試験研究機関等での庁舎内清掃、樹木の整枝、農作業や家畜の飼育など、単純労務に従事している実態にあります。
　　なお、道では、こうした業務のほとんどを廃止あるいは民間委託などで行っているため、他の都府県が配置しているような職域は縮小傾向にあり、正規職員としての採用に当たっては、障害の程度に応じた業務内容や適した職種、勤務条件など検討すべき課題も多いことから、引き続き、調査研究して参りたいと考えているところであります。
（総務部人事局人事課）
○　障害者の雇用促進につきましては、「障害者の雇用の促進等に関する法律」において、障害者の雇用率が規定されているところであり、法定雇用率を達成していない自治体や企業に対しては、地域のハローワークが企業を訪問し指導等を行っておりますが、実雇用率の低い事業主に対しては、雇入れ計画の作成を求め、その実施状況が悪い場合には、適正実施の勧告、雇用改善が遅れている場合には、特別指導を実施し、さらに計画が達成できない場合にはその事業主名が公表されております。
　また、道では、北海道障がい者条例に基づき、障がい者の多数雇用や授産事業所等への製品や作業の発注など、就労支援の取組について、一定基準を満たす企業等を認証し、北海道が発注する物品の購入等に係る随意契約において、業者選定の際に配慮が受けられる制度を設けるとともに、企業の障害者雇用の事例をホームページ上で掲載するなどして、障害者の方々の雇用の促進を図っております。
　さらに、障害者雇用に積極的に取り組んでいる事業所に対し表彰するなど、各種広報・啓発活動の実施により、道内の障害者の雇用の促進に向けた社会的気運の醸成も図っているほか、国とも連携して、法定雇用率未達成企業等に対し「法定雇用率達成の要請」を行っております。
　これらの施策を各関係機関と連携して実施することにより、障害者の実雇用率の向上や法定雇用率未達成企業の低減を図ってまいります。
　H22.6.1現在の道内民間企業における障害者雇用状況（法定雇用率1.8%）　　　　
· 実雇用率　１．８５％（対前年比0.08ﾎﾟｲﾝﾄ上昇　全国平均1.68%）　　　　　
· 雇用されている障害者数　８，６８８．５人（前年より402.5人増）　　　
· 法定雇用率達成企業の割合　５３．０％（対前年比3.3ﾎﾟｲﾝﾄ上昇）
（経済部雇用労政課）
○　道としては、これまでも、次世代育成支援対策推進法に基づき、家庭と仕事との両立支援に向けた多様な保育サービスの提供が充実されるよう、地域における子育て環境の整備に対する財政支援の充実について要望してきており、今後においても適切に対応してまいりたいと考えております。（保健福祉部子ども未来推進局）
○　保育所の待機児童については、平成２２年４月１日現在９３６人となっておりますが、そのうち約９９％が札幌市、旭川市に集中している状況です。関係市においては、安心こども基金を活用した保育所整備に積極的に取組んでいただいており、今年度は、都市部を中心に約１，２６０名の定員増となる整備が進められているところです。他の市町村に対しても、保育ニーズなどを踏まえた地域における子育て支援策の実施について働きかけているところです。
　また、過疎地の保育サービスの確保については、保育対策を充実するため、次世代育成支援対策交付金のへき地保育所に係る入所児童数等の評価基準について緩和するよう、国に提案しているほか、自宅等において少人数の子どもを預かる家庭的保育事業（いわゆる保育ママ制度）の活用について、市町村に働きかけているところです。
なお、市町村においては、平成２１年度に次世代育成対策推進法に基づく後　期行動計画を策定し、地域の実情に即した少子化対策を計画的に推進している　ところであり、道としても地域住民の意向を十分踏まえた適切な保育サービス　が提供されるよう、今後とも市町村に働きかけてまいりたいと考えています。
（保健福祉部子ども未来推進局）

○　「保育所における質の向上のためのアクションプログラム」については、「待機児童ゼロ作戦」（平成２０年２月２７日厚生労働省策定）において、各地方公共団体が、地域の実情等を考慮して策定することが望ましいとされたことから、これまで、保育所保育指針の周知と併せて、市町村に対する働きかけを行ってきたところです。
　道のアクションプログラムについては、次世代育成支援対策推進法に基づく北海道の後期行動計画に記載し、「良質な保育サービスの確保と情報提供の充実」といった視点から、今年度、全道１４か所において保育所運営指導の課題研修を実施する予定としており、今後とも、アクションプログラムに沿った具体的な取組みを進めてまいりたいと考えております。
　市町村においては、現在４３市町村においてアクションプログラムが策定され、安心こども基金を活用した「保育の質の向上のための研修事業」や「アクションプログラム実践のための事業」などを実施しているところであり、今後においても、４８市町村において策定予定となっておりますが、保育の質を高めることは重要なことでありますので、未策定の市町村に対しては、アクションプログラムの策定について、さらに働きかけてまりたいと考えております。（保健福祉部子ども未来推進局）
○　児童福祉施設の設備及び運営に関する基準については、保育の質を確保する観点から、国において、基本となる最低限必要な職員配置や居室面積などの指針を示し、地方自治体がこの考え方を踏まえ、それぞれの地域の実情に応じて定めることが適当と考えております。（保健福祉部子ども未来推進局）
○　「子ども・子育て新システム」については、事業ごとに所管や制度、財源が様々に分かれている現在の子ども・子育て支援対策を再編成し、制度・財源・給付について、包括的・一元的な制度とする「本システム基本制度案要綱」が本年６月に閣議決定され、さらに９月からはワーキングチームを設置し、具体的な制度設計について検討が行われております。
　これまで、道としては、「子ども・子育て新システム」に関して、全国知事会を通じて、本来、地方がサービス給付を行うために必要な財源は、地方への税源移譲等により確保されるべきであることなど、新システムの制度設計に当たっては、地方公共団体と十分な協議を行い、意見を反映させることを要望しているところであります。
　今後も、こうした国の動向を注視し、市町村に対しては、随時情報提供を行っていくとともに、市町村からのご意見なども伺いながら、必要な提案を行って参りたいと考えております。（保健福祉部子ども未来推進局）
○　保育制度の改革については、現在、内閣府の「子ども・子育て新システム検討会議（ワーキングチーム）」において、新たな次世代育成支援のための包括的、一元的なシステムの構築に併せて検討されているところであり、道としては、議論の推移を見ながら、保育のサービス低下につながることがないよう、国への提案など適切に対応してまいりたいと考えております。（保健福祉部子ども未来推進局）

【指摘事項に対する回答】
●　運営費の使途範囲については、国において、イコールフッティングによる多様な主体の参入促進を図るため、事業者の自由度を持たせる一方、一定の経済的基礎の確保等を条件として可能にする仕組みを検討しているところです。
　また、現制度においても、国の通知により、同一設置者の設置する他の事業に充当することが可能なほか、当該保育所を設置する法人本部の運営に要する経費として支出することができるなどの弾力運用が可能とされています。
　保育所運営費の使途範囲については、保育サービスの低下につながることがないよう、適切な施設運営が確保されていることが前提となると考えており、国への提案など適切に対応してまいりたいと考えております。
○　保育人材の安定的確保については、必要な職員確保と職員処遇の充実が図られるよう、労働条件の改善や研修等について、指導監査により設置者に指導しているところです。
　　また、短時間勤務の保育士の取扱については、国の通知（平成２２年１０月１日付け厚生労働省雇用均等・児童家庭局保育課長通知）に基づき、短時間労働者の雇用管理の改善等に関する法律や雇用保険法等の労働関係法規を遵守し、不安定な雇用形態や低処遇の保育士が生じることのないよう留意するよう、市町村に周知を図っているところです。
　なお、保育制度の改革については、「子ども・子育て新システム検討会議（ワーキングチーム）」において、具体的な制度設計について検討されておりますので、保育人材の安定的確保などに関して、その動向を注視してまいりたいと考えております。
（保健福祉部子ども未来推進局）
○　放課後児童クラブの運営水準については、平成１９年度に、国において、クラブを運営する際に必要な基本的事項や望ましい方向を明らかにした「放課後児童クラブガイドライン」が策定されたところです。
　　道としては、市町村に対し、これまでガイドラインの周知を図ってきたほか、運営水準の改善に向けた施設整備や改修にあたっては、国や道の補助制度を積極的に活用するよう、各総合振興局・振興局を通じるなどして、働きかけを　行っているところです。
（保健福祉部子ども未来推進局）
○　児童の遊びを指導する児童厚生員や放課後児童指導員は、子育て家庭への支援や子どもの健全育成を推進する上で重要な役割を担っているものと認識しておりますが、その配置や任用につきましては、各自治体や団体等の実情に応じて行われているものと承知しております。（保健福祉部子ども未来推進局）
○　児童福祉施設の最低基準につきましては、被虐待児童などへの適切な処遇が確保されるよう、直接処遇職員・心理療法担当職員の配置基準や入所児童の居住面積等の改善を国に対して、要望しているところです。
　　児童養護施設は、被虐待児などに対して、きめ細かなケアを提供していく重要な役割を果たす施設でありますことから、家庭的な環境づくり　に努め、職員との個別的な関係を重視した小規模児童養護施設などケアの小規　模化について推進してまいりたいと考えております。
　自立援助ホームにつきましては、児童養護施設などを退所した児童に対し、就労支援や生活指導を行うことにより児童の自立を図るものであり、社会的養護を必要とする児童の自立にとって、重要な役割を果たすものであると考えており、平成２０年度に函館市に１カ所、今年度新冠町に１カ所、札幌市に２カ所設置されたところです。
　なお、自立援助ホームについては、平成２１年度から措置費制度に移行し、制度の充実が図られたところでありますが、今後においても、制度の周知を図るなどして、設置の促進を図ってまいりたいと考えております。（保健福祉部子ども未来推進局）
○　児童相談所の一時保護所につきましては、被虐待児などの緊急保護や、不登校や非行などの児童を受け入れ、行動観察や生活指導を行っており、ここの児童に十分な配慮をし、児童の状況に応じた適切な処遇の確保に努めております。
　また、現在の一時保護所の最低基準は、児童養護施設に準じていますが、一時保護児童については、保護の目的、年齢、性別などがその時々において異なることから、児童の福祉の向上と処遇の充実のために独自の基準を設けるよう、国に対して要望を行っているところです。
　帯広児童相談所及び釧路児童相談所につきましては、施設の老朽化などが進んでいることから、本年度、移転改築工事を行っているところであり、年度内に整備を終了する予定となっております。（保健福祉部子ども未来推進局）

○　国においては、介護職員の人材育成や処遇の改善を目的として、平成21年度から介護報酬の引き上げが行われたところでありますが、さらなる処遇改善を図るため、平成23年度末までの間、介護報酬とは別に介護職員処遇改善交付金を交付することとしたところです。
　　この交付金は、交付金見込額を上回る賃金改善を行うこと等を条件として、申請により事業者に交付するものであり、道としては、この交付金を活用して、介護職員の処遇改善が確実に図られるよう、これまで事業者に対して、本交付金の積極的な活用について、制度周知徹底に努めてきたところであり、引き続き制度の理解に努めてまいりたいと考えております。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
なお、国においては、平成22年７月に平成21年度の介護報酬改定及び介護職員処遇改善交付金の影響による介護従事者の処遇の状況を把握するための調査を実施しているところであり、その状況を確認してまいりたいと考えております。
（保健福祉部福祉局高齢者保健福祉課）

【指摘事項に対する回答】
●　国の調査結果については、今冬に公表されると聞いております。
    調査客体については、国が直接調査を行っており、道としては承知しておりません。

○　指導監査時の書類などの簡素化については、４－（１）－①と同じ。
（保健福祉部施設運営指導課）
○　介護報酬の設定については、厚生労働省において、全国規模で介護保険事業所の事業実施状況や収支状況について調査を行いながら、審議検討が行われ決定される仕組みとなっており、次期介護報酬改定についても、厚生労働省の諮問機関である社会保障審議会が設置する介護給付費分科会において、関係団体等の意見を聞きながら改定作業が進められるものと承知しています。                                                  道といたしましては、要支援者個々人の心身の状態に応じ必要なサービスが提供されるよう、引き続き国に要望を行って参ります。（保健福祉部福祉局高齢者保健福祉課）
【指摘事項に対する回答】
●　道といたしましては、被保険者や地方自治体の負担が増加しないよう、確実に財政措置を講じられることについて要望しており、引き続き要支援者の負担が増加しないよう、国に要望を行って参る考えです。
○　道においては、これまで、介護福祉士養成施設の運営費に対する助成、介護福祉士等の養成施設に在学している者に対する修学資金の貸付など、介護・福祉に関する人材の育成を支援してきたところですが、修学資金について、21年度から貸付額の増額や貸付対象者数の増などの拡充を図ったところです。
　　また、社会福祉施設職員、保育従事者を対象とした研修の実施、福祉人材センターによる就労斡旋事業、就業希望者向けの職場ガイダンスの開催や研修の実施、介護員養成研修実施事業者の指定などを通じ、福祉関係従事者の確保やスキルアップに努めているところです。
　　さらに、福祉・介護人材確保のための緊急対策として、介護事業所等が職員の人材育成のため研修を開催する事業などに対して助成を実施しているところです。
　今後とも、国の「社会福祉事業に従事する者の確保を図るための措置に関する基本的な指針」を踏まえ、関係機関と連携を図りながら、総合的、効果的な事業の執行に努め、福祉・介護サービス分野での就業の促進が図られるよう、取り組んでいく考えであります。
　また、労働関係法令の遵守や労働環境の改善については、指導監査時において、労働関係法規や福祉・介護保険制度関連法規等の法令を遵守した適切な運営が確保されるよう指導しているほか、職員の資質向上を図るため、計画的に研修が実施されるよう、指導しているところであります。
（保健福祉部福祉局福祉援護課・保健福祉部施設運営指導課）
○　社会福祉施設の職員配置及び労働条件については、指導監査時において、職員の配置状況や労働条件の実態も把握しており、必要な場合は関係法令を 遵守するよう指導を行っております。（保健福祉部施設運営指導課）
○　社会福祉施設の職員配置等については、指導監査時において、入所者の処遇の向上に繋がるような配置となっているか実態を把握し、必要な場合は改善指導を行っております。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
なお、指導監査時において、労働法令違反が認められた場合は、所管する労働基準監督署へ情報提供するなどして、法令の遵守がなされるよう、適切に対処してまいります。
（保健福祉部施設運営指導課）
○　計算書類の公表
　　社会福祉法人は毎年度計算書類を所轄庁に報告することになっており、北海道の所管法人については、誰でも北海道情報公開条例に基づく情報開示請求ができることになっているほか、福祉サービスの利用者など利害関係人については、法人に請求すれば、これを開示しなければならないこととなっています。
○　第三者委員の設置
　　苦情解決体制における第三者委員の設置については、すべての社会福祉施設に設置され、かつ適正に運営されるよう、今後も指導監査を通じて、設置の促進と運営の適正化を図ってまいります。
○　第三者評価の受審・公表
　　道としては「北海道福祉サービス第三者評価事業推進機構」に対し当該事業が公平・公正に行われるよう助言・指導を行うとともに、事業の普及に努めてまいります。
○　監査結果の公表
　　社会福祉法人・施設に対する指導監査結果については、北海道情報公開条例に基づき開示しており、また、行政処分を行った場合は、その内容を公表しているところです。
○　情報の簡便なアクセス
　　今後とも情報公開の促進、アクセスの簡便化に努めてまいります。
（保健福祉部施設運営指導課）
○　国では、これまで当面のやむを得ない必要な措置として、在宅、特別養護老人ホーム（平成22年度～）及び特別支援学校において、介護職員等が口腔内のたんの吸引経管栄養のうち一定の行為を実施することを運用により許容してきたところです。
　　しかしながら、こうした運用による対応については、
　①　そもそも法律において　位置づけるべきではないか
　②　グループホーム・有料老人ホームや障害者施設等においては対応できていないのではないか
　③　在宅でもホームヘルパーの業務として位置づけるべきではないか
　　等の課題が指摘されており、こうしたことから、本年、国に設置された「介護職員等によるたんの吸引等の実施のための制度の在り方に関する検討会」において、たんの吸引等が必要な者に対して、必要なケアをより安全に提供するため、介護職員等によるたんの吸引等の実施のための法制度の在り方等について、検討を進めているところです。
（保健福祉部医療薬務課・高齢者保健福祉課）
○　道としては、「太陽の園」等の道立施設を移譲するに当たり、事業団が民間法人として自立し、安定した施設運営を図るため、事業団と協議の上、道の支援策を定め、これまで施設の建物・設備などの無償譲渡、施設用地の無償貸与を行うとともに、施設・設備の老朽度を勘案した支援と事業団職員の退職手当見合について支援を行ってきているところです。
　　また、事業団は、移譲に伴う道からの支援も踏まえ、早期の自立化・運営の安定化に向けて中期経営計画を策定し、この計画に基づき、経営改善に向けた取り組みを着実に進めることとしています。
　道では、移譲後においても、移譲施設の運営状況について実地調査を行うとともに、中期経営計画の進捗状況についての報告を受けており、平成２１年度決算報告の検証においては、新規事業の実施等による経常収支が初めてプラスに転じるなど、概ね適正に施設運営等が行われていると認識しています。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　なお、道としては、事業団との協議に基づく以外の財政支援は困難と考えておりますが、障がい児（者）の福祉・介護ニーズの拡大に対応できる人材の安定的確保ができるよう、人員配置基準や報酬額について必要な改善を図ることを、国に対し要望を行っているところです。（保健福祉部障がい者保健福祉課）
○　道内にある９０の全ての市町村立病院（一部事務組合を含む。）において、平成２１年度末までに、国が示した「公立病院改革ガイドライン」に基づき、「公立病院改革プラン」が策定されたところです。
　「公立病院改革プラン」を策定した病院は、「公立病院改革ガイドライン」に基づき、財務内容の改善に係る数値目標の達成状況や公立病院として期待される医療機能の発揮の状況等についておおむね年１回以上点検・評価・公表を行うものと考えており、道としては、それぞれの病院が地域医療の確保と経営健全化を図るために、「公立病院改革プラン」を着実に推進できるよう必要な情報の提供や助言を行って参ります。
（総合政策部地域行政局市町村課）
【指摘事項に対する回答】
●　道としては、「公立病院改革プラン」の着実な推進に向けて、収入の確保対策や経費の節減対策、さらには必要に応じて、総務省が実施する地方公営企業等経営アドバイザー派遣事業の活用などについて、地域の実情を踏まえながら情報提供や助言を行って参ります。
○　道では、地域医療を確保するうえで、限られた医療資源を有効に活用し、地域における医療機関の連携を促進することが重要であることから、これまで、ドクターヘリの導入、救命救急センターや周産期母子医療センターの整備など、初期救急から三次救急に至る救急医療体制や災害、周産期、小児などの医療体制の整備に取り組むとともに、また、地域の医療機関が市町村の枠を超えて広域的に連携することにより、良質で切れ目のない医療を、効率的、継続的に提供する体制を確立するため、「自治体病院等広域化・連携構想」を策定し、地域の検討会議において、広域化・連携に向けた検討を進めているところです。
　さらに、深刻な医師不足の状況にあることから、これまでも、常勤医師の確保に向けて、地域医療振興財団のドクターバンクや医育大学地域医療支援センターからの医師派遣のほか、都市部の医療機関から地域の医療機関への緊急臨時的な医師派遣などに努めているところです。
　道としては、今後とも、医育大学や関係団体と十分連携を図りながら深刻な医師不足に対応するとともに、国に対しては、救急医療、小児医療、周産期医療や、地域の医療機関に医師派遣を行っている中核的な医療機関の機能強化のためのさらなる財政措置の充実に向けて、引き続き要請してまいりたいと考えております。
（保健福祉部地域医師確保推進室）

【指摘事項に対する回答】
●　各地域では、診療連携のあり方や医薬材料等の共同購入、救急医療体制の確保や病床数の見直し、病院の診療所への転換などの協議を進めており、これまでに、南渡島や中空知など５地域において報告書を取りまとめるとともに、中核的病院を中心とした診療連携や医師派遣、救急医療体制の確保に関する費用負担のルール化などについて取り組まれているところです。
●　だれもが加齢により介護が必要な状態となったり、事故や病気で障がいが残ることがあります。
　　どのような状態にあるかに関わらず、住み慣れた地域で、安全な環境の下、安心して健やかに暮らすことは、すべての道民の共通の願いであります。
こうしたことから、道では、「新・北海道保健医療福祉計画」において、「安心して心豊かに暮らすことのできる地域社会の実現」をめざし、地域に必要な医療の確保に向けた医療機能連携のための体制づくりを進めることとしており、がんなどの４疾病のほか、救急医療などの５事業や在宅医療に関する医療機関の機能分担とともに、相互連携の確保を図るなど、「だれもが安心できる医療の確保」に努めてきているところであります。
　これらについて、幾例かを具体的に申し上げますと、道民の死因の大部分を占める「がん、脳卒中、心筋梗塞、糖尿病」の「４疾病」においては、
　・「がんの医療連携体制」としては、がん診療連携拠点病院の整備のほか、緩和ケアや終末期医療の取組の促進はもとより、在宅療養支援のため、地域の薬局や訪問看護ステーションとの連携を図るとともに、予防・早期発見の観点から、学校や地域での健康教育の充実や、がん検診受診率の向上を図ることとしており、
　・また、「脳卒中の医療連携体制」では、かかりつけ医はもとより、消防機関や急性期医療機関、リハビリテーションを担う回復期医療機関とともに、老人保健施設等の介護保険関連施設や、訪問看護ステーションのほか、歯科診療所、薬局等の各関係機関において、発症予防から、応急手当・病院前救護、急性期医療、回復期医療、維持期医療の各段階における連携の促進を図ることとし、
　・「急性心筋梗塞の医療連携体制」では、発症予防のため、市町村や医療保険者等との連携により、健診の意義の周知のほか、各種の保健事業の推進や、特定健康診査・特定保健指導の充実に努めるとともに、急性期から回復・維持期までの医療機関及び介護保険関連施設等が診療情報や治療計画の共有による切れ目のない適切な医療が提供できるよう、「地域連携クリティカルパス」を活用し、関係する機関の連携体制の充実を図ることとしており、
　・さらに、「糖尿病の医療連携体制」では、発症予防のため、「メタボリックシンドローム」に着目した特定健康診査・特定保健指導についての制度周知や内容充実を図るほか、かかりつけ医はもとより、専門治療を担う医療機関、慢性合併治療を担う医療機関とともに、訪問看護ステーションや歯科診療所、薬局など、発症予防の段階から、初期・安定期治療、専門治療、慢性合併症治療の各段階における医療機能について、「地域連携クリティカルパス」を活用するなどして、関係機関の取組促進を図るなど、
医療機関同士の連携はもとより、地域保健関係施設や介護保険関係施設等の様々な機関の連携により、急性期から在宅療養までの切れ目のない医療サービスを効率的かつ継続的に提供し、患者が可能な限り早期に、居宅等での生活に戻り、退院後においても、継続して適切な医療を受けることができるよう、併せて、居宅等における医療の充実によりＱＯＬ（生活の質）が向上するよう、今後とも、医療連携体制の構築に向けた必要な取組等を、より一層、促進して参りたいと考えております。

○　地域医療再生計画では、北網地域、南檜山地域の２つの圏域において、地域事業を展開することとしておりますが、北網地域においては、循環器・呼吸器に係る救急医療体制の整備を図るほか、地域医療を担う医師等を育成する寄附講座の設置、周産期救急ドクターカーの配備、遠隔画像診断システムのためのＩＴネットワークの構築などを行うこととしており、南檜山地域においては、電子カルテシステム等を共有するＩＴネットワークの整備を図るほか、周産期医療体制を確保するための寄附講座を設置することとしており、計画に盛り込んだ事業の執行方法の検討や進行管理を行うため、地元の行政機関や医療機関、関係団体の代表者等で構成します運営委員会等を設置し、協議を行っているところです。
　このほか、地域医療の確保に効果が高い全道的な事業として、医育大学の地域枠入学者への奨学金貸付枠の拡大や地域の中核的病院への指導医派遣システムの構築、さらには、幅広い診療科に対応する総合内科医の養成、急性期から在宅復帰に至る治療計画である地域連携クリティカルパスの構築などに取り組むこととしております。
　道としては、三医育大学や市町村、関係団体と連携を図りながら、こうした取組を通じて、それぞれの地域において、中核的な病院を中心とした医療機関相互の役割分担と広域的な連携を促進し、地域医療の確保に積極的に取り組んでまいる考えです。
（保健福祉部地域医師確保推進室）
○　道では、過疎地の医療機関における医師不足の深刻な実態を受け、全国に先がけて、平成16年に、三医育大学、市町村、北海道医師会などで構成される「北海道医療対策協議会」を設置し、医師派遣にかかる諸問題への対応策などを検討するほか、市町村立病院などへの医師派遣調整を行っております。
　　北海道医療対策協議会における医師派遣につきましては、平成２２年度は、１６件２２名の派遣要請に対し、４件４名の派遣となっており、平成２３年度の派遣については、現在、各市町村の要望を取りまとめているところです。
　  道としては、地域における医師不足が極めて深刻な状況にあることから、これまで、即効性のある対策として、自治医科大学卒業医師や医育大学の地域医療センターからの医師派遣、地域医療振興財団におけるドクターバンク事業、医師不足地域に対する緊急臨時的な医師派遣、道外医師等に対する本道への招聘活動などに取り組んできたほか、中長期的な対策として、道内医育大学の定員増や、地域枠入学者を対象とする奨学金制度の創設などに努めてきたところです。
　　今年度については、これらの取組のほかに、本年１月に策定した「地域医療再生計画」に基づき、地域枠入学者に対する奨学金制度の拡充や、総合内科医の養成、地域の中核的医療機関に対する指導医の派遣などの医師確保対策に取り組んでおり、今後とも、地域医療を担う医師の確保に努めてまいります。
（保健福祉部地域医師確保推進室）

【指摘事項に対する回答】

●　本道においては、医師不足が極めて深刻な状況にあることから、医師の養成数を拡大していく必要があると考えており、これまでも、三医育大学と入学定員の拡大に向けて協議を行うとともに、国に対して要望を重ねてきたところであり、本年度の入学定員は、前年比１７名増の合わせて３４４名と過去最大となったところであります。
一方、国においては、本年度実施をした「必要医師数実態調査」の結果も踏まえ、医学部新設も視野に入れた医師養成の検討を行うと聞いておりますが、医学部の新設については、本道の医師数の増加に大きく寄与することが期待される反面、専任教員の確保や附属病院の整備など課題もあることから、今後の国の動向を注視するとともに、情報収集などに努めてまいる考えであります。
○　人材確保の支援として地域保健従事者の研修を開催し、時代のニーズを踏まえた見直しを適宜行っております。
　　具体的には、中心的保健所２１箇所で地域のニーズに合わせて実施、本庁主催で保健所健康危機管理機能強化研修や職業別研修等専門性の高い研修を実施しているほか、道外研修にも計画的に職員を派遣しております。
　　健康課題はめまぐるしく変化しており、保健所は地域住民の健康を保持増進する第一線の機関として専門性の高い業務を推進することが求められております。
　　多様な健康課題に迅速かつ的確に対応できる職員を養成することは、保健所の機能を強化するとともに人材確保の観点からも有用であることから、今後とも、人材確保につながるよう計画的な研修開催や研修派遣を行い、人材育成に努めて参りたいと考えております。（保健福祉部健康安全局）
【指摘事項に対する回答】
●　道立保健所の保健師については、精神保健や感染症対策などの困難事例に対応し、広い視野で保健事業を推進できる、専門性の高い人材が必要と考えているところであり、23年度の採用に向けて、現在、関係部と協議しているところです。
○　一類感染症や二類感染症、新型インフルエンザ等感染症の患者等を感染症指定医療機関に入院させるための移送は、「感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律」に基づき保健所が行うこととされており、具体的な取扱いについては「感染症の患者の移送取扱要領」に基づくこととしているところです。
また、飛沫・接触感染のおそれがある患者等を患者移送用陰圧装置（アイソレーター）を用いて移送する場合に備え、「感染症患者等の移送に係る移送車両及び消防防災ヘリコプター運行要領」を定めております。
感染症患者等の移送は、迅速かつ的確な対応が重要でありますことから、保健所における訓練等の実施を通じて、移送体制の充実強化に努めてまいりたいと考えております。
　　精神科における救急搬送につきましては、「精神障害者の移送に関する事務処理基準」に基づき措置入院及び医療保護入院等のための移送を実施しているところですが、迅速かつ適切な対応が必要であることから、搬送体制の充実強化に向け、今後とも、道警本部との連携や所要予算の確保等に努めてまいりたいと考えております。
（保健福祉部健康安全局・保健福祉部福祉局障がい者保健福祉課）
○　感染症指定医療機関については、北海道感染症予防計画等に基づき整備を行ってきており、現在のところ、２０圏域に２２医療機関を指定し、第一種及び第二種感染症病床として９０床を確保しているところですが、今後とも、必要な病床の確保に努めてまいりたいと考えております。
また、感染症指定医療機関の運営経費については、今後とも国庫補助事業を活用し、適切な予算の確保に努めてまいりたいと考えております。

（保健福祉部健康安全局）
○　道では、昭和４８年から、難病患者やその家族に対して各種相談、難病検診や療養指導、難病に関する正しい知識の普及啓発や研修会の開催などの活動を行っている「財団法人 北海道難病連」の運営費に対し補助しているところです。
　　また、道内の各難病患者家族会等の活動に対する支援や難病センターの運営など、「財団法人 北海道難病連」が実施する個別の事業に対しても補助しております。
　　今後とも、これらの支援策に対する必要な経費について、予算の確保に努めてまいりたいと考えております。（保健福祉部健康安全局）
○　感染症対策については、「感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律」に基づき策定した「北海道感染症予防計画」に基づき、これまで、発生予防やまん延防止に努めてきたところであり、特に、昨年４月に発生したこの度の新型インフルエンザ対策においては、道民の方々をはじめ、市町村や医療機関等に対する正しい知識の普及や迅速な情報提供に努めたほか、発熱外来を設置する医療機関や保健所職員の感染防護具の備蓄、患者受入医療機関に対する人工呼吸器等の整備などを進めてきたところです。
　このような中、道においては、本年１０月に、この度の新型インフルエンザ対策に係る課題や今後の方向性を検討した「北海道新型インフルエンザ対応検証報告書」を取りまとめたところであり、今後は、この検証結果をもとに、市町村や北海道医師会など関係機関・団体との緊密な連携を図りながら、危機管理体制のより一層の強化や入院病床のさらなる確保など、新型インフルエンザ対策の充実強化に努めてまいりたいと考えています。（保健福祉部健康安全局）
【指摘事項に対する回答】
●　「北海道新型インフルエンザ対応検証報告書」については、本年３月から保健所のほか、市町村、医師会及び医療機関等における対策の実施状況や課題の聴取を行い、その後、専門家で構成する「北海道感染症危機管理対策協議会」の意見を踏まえて取りまとめたところであり、本年１０月中旬に各保健所をはじめ、関係機関及び関係団体へ通知したところです。
　　また、新型インフルエンザ対策に当たっては、「北海道新型インフルエンザ対策行動計画」において、各保健所ごとに行政と地域の医療機関や医師会が課題の検討や調整を行うため、「新型インフルエンザ対策医療専門家会議」を設置しているところであり、この度のインフルエンザにおいてもこの検証報告書を踏まえ、医療専門家会議を活用するなど、地域の特性に応じ、より実効性のある対策を推進していくこととします。
○　各地域に必要な精神科医師及び医療提供体制の確保については、道内三医育大学や関係団体及び医療機関等とも協議を行いながら、その充実に向けて取り組んでいるところであり、今後も引き続き推進してまいります。
　精神保健指定医の配置については、指定医の必置義務が課されている措置入院や医療保護入院等を行う精神科病院に対し、今後とも適切に配置するよう指導するとともに、関係機関と協議を行ってまいります。
　道においては、患者の人権に配慮しつつ、その適正な医療及び保護を確保するため、精神医療審査会において、医療保護入院届及び定期病状報告書の審査を行うとともに、入院患者からの退院や処遇改善の請求についても、実地に聞き取り調査などを行っているところです。
　また、精神科病院の実地指導については、精神科病院実地指導要領を作成し、各保健所において実施していますが、精神保健指定医のうちから道があらかじめ指定した実地審査委員を同行の上、入院形態や処遇が適切であるかどうかなどについて実地審査（診察）を行っており、これらに係る報酬及び旅費などの予算を措置しているところです。
（保健福祉部障がい者保健福祉課）
○　道としては、市町村が円滑に精神保健業務を実施できるよう、従来から保健所が中心となり技術支援等を行ってきたところですが、今後とも専門的機能を有する精神保健福祉センターとも連携を図りながら、市町村の精神保健業務の充実のため、引き続き支援を行ってまいります。（保健福祉部障がい者保健福祉課）
○　第７次看護職員需給見通しの策定にかかる実態調査につきましては、平成２１年１０月に実施したところです。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
当該調査結果を踏まえ、現在、第７次看護職員需給見通しを策定中です。　　　　　　看護職員の確保につきましては、「養成」、「就業の定着」、「再就業の促進」、「質の向上」の４つの柱に沿って各種対策を実施しているところであり、その実施に必要な予算の確保に努めているところです。（保健福祉部地域医師確保推進室）
【指摘事項に対する回答】
●　第７次看護職員需給見通しの策定にかかる実態調査の調査項目につきましては、地域の特性を考慮し独自項目を追加も可能となっており、今回の調査におきましては、「現在必要としている看護職員数」の項目を追加したところです。
　検討に当たりましては、道の看護対策を専門的に検討する既存の「北海道総合保健医療協議会地域医療専門委員会看護対策小委員会」を活用し検討していただいているところです。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　看護職員の養成・確保につきましては、大変重要な課題であると考えているところであり、これまでも道立の養成所５カ所を運営するほか道立高看の推薦入学制度や修学資金の貸付、民間養成校等への運営費補助、未就業看護職員の再就業のための研修の実施や病院内保育所への運営費補助、ナースセンター運営事業による就業相談や求人・求職に対する斡旋を行うほか、小規模病院における看護管理者相互支援プログラムを活用した勤務環境の改善への支援など養成や再就業の促進に努めているところです。
○　道内の各医療機関における看護職員の労働条件等については、ナースバンク事業において、求人がある施設について把握しているほか、本事業を委託している北海道看護協会の関係団体と随時情報交換を行っているところであり、勤務医については、昨年度、勤務実態の調査を実施しております。
　また、平成22年度から自治体病院看護職員に係る実態調査を行うとともに、看護職員の確保が困難な小規模自治体病院等における魅力ある職場づくりを支援するため、小規模自治体病院等への看護職員派遣に向けた検討を行うこととしております。
（保健福祉部地域医師確保推進室）

【指摘事項に対する回答】
●　自治体病院の看護に係る実態調査は、現在実施しているところであり、今年度中にとりまとめ、小規模自治体病院等への看護職員派遣に向けた検討の参考　とする予定としています。
　看護職員確保対策の一環として、今年度、多様な勤務形態の導入を促進するため、道内６カ所において、医療機関の事務長、看護部長等を対象とした研修会を開催しているところです。
  また、出産・育児等による離職後の再就業に不安を抱える女性医師等に対し、相談窓口を設置して、復職のための研修受入医療機関の紹介や仕事と家庭の両立ができる働きやすい職場環境の整備を行い、女性医師等の離職防止や再就業の促進を図るための「女性医師等就労支援事業」を実施しているところです。
○　道では、看護職員の勤務の特殊性（三交代制勤務、２４時間勤務体制）に鑑み、子どもを持つ看護職員や女性医師をはじめとする医療関係者の離職防止及び再就業促進のため、乳幼児等の保育施設を設置している病院に対し、保育士の人件費を含む運営費の補助を行っております。
　また、保育児童数、保育士数、保育時間数により、補助基準が定められているが、２４時間保育、病児等保育などの特別保育を実施している場合、実施日数により加算措置を行っております。（保健福祉部地域医師確保推進室）
【指摘事項に対する回答】
○　自治体病院における病院内保育所への運営費補助については、国から設置市町村への市町村特別交付税に算定されていることに加え、道としても特別交付税に重複しない範囲で補助を行い、支援しているところです。
○　看護職員のメンタルヘルス対策については、日本看護協会の「看護職の職場における労働安全衛生ガイドライン」に基づき普及啓発が進められていると承知しておりますが、近年、患者等からの暴言・暴力に関する問題も聞かれますことから、関係団体と連携して、実態把握等に努めて参りたいと考えております。
（保健福祉部地域医師確保推進室）
【指摘事項に対する回答】
●　看護職員のメンタルヘルスについては、北海道看護協会の社会経済福祉委員会主催の研修会における意見交換内容を情報提供いただいている他、全道６カ所で開催しているナースセンター事業小会議における意見交換内容により把握しているところです。
  看護職員のメンタルヘルスの向上には、各医療機関の管理者と看護職員自身が協力して、魅力ある職場づくりに取り組むことが重要と考えており、今後とも、看護職員確保のための就業定着対策や再就業促進対策、質向上対策の各種事業を通して取り組んでいく考えです。
○　道においては、循環型社会の形成をさらに推進するため、平成２０年１０月１４日付けで「北海道循環型社会形成の推進に関する条例」を公布しており、この条例において、道の責務として、市町村が循環型社会の形成に関する施策を策定し、及びこれを実施するために必要な支援に努めることを規定しています。
また、廃棄物処理法において、道の役割として、市町村に対し、一般廃棄物の適正な処理等に関する責務が十分に果たされるように必要な技術的援助に努めなければならないとされています。
道では、これらを踏まえ、本年４月に北海道循環型社会形成の推進に関する条例に基づき北海道循環型社会形成推進基本計画を策定するとともに、廃棄物処理法に基づく北海道廃棄物処理計画を改定し、これらの計画に基づき、計画的、効率的な廃棄物処理施設の整備が図られるよう適切な助言等に努めているところです。
一般廃棄物の処理については、一般廃棄物の処理を行う施設の整備に対しては、循環型社会形成推進交付金（国１／３：市町村２／３）が交付される仕組みが講じられており、また、地方交付税の算定においては、ごみ処理費としての清掃費に加え、分別収集や廃棄物の減量化の対策費が基準財政需要額に算定されていることから、道としては、今後とも、一般廃棄物の処理に関する市町村の責務が十分果たされるように必要な技術的助言を行うとともに、市町村における一般廃棄物の適正処理や循環的利用の推進について、他市町村の取り組み状況等の情報提供を行うととともに、ごみ処理の広域化に向けた市町村間の調整等を行ってまいりたいと考えています。
（環境生活部環境局循環型社会推進課）

【指摘事項に対する回答】
●　いずれも、廃棄物処理法で定められている「技術的援助」と同様の意味で使用しております。
　　市町村に対する道独自の補助制度の導入につきましては、昨今の道の財政状況から困難と考えております。
また、循環型社会形成交付金制度に係る国への要望に関しては、市町村からの要望を踏まえ、適切に対応してまいりたいと考えております。
○　道では、「廃止焼却施設解体研究会」の検討の結果、複数の市町村による共同解体を行う場合に、一定の費用低減効果が確認されたことから、平成１８年３月にまとめた報告書の配布により検討結果の周知を図るなどして、市町村等に対し、早期解体に努めるよう働きかけているところですが、解体費用が高額であることや、国の循環型社会形成推進交付金を活用する要件に制約があることなどから、平成２１年度末時点で、８２施設が未解体となっております。
２２年度中の解体の予定はありませんが、２３年度及び２４年度に各１施設の解体が予定されております。廃止焼却施設の解体は急務であることから、計画的な解体が進むよう市町村からの要望を踏まえ、国に対して、解体事業に対する支援制度の要件緩和など、市町村の負担軽減のための制度の充実について引き続き強く要望してまいります。
（環境生活部環境局循環型社会推進課）

【指摘事項に対する回答】
●　国では、全国の自治体からの要望を踏まえ、廃止焼却施設解体に係る支援制度を平成１６年度に創設したが、それ以降は、残念ながら、緩和等はされておりません。

○　ダイオキシン類対策については、ダイオキシン類対策特別措置法第２７条に基づき、大気、水質及び土壌の汚染の状況について調査測定を実施しており、平成２１年度は、大気２３地点、公共用水域の水質２８地点、底質３０地点、地下水９地点、土壌１３地点において調査を行い、いずれも環境基準値を下回っております。
　　また、事業者への指導等については、廃棄物焼却施設等のダイオキシン類対策特別措置法の特定施設へ立ち入り、ダイオキシン類の測定を実施し、基準違反のあった事業者に対しては改善指導を行っております。
今後も、ダイオキシン類の排出による人への健康被害の防止に努めて参りたいと考えております。（環境生活部環境局環境推進課）
【指摘事項に対する回答】
○　ダイオキシン類対策特別措置法第27条に基づく調査地点は別紙のとおり
○　測定地点選定
（Ⅰ）常時監視
調査の実施については、ダイオキシン類による環境汚染状況を適切に把握することが重要であり、一般環境、固定発生源周辺及び沿道に地域分類し、それぞれの地域毎に地点を選定。
なお、経年変化が把握できるよう、原則として同一地点によるモニタリングを実施。
　１)　一般環境
　　　 固定発生源等の直接の影響を受けない通常人が居住しうる地域において、人口、土地利用状況等を考慮し、地点を選定。
　 ２)　固定発生源周辺
　　　 通常人が居住しうる地域のうち、固定発生源の集中する地域又は比較的大きな固定発生源が存在する地域において、移動発生源の直接の影響を受けないと考えられる地点を選定。
　 ３)　沿道
　　　 固定発生源の直接の影響を受けない通常人が居住しうる地域において、車種別交通量、走行速度、気象条件及び地理的条件を勘案して、地点を選定。
 (Ⅱ) 事業者への指導等
特定事業場の操業状況や過去の立入結果・測定結果等を勘案して立入検査計画を作成し、新規に設置された施設や構造変更を行った施設、自主測定の結果、事故や苦情等を考慮し、測定を実施。
○　ダイオキシン類に対する安全衛生対策については、労働安全衛生規則及び「廃棄物焼却施設内作業におけるダイオキシン類ばく露防止対策要綱」に従い、廃棄物焼却施設設置事業者の責務として、廃棄物焼却施設における運転、点検等作業及び解体作業に従事する労働者のダイオキシン類ばく露防止対策や健康管理が適切に図られているものと考えておりますので、廃棄物焼却施設設置事業者に対する労働者の健康管理に係る経費補助や関係機関への働きかけについては、現在のところ、考えておりません。
（環境生活部環境局循環型社会推進課）

【指摘事項に対する回答】
労働者の健康管理については、労働安全衛生所管機関の指導に基づき、廃棄物焼却施設設置事業者の責務において、労働者のダイオキシン類ばく露防止対策や健康管理が適切な対応がなされているものと考えておりますが、今後とも、廃棄物焼却施設設置事業者の健康管理の徹底に係る国の通知等について、各種の機会を通じて市町村に呼びかけるとともに、貴職から要望があったことについて、関係機関に伝えてまいります。

○　北海道廃棄物処理計画で示した一般廃棄物の平成２６年度におけるリサイクル率の目標値は、３０％となっております。それに対し２０年度のリサイクル率は．１９．４％（国２０．３％）となっています。
処理計画では、一般廃棄物リサイクル率の達成のため、基本的な方向として①計画的なリサイクル施設等の整備促進、②効果的かつ効率的な循環的利用の推進、③容器リサイクル法・家電リサイクル法等に基づく循環的利用の促進を掲げています。
リサイクル施設等の整備促進については、広域化各ブロックにおける廃棄物の３Ｒを推進するための施設導入に関する情報提供や助言等を行ってます。
　　効果的、効率的な循環利用の推進については、循環的利用の取組事例などの情報提供や技術的支援、リサイクル率が全国平均に満たさない等の市町村に対して、その原因分析を行うなどして、リサイクルが加速するよう重点的な指導・支援を行い、更には、地域の産学官が連携して独自の資源循環の仕組み創りができるよう、必要な助言や協力に努めることとしています。
　　関係リサイクル法令に基づく循環的利用の促進については、取組が遅れている容器包装の分別収集が早期に行われるよう指導することとしています。
事業系一般廃棄物については、事業者によるリサイクル等の取り組みを促進するため、道では、普及啓発や環境教育の推進、情報提供など行っており、引き続き指導や助言を行ってまいります。（環境生活部環境局循環型社会推進課）

【指摘事項に対する回答】
●　リサイクル率や先進的な事例に係る情報提供により、リサイクル率の向上を促すとともに、廃棄物処理施設に係る計画の策定において、当該市町村のごみの分別や資源化の状況を踏まえ、リサイクル施設の整備について指導や技術的支援を行うこととしています。
○　産業廃棄物や廃家電製品等の不適正処理・不法投棄のほか、廃棄物の発生・排出抑制を図り、適正処理を推進するためには、事業者等に対する監視・指導・相談業務などの重要性は充分認識しております。
　　このため、道では、平成２１年度に三千数百の事業場に立入検査を行うなど、適正処理を推進するための監視指導に努めてきたところであります。
　　これまで、本庁に警察職員、不適正処理事案の多い５支庁に警察ＯＢ、３支庁に不法処理対策専任職員を配置してきたところであり、不適正処理・不法投棄対策の強化を図ってきたところです。　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　○　警察官ＯＢ配置支庁　　　　　：石狩・渡島・上川・胆振・釧路　
　　　○　不法処理対策専門職員配置支庁：石狩・渡島・胆振
また、平成１８年１０月から導入している循環税は、産業廃棄物の最終処分場への搬入に対し課税するもので、その税収は産業廃棄物の排出抑制やリサイクルに関する施策などに充てることとしています。
　　この税収を活用し、リサイクル施設の整備に対する補助事業やリサイクル技術の研究開発に対する補助事業などを実施しているところですが、景気の低迷もあり、２０年度、２１年度は、これらの補助事業が十分に活用されていない状況にあったことから、循環税事業を見直すこととしています。
　　現在、関係団体や企業との意見交換、事業者へのアンケートなどを実施しており、これまで、補助事業の補助率や補助限度額の改定やリサイクル製品の品質向上に対する補助、リサイクル技術の研究開発の促進などについて、ご意見をいただいているところです。
　　道としては、これらのご意見を十分に踏まえ、事業者にとって使いやすく、リサイクルの促進に効果的なものとなるよう、循環税事業の見直しに取り組んでいるところです。（環境生活部環境局循環型社会推進課）

【指摘事項に対する回答】
●　不法処理・不法投棄対策
　　これまで、不法投棄等の対策に精通する者を主な振興局に配置するなど、悪質・巧妙化する不法投棄等に対する体制強化を図ってきたところですが、引き続き指導員の活用や重要案件に対する本庁職員の派遣などによって迅速かつ効率的な不法処理対策の強化を図っていきたいと考えます。
●　廃家電関連
　　家電リサイクル法の対象となっている特定家庭用機器（エアコン、テレビ、冷蔵庫及び冷凍庫、洗濯機及び衣類乾燥機）に関しましては、引き続きその制度の周知に努めると共に、家電リサイクル法の対象外品目につきましては、平成１７年度から一般廃棄物の不法投棄実態調査の調査項目に追加しており、引き続きその現状の把握に努めてまいります。
　　また、廃家電等の不法投棄の防止及び適正処理の推進を図るため、引き続き市町村等に対する必要な助言に努めると共に、不法投棄対策に連携して取り組んでまいります。
●　循環税事業の見直し
　　循環税事業の見直しについては、平成２３年度からの実施に向けて作業中であるが、道内で課題となっている産業廃棄物の北海道立総合研究機構等によるリサイクル技術の研究開発事業については、事業効果を早期に得るため、年内に方向性を定められるよう取り組んでいるところです。見直し内容については、今後、情報提供していきたいと考えています。
○　事業者のごみ収集車の運行に起因する交通労働災害の防止対策については、労働省が定めた「清掃事業における安全衛生管理要綱」の通知等により市町村等への周知に努めており、また、交通事故を撲滅するため、市町村をはじめとする関係機関・団体等が緊密に連携し、道民一人一人の交通安全意識の高揚を図る様々な交通安全運動に取り組んでいることから、ごみ処理の現場において、事業者に対して適切な対応がなされているものと考えておりますが、事業に伴う交通安全の遵守については、今後とも市町村に対して助言してまいります。
なお、一般廃棄物の収集運搬等を市町村以外の者に委託する場合については、廃棄物処理法施行令第４条に規定される一般廃棄物の委託基準に従って、委託することなりますが、委託契約への同条第１号から３号までに定める基準に適合しなくなった場合の委託の解除規定以外の事項の記載については、各市町村で判断すべきものと考えます。
（環境生活部環境局循環型社会推進課）
○　廃エアゾール缶等の中身残留対策に実施に関しては、中央適正処理困難指定廃棄物対策協議会とエアゾール製品処理対策協議会が共同で実施する廃エアゾール缶等の適正処理やリサイクルの促進に関する事業について市町村に周知しており、今後とも、指導・助言に努めてまいりたい。（環境生活部環境局循環型社会推進課）

【指摘事項に対する回答】
●　実施されて事業とは、希望する市町村区へのエアゾール缶等簡易処理機の無償譲与、市町村区が実施する中身使い切り・出し切りの普及・広報活動に利用できるリーフレット等の作成・配布等です。
　　廃エアゾール缶による事故の未然防止については、分別回収、中身の使い切り・出し切りに対する住民の理解が不可欠であり、市町村による普及啓発が重要と認識しております。
○　在宅医療廃棄物は、廃棄物処理法上、一般廃棄物であり、原則として市町村にその処理責任があることから、市町村等に対し「在宅医療に伴い家庭から排出される廃棄物の適正処理の推進」（厚生省環境整備課長通知）や国が取りまとめた「在宅医療廃棄物の処理に関する取組推進のための手引き」（平成２０年３月、在宅医療廃棄物の処理の在り方検討会）に基づいて適切に行われるよう指導を行っております。
　　今後は、在宅医療廃棄物対策の考え方を具体的に示した「在宅医療廃棄物の処理に関する取組推進のための手引き」を踏まえて市町村の対応状況について、調査をして参りたいと考えています。（環境生活部環境局循環型社会推進課）
【指摘事項に対する回答】
●　在宅医療廃棄物は、一般廃棄物であり、原則として市町村にその処理責任があることから、その排出方法についても市町村が判断することになります。
　　今後予定している市町村の対応状況の調査において、排出方法も調査項目として、実態を把握してまいりたい。
　　なお、調査結果につきまして、市町村の意向も確認のうえ、情報提供に努めてまいりたいと考えています。
○　災害時における被災地のごみ収集、し尿のくみ取り等については、北海道地域防災計画（第５章第１７節）の廃棄物処理計画に、北海道及び市町村の実施責任及び処理方法を定めています。
　　その中で、大規模災害時において、近隣市町村及び道の応援を求めての広域的な広域処理の取組や、現地の状況に応じた道の指導について定めていることから、道では、市町村に対しては、平常時から近隣市町村間の広域支援体制の整備や処理業者との協力体制の構築について指導や助言をするとともに、災害発生時においては、市町村、国との連絡調整、広域支援の要請・支援活動の調整を行うこととしております。
　　なお、道としては、市町村における災害廃棄物の適正処理や循環的利用が図られるよう、業界団体等との支援・協力体制等のあり方について検討することとしております。
（総務部危機対策局危機対策課）
【指摘事項に対する回答】
●　国では、平常時から近隣市町村間の広域支援体制の整備や処理業者との協力体制の構築について、市町村の災害時における廃棄物処理計画の策定を求めております。
道では、国の通知を受けて、この計画の策定について、市町村を指導するとともに、市町村からの照会に対して必要な助言を行っています。

○　道では、平成16年度に策定した「全道みな下水道構想リニューアルプラン」をベースに関係部局が連携して生活排水処理施設の整備を推進してきています。
　　この「リニューアルプラン」が策定から５年となることから、道では、昨年度から、人口推移や市町村財政等の状況を踏まえた見直しに着手しており、新たなアクションプログラムの策定作業を進めていく中で、市町村に対し、処理施設整備の各種手法に関する情報提供や助言を行うとともに、浄化槽部局と下水道等担当部局の連携や市町村の生活排水処理基本計画の適切な見直しを指導していくこととしています。　
また、道では、今後とも、家庭における台所や洗濯などからの生活排水対策の重要性について、ＨＰによる呼びかけを行うとともに、流域を一体的に捉え、住民やＮＰＯ団体など地域が主体となったネットワークを構築し地域計画を策定することを内容とした、健全な水循環の確保を図る施策を進めていきたいと考えています。
補助制度について、国では、単独処理浄化槽から合併処理浄化槽への転換を推進するため、合併処理浄化槽の設置の際に支障となる単独処理浄化槽の撤去費用に対する助成制度を設けており、当初の制度では、地域制限があり、道内は対象外でしたが、平成２１年度の要件緩和により、道内も対象となり、平成２２年度には、使用年数制限等の撤廃により、全ての単独処理浄化槽が対象となったところであり、今後とも、市町村からの要望を踏まえ、浄化槽整備事業に係る国の助成制度の充実について要請してまいります。（環境生活部環境局循環型社会推進課）
【指摘事項に対する回答】
●　全国浄化槽行政担当係長会議資料の関係箇所の写しを提供します。
　　２２年度では、上富良野町、紋別市、釧路市、壮瞥町の４市町が単独処理浄化槽の撤去に係る申請をしております。
○　ディスポーザーの設置や普及などにつきましては、地域の汚水処理対策及び一般廃棄物処理対策の一環として各市町村が所管しており、設置による既存施設への影響調査についても市町村がその必要性を判断の上、実施するものと認識しております。
　なお、都市環境課としては、ディスポーザー設置による既存施設への影響事例については承知しておりません。（建設部都市環境課）
【指摘事項に対する回答】
●　これまで都市環境課では、ディスポーザーの導入を検討する市町村が、地域の環境保全や循環型社会形成推進を踏まえた適切な判断ができるよう、国が定めた手法による影響判定の実施を勧めるなどしてきたものであり、今後とも、こうした助言や情報提供を続けて参りたいと考えております。
○　安全・衛生委員会は、職場の労働安全衛生対策に重要な役割を果たしている　ものであり、未設置の事業所に対しては、引き続き労働安全衛生法に基づいた　所要の委員会を設置されるよう助言するとともに、安全・衛生委員会の開催・　運営が円滑に行なわれるよう、様々な機会をとらえて、助言や情報提供をして　参ります。
（総合政策部地域行政局市町村課）
【指摘事項に対する回答】
●　労働安全衛生法に基づく各地方公共団体の安全・衛生委員会の設置状況は、本年３月末現在の調査によると、設置すべきとされている２８７事業場のうち２５２カ所、８７．８％の事業場で設置されているところであり、昨年度と比較して２．１％の増となっています。
　　道としても、安全・衛生委員会は、メンタルヘルス対策に係る相談体制の充実や、原因把握と再発防止を図る上においても、職場の労働安全衛生対策に重要な役割を果たしているものと認識しており、本年１０月には、昨年度に引き続き、道内市町村及び一部事務組合等の職員を対象にした「管理監督者のための職場のメンタルヘルス研修会」を財団法人地方公務員安全衛生推進協会との共催で開催したところです。
　　今後とも、法律等に基づき全事業場において所要の委員会が設置されるよう引き続き助言して参ります。
　また、パワー・ハラスメントについては、基本的には各地方公共団体において配慮すべきものと考えていますが、職場環境の悪化や職員の意欲低下を招く要因となることから、メンタルヘルス対策と併せて、職員の健康管理体制の充実について助言して参ります。
○　消防職員の勤務時間については、社会経済情勢の著しい変化の中で業務内容も複雑多様化しており、これに即応した勤務の特殊性や勤務の危険性の実態に配慮し、職場環境の改善について、今後とも適切に助言して参ります。
（総務部危機対策局危機対策課）
【指摘事項に対する回答】
●　消防職員の勤務時間その他の勤務条件は、労働基準法の規定を遵守すべきものであり、その具体的内容は、地方公務員法の規定に基づき、条例に規定するほか、細部にわたる部分は規則、規程、要綱等に定めることが必要とされています。
　　消防職員の勤務形態については、労働基準法上の休憩時間の自由利用原則の適用が除外されることや、指定された休憩時間であっても業務命令に繰り込むことが認められていることなど、一般の職員とは異なる取り扱いが認められているところであり、そういったことからも、特に体力を要する消防業務の疲労回復のために資する庁舎の施設設備等の改善が行われるよう、今後とも道内の消防機関が集まる会議等の場で適切に助言して参りたいと考えております。

○　消防職員の勤務態様は特殊性を有するものですが、消防職員の勤務に対しては労働基準法が適用されており、勤務時間の管理運用が適切に行われるよう、今後とも助言して参りたいと考えております。（総務部危機対策局危機対策課）
【指摘事項に対する回答】
●　道内の消防機関において、専任の消防通信指令員を配置しないで運用されているところもあると承知しておりますが、消防職員の勤務に対しては労働基準法が適用されており、勤務時間の管理運用が適切に行われるよう、今後とも助言して参りたいと考えております。
○　消防職員の勤務態様は特殊性を有するものですが、消防職員の勤務に対しては労働基準法が適用されており、勤務時間の管理運用が適切に行われるよう、今後とも助言して参りたいと考えております。（総務部危機対策局危機対策課）
【指摘事項に対する回答】
●　勤務の途中での休憩時間の繰上げ、繰り下げを行う場合については、市町村の条例や規則にそのような取り扱いがある旨定めておく必要が有り、そうした勤務時間の管理運用が適切に行われるよう、今後とも助言して参りたいと考えております。
○　消防職員の勤務態様は特殊性を有するものですが、消防職員の勤務に対しては労働基準法が適用されており、勤務時間の管理運用が適切に行われるよう、今後とも助言して参りたいと考えております。（総務部危機対策局危機対策課）
【指摘事項に対する回答】
●　消防職員の勤務態様については特殊性を有するものですが、勤務に対し労働基準法が適用されますので、勤務時間の適正な管理や指定された休憩時間中に発生した勤務の適切な運用が行われるよう、今後とも助言して参りたいと考えております。
○　消防職員の勤務時間等については、管理運用が適切に行われるよう、今後とも適切に助言して参ります。（総務部危機対策局危機対策課）
【指摘事項に対する回答】
先の勤務時間等に関する実態調査は、国の独自調査であり、該当する消防本部には国が直接文書により指導していると承知しております。
  消防職員の勤務条件については、各市町村が、労働基準法の規定を遵守し、十分に検討し、適切に対処すべきものと考えておりますので、管理運用が適切に行われるよう、今後とも助言して参りたいと考えております。
○　消防職員の勤務体制については、各消防本部の実態に即した対応をとられているものと承知しておりますが、宿日直や勤務を要しない日の取扱いが適正に行われるよう今後とも助言して参ります。（総務部危機対策局危機対策課）

【指摘事項に対する回答】
●　消防職員の勤務体制については、各消防本部の実態に即した対応をとられているものと承知しており、仮に、法的な問題があれば、関係機関と連携して対応していくこととなりますが、まずは、消防職員の勤務条件がよりよいものとなるよう、関係者が努力していく必要が有ると考えており、それが適正に行われるよう今後とも助言して参ります。
○　消防職員の給与については、その業務の危険性や特殊性を勘案して、各消防本部において適切に措置されているものと承知しておりますが、特殊勤務手当の取扱いが適切に行われるよう、今後とも助言して参ります。（総務部危機対策局危機対策課）

【指摘事項に対する回答】
●　消防職員の給与、手当等の勤務条件は、市町村の条例等で定める事務であり、また、労働条件や服務上の問題としては、基本的には消防組織法に基づき設置されている「消防職員委員会」の制度を活用し、その審議を通じ、改善されていくべきものと考えており、消防長会議などの場において、勤務条件の改善について働きかけて参ります。
○　国に設置された検討会の議論の推移を見据え、意見を求められた際には、道内消防機関の意向も踏まえ、適切に対処して参ります。（総務部危機対策局危機対策課）

【指摘事項に対する回答】
●　平成１９年１０月に取りまとめられた行政改革推進法に基づき設置された行政改革推進本部専門調査会の報告では、消防職員に対し団結権を付与すべきか否かについて、賛否両論の意見があったと承知しております。
　　また、本年１月には消防職員の団結権のあり方について、労働基本権の尊重と国民の安心・安全の確保の観点に立ち、関係者の意見を聞きながら検討を行うため、国に消防職員の団結権のあり方に関する検討会を設置し、現在議論されていると承知しております。
　　いずれにいたしましても、これらの検討状況を見据えながら、適切に対処して参りたいと考えております。
○　消防機関においては、再任用職員の豊富な経験と知識の活用を図ることは大変有効であると考えるところですが、再任用の事務につきましては、市町村固有の事務であり、基本的には、その条例等の規定により実施されるものと考えております。
（総務部危機対策局危機対策課）

【指摘事項に対する回答】
●　消防機関においては、再任用職員の豊富な経験と知識の活用を図ることは大変有効であると考えるところですが、再任用の事務につきましては、市町村固有の事務であり、基本的には、その条例等の規定により実施されるものと考えております。
道におきましては、今後ともまだ再任用に係る条例が整備されていない市町村にあっては、積極的に制度を活用するよう促して参りたいと考えております。
○　消防職員委員会については、消防組織法の規定に基づき、各消防本部において適正に運営されているものと承知しておりますが、職場内の意志疎通が十分図られるよう消防職員委員会の開催について今後とも適切に助言して参ります。
（総務部危機対策局危機対策課）
○　消防活動上の事故については、各消防本部において、安全衛生対策が徹底されるよう助言して参ります。（総務部危機対策局危機対策課）
○　関係機関からの惨事ストレス等に係る情報などを参考としながら、各消防本部において積極的に職員のストレスケア対策が取り組まれるよう助言して参ります。
（総務部危機対策局危機対策課）
【指摘事項に対する回答】
●　消防職員が悲惨な現場活動後にストレス症状を起こすことが知られるようになり、職員の惨事ストレス対策は重要なことと認識しているところです。
道としては、これまでも北海道消防学校において、惨事ストレス対策やメンタルヘル　スに関する講義を取り入れているところでありますが、今後ともこうした講義を継続するとともに、これらに関する情報収集を行い、必要により各消防本部へ情報提供するなど、職員のストレス対策が促進されるよう取り組んで参りたいと考えております。
○　災害現場活動等における石綿（アスベスト）に対する安全対策については、各消防本部において積極的に職員の安全・健康管理対策が取り組まれるよう、今後とも各種会議や研修会等の機会を通じ助言して参ります。（総務部危機対策局危機対策課）

　
○　硫化水素ガス事案に対する対応につきましては、各消防本部に対し通知で、硫化水素に関する特徴、救急活動時の留意事項、救急活動中の安全管理体制（資器材の準備を含む）の再徹底を連絡するなど対策を図っております。
　　また、新型インフルエンザに係る対策については、各消防本部に対し業務継続計画の策定や感染防護資器材を整備（市町村には交付税措置済）について促し、安全管理体制の徹底を図っているところであり、今後も特異事象など対応につきましては適宜助言して参りたいと考えております。（総務部危機対策局危機対策課）
○　救急隊員は、常に感染の危険性があり、また、救急隊員が感染した場合には、他の傷病者へ二次感染感染させる恐れもあることから、救急隊員の防止対策は重要なことと認識しています。
　　とくに、新型インフルエンザについては、国から新型インフルエンザ対策ガイドラインが示されており、道としましては各消防本部に対し、このガイドラインを参考にしながら感染防止対策に万全を期すように指導・助言して参りたい。

（総務部危機対策局危機対策課）

【指摘事項に対する回答】
●　新型インフルエンザ対策本部が決定した「新型インフルエンザ（A/H1N1)ワクチン接種の基本方針」では、新型インフルエンザのワクチン接種の費用負担については、低所得者を除き原則、自己負担とされております。
  　救急隊員に対する新型インフルエンザのワクチン接種については、救急搬送を円滑に行うための予防措置ではあると同時に、自己防御のための接種でもあり、公費負担については、基本方針なども踏まえそれぞれの自治体での判断されるべきものと考えております。
○　消防の広域化は、市町村消防の原則を踏まえ、市町村や消防本部等、地域のご理解を得ながら進めていくことが重要であると考えておりますので、推進計画につきましては、消防機関の代表等で構成する「北海道消防広域化等検討協議会」での議論のほか、地域別の説明会の開催や、市町村長との懇談の場、市町村への意見照会などを通じて、市町村や消防本部に広域化の必要性などについて周知をするとともに、様々なご意見をいただきながら策定をいたしました。
　　推進計画は、本道の消防が広域化を目指すにあたって議論の出発点となるべき基本的な考え方を示したもので、消防の広域化に向けては、今後、それぞれの地域におけるご協議により、自主的に進めていただくこととなります。
　　なお、推進計画については、消防を取り巻く社会情勢の変化や、各地域における広域化の進捗状況によっては、地域の意向を尊重し、必要に応じて検討を加え、変更について柔軟に対応することとしています。（総務部危機対策局危機対策課）
【指摘事項に対する回答】
●　消防の広域化は、消防の体制の整備及び確立を図るために行うものであり、広域化によって、消防署所の統廃合などにより、地域の消防力が低下するようなことは避けなければならないと考えておりますので、広域化の効果が十分に発揮され、消防体制の維持・向上が図られるよう、周知徹底に努める考えです。
　　道が策定した広域化推進計画において、地域の自主的な意思に基づいて行われるものである旨明記しており、市町村の自主的な判断によって進められるべきものと考えております。
○　「消防力の整備指針」により各消防本部においてそれぞれが定めた基準に基づいて必要な消防力が確保されるよう、今後とも各種会議や研修会等の機会を通じ助言して参りたいと考えております。（総務部危機対策局危機対策課）　
【指摘事項に対する回答】
●　災害等による被害を軽減するためには、消防施設や職員の充足率を向上させることが重要と考えておりますので、今後とも、全道の消防長会議や消防署長会議などの機会を捉え、その充実について働きかけて参りたいと考えております。
○　救急救命士の再教育については、平成２０年１２月２６日付け消防救第２６２号通知を受け、北海道救急業務高度化推進協議会で、病院実習を減らし日常的教育で補う新たな再教育体制に変更したばかりであることから、この新たな再教育体制が軌道に乗りましたら、各消防本部の実施状況について調査をしたいと考えているところであります。　また、病院実習につきましては、各消防本部ごとに医療機関と連携して実施していくことが基本でありますが、円滑な実施が行われるよう適切に助言して参ります。
（総務部危機対策局危機対策課）
【指摘事項に対する回答】
●　傷病者搬送途上における救命効果の向上をめざし、救急救命士を含む救急隊員が行う応急処置の質の向上を図るためには、救急救命士等が一定の病院実習を継続していくことはやむを得ないものと考えております。
　　そうした中で、病院実習のため救急隊員の充足率が一時的に低下し、業務に支障が生じないよう、機会を捉え消防本部に働きかけて参りたいと考えております。

○　平成１９・２０年度の防災航空隊員については、隊員を１名減員し、７名体制で試行して参りましたが、隊員の安全を確保し、的確な救助を行うなど、円滑な航空消防防災体制を維持する必要があることから、平成２１年度からは、市町村・消防本部のご理解をいただき、平成８年度当初からの隊員数である８名体制に戻したところであり、現在の厳しい社会情勢の中では、人員増を行うことは困難であると考えております。
（総務部危機対策局危機対策課防災航空室）

【指摘事項に対する回答】
●　防災航空隊員については、平成19、２０年度7名体制による試行を実施してきたところですが、隊員の安全を確保し的確な救急・救助等の活動を行うなど、円滑な航空消防防災体制を維持する必要があると判断し、平成21年度からは平成8年度当初からの体制と同様の8名の体制に戻したところです。消防防災ヘリコプターによる救急・救助活動等を円滑に実施するに際し、安全な運航体制を確保するためには航空隊員の勤務条件は重要なことと考えており、今後、他府県の航空消防防災体制の状況を調査するなどしてまいりたい。
○　現行体制での宿直者の複数化は、宿直回数が週１回を超えることとなるなど、労基法上の制約があり、困難な状況にあります。（総務部危機対策局危機対策課防災航空室）
【指摘事項に対する回答】
●　夜間における出動要請の受理と受理後の対応を迅速克つ的確に行い、ヘリコプターの安全飛行を確保するためには、航空隊員による対応が必要と考えております。
　　なお、当室の宿直制につきましては、労働基準法施行規則第23条(宿日直勤務)の規定に基づく許可申請を行い、北海道人事委員会の許可を得ております。　先ほどの回答で申し上げましたが、安全な運行体制の確保のためには、航空隊員の宿直などの勤務条件は重要なことと考えており、今後、他府県の航空消防防災体制の状況を調査するなどしてまいりたい。
○　待機時間は勤務時間とみなされないことから、給与制度上、手当の創設は困難な状況です。住宅家賃につきましては、その負担状況について他県の状況を調査したいと考えております。（総務部危機対策局危機対策課防災航空室）

【指摘事項に対する回答】
●　他県における航空隊員の宿舎の費用負担の状況についての調査結果を踏まえて、方向性を検討したいと考えています。

○　隊員が居住している道職員公宅から防災航空室までの距離は、４００メートル程度・徒歩５分以内であり、出動要請を受けた隊員は、徒歩にて参集しています。
（総務部危機対策局危機対策課防災航空室）
○　各消防本部における職員の派遣に伴う欠員補充については、それぞれの市町が個々の事情を踏まえて、必要な判断をされているものと理解しております。
（総務部危機対策局危機対策課防災航空室）

【指摘事項に対する回答】
●　欠員補充につきましては、機会をとらまえてお願いして参りたいと考えております。
○　職場の勤務実態については、今後とも適切に把握するよう努めて参りたいと考えております。（総務部危機対策局危機対策課防災航空室）
【指摘事項に呈する回答】
●　現在の防災航空室における航空隊員の人員確保や勤務条件については、発足時における全国消防長会北海道支部や北海道市長会、北海道町村会との合意により、実施してきたものであります。安全な運航体制の確保のためには、航空隊員の宿直などの勤務条件は重要なことと考えており、今後他府県の航空消防防災体制の状況を調査するなどしてまいりたい。
○　消防訓練指導手当につきましては、職業訓練手当と同様な水準の引き上げ要求があった旨を、当局に伝えて参りたいと考えております。
（総務部危機対策局危機対策課）

【指摘事項に対する回答】
●　消防訓練指導手当に係る水準の早急な改善要求につきましては、関係部に伝えて参りたいと考えております。

○　安全管理対策につきましては、消防活動全般にわたる基本的な事項となっております。
　　このため、消防学校におきましては、安全管理を盛り込んだ教育訓練を各科課程において実施しているところであり、また、平成２０年度から幹部科や警防科において指揮隊の運用訓練を取り入れており、今後とも安全管理教育には万全を期して参りたいと考えております。（総務部危機対策局危機対策課）
○　教育施設につきましては、これまでも必要な整備に努めてきており、今後ともその充実に努めて参りたいと考えております。
　　また、学生寮の個室化については、消防は部隊活動を基本としており、消防学校における寮生活においても、学生同士の連携やチームワークを養うことも教育の一環としていることから、個室化についてはなかなか難しい面もありますが、プライバシーの保護及びインフルエンザ等による集団感染の防止については十分考慮して参りたいと考えております。（総務部危機対策局危機対策課）

【指摘事項に対する回答】

●　教育施設の整備につきましては、これまでも予算の範囲内で必要な整備に努めてきており、今後ともその充実に努めて参りたいと考えております。
○　消防学校に派遣されている教官の欠員補充につきましては、それぞれの市町村（組合）消防本部が個々の事情を踏まえて、適宜、必要な判断をしていくものと理解しております。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
なお、当校の派遣教官につきましては、平成２２年度は、複数年派遣(２年又は３年）のみならず、１年派遣につきましても法派遣の形態となっております。
（総務部危機対策局危機対策課）

【指摘事項に対する回答】
●　欠員補充につきましては、機会をとらまえてお願いして参りたいと考えております。

○　職員(教官）の労務管理につきましては、勤務実態の把握、時間外勤務の縮減等、引き続き適正に行って参りたいと考えております。（総務部危機対策局危機対策課）

【指摘事項に対する回答】
●　時間外勤務につきましては、従前より事前命令に基づいて行っておりますが、今後も引き続き適正な労務管理に努めて参りたいと考えております。
○　派遣教官が入居している職員住宅(公宅）の老朽化、害虫等の住環境につきましては、引き続き関係機関と協議するなど、意を用いて参りたいと考えております。
（総務部危機対策局危機対策課）
【指摘事項に対する回答】
●　公宅の改築、新築等の計画につきましては、今のところはないと聞いております。

○　有珠山噴火災害時の広域応援を契機に、大規模かつ長期化する応援等に係る経費について、特別交付税措置が制度化されたところですが、各消防本部において派遣隊員の勤務条件を含め、適切な対応がなされるよう今後とも助言して参ります。
（総務部危機対策局危機対策課）
○　旅費及び諸手当等の経費につきましては、各消防本部において派遣隊員の勤務条件を含め、適切な対応がなされるよう今後とも助言して参ります。　
（総務部危機対策局危機対策課）
１　現　　状
○　食料や農産物の関税撤廃については、これまで、ＷＴＯ農業交渉や日豪ＥＰＡ交渉において、適切な国境措置の確保をはじめ、本道の重要品目を関税撤廃の対象から除外するよう、農業団体や経済団体、消費者団体などと連携し、オール北海道で国に要請してきたところ。
　また、北海道農業・農村についての道民・国民への理解の促進と合意形成を図るため、関係団体等と連携し農業フォーラムの開催や、啓発用の小冊子を作成し、各種イベント等において配付してきたところ。
　こうした状況のなか、国は、国際貿易交渉に関して、本年秋までに「包括的経済連携に関する基本方針」を策定する予定であり、さらにＡＰＥＣ首脳会議で、アジア太平洋諸国とともに成長と繁栄を共有する環境を整備することとし、かけ橋として、ＥＰＡ・ＦＴＡが重要であることから、その一環としてＴＰＰ（環太平洋パートナーシップ協定）への参加を検討し、アジア太平洋自由貿易圏の構築を目指すとしている。
　このため、国際貿易交渉に当たっては、国に対して「多様な農業の共存」を基本理念として、農業・農村の多面的機能の発揮や食料安全保障の確保を図るなど、日本提案の実現を目指すというこれまでの基本方針を堅持し、食の安全・安定供給、食料自給率の向上、国内農業・農村の振興などを損なわないよう、緊急要請を実施したところ。
２　今後の対応
　今後とも国際貿易交渉の推移などを注視しながら、国際貿易交渉の結果によっては、食料自給率に影響を及ぼすことや国土・景観の保全といった国民生活の根幹に関わる大変重要な問題であることについて、道内はもとより、道外の大都市の消費者などに対し、はたらきかけるとともに、本道の重要品目が関税撤廃の対象から除外されるよう、引き続き、関係団体と密接に連携し、国に対し、強く働きかけてまいりたい。
（農政部農政課）

【指摘事項に対しての回答】
●　我が国はこれまで、ＥＰＡ／ＦＴＡなど二国間の自由貿易交渉は、シンガポールやメキシコなど１１カ国と締結しているところであります。ＴＰＰへの参加については、現在、国において検討しているところであり、これらの方向を見据えながら、的確に対応していきたいと考えております。
○　農業者戸別所得補償制度については、販売価格が生産費を恒常的に下回っている作物（米、麦など7品目）を対象に、その差額を交付することにより、
　　農業経営の安定と国内生産力の確保を図り、もって食料自給率の向上と農業の多面的機能を維持することを目的としてとして、23年度より本格実施されることとされています。
　制度に先だち、22年度は米の所得補償モデル事業が実施され、道内からは2万7千600件の加入申請がありました。　
　次年度からの本格実施に当たり、農林水産省及び北海道農政事務所は、制度の具体的内容の説明と地域からの意見把握ため、9月28日より札幌をはじめ道内６カ所で説明会を開催したところです。
　また、道においても、本道の農業者が将来にわたって所得が保障され、意欲を持って営農に取り組むことができる仕組みとなるよう、農業団体などと連携しながら、国に対して積極的に提案・要望を行っているところであります。
（農政部農業経営局農業経営課）
○　現在、国では、平成２３年度に向けて、化学肥料・化学合成農薬を原則５割以上低減した上で、地球温暖化の防止や生物多様性の保全に取り組む農業者等に対する支援措置として、「環境保全型農業直接支払」を概算要求しているところです。
　北海道では、平成３年から、環境調和型農業としてクリーン農業を提唱し、たい肥等の有機物の施用などによる土づくりに努め、化学肥料や化学合成農薬の使用を必要最小限にとどめるなど、農業の自然循環機能を維持・増進させ、環境との調和に配慮した安全・安心、品質の高い農産物の安定生産を進めてきました。　　　　
　今後とも、クリーン農業の推進により、農業生産に伴う環境負荷の低減に努め、本道農業の持続的発展を強力に推進する必要があると考えており、化学肥料や化学合成農薬を５割以上削減する高度なクリーン農業技術の開発・普及により農業者の取り組みを支援するとともに、国の「環境保全型農業直接支払」の事業制度に、本道のクリーン農業の取組実態が反映され、クリーン農業に取り組む農業者が活用しやすいものとなるよう対処してまいりたいと考えております。（農政部食の安全推進局食品政策課）
【指摘事項に対しての回答】

●　我が国はこれまで、ＥＰＡ／ＦＴＡなど二国間の自由貿易交渉は、シンガポールやメキシコなど１１カ国と締結しているところであります。ＴＰＰへの参加については、現在、国において検討しているところであり、これらの方向を見据えながら、的確に対応していきたいと考えております。
○　本対策は、本道農業の持続的発展、食料の安定供給をはじめ、農村地域の振興を図る上で極めて重要な施策であると考えています。
しかしながら、道や市町村は極めて厳しい財政状況にあることから、今後も地方が本対策に一層取り組みやすくなるよう、国に対し、地方財政措置のさらなる拡充強化を強く働きかけてまいります。
　平成２２年度は、対策４年目を迎え、１０２市町村、７０５地区、取組面積約４２万６千haとなっており、農業者のほか、町内会、子供会、小中学校やＮＰＯ、地域住民など多くの方々の参加により、畦畔へのハーブの植栽、フラワーロードづくり、伝統農法による米づくり体験など、各地で地域の特性を活かした様々な活動が実践され、緑豊かな農村環境づくりが展開されています。
　道といたしましては、今後とも、対策の実施方針に基づき本道の特性に応じた効果的な活動の定着を図るとともに、地域資源の特色を活かした、個性豊かな取組が実践できるよう、市町村、地域協議会と連携して、広報活動も含め本対策を推進してまいります。
（農政部農村振興局農村設計課）

【指摘事項に対する回答】
●　農地・水・環境保全向上対策では、農地や農業用水等の資源の保全管理として、施設の点検や機能診断を行った上で、具体的には、農道等の草刈りや水路の泥上げ、目地補修等の共同活動を行うとともに、農村環境向上活動として、生態系保全や水質保全、景観形成・生活環境保全等のいずれかの活動を行うなうことも交付の要件となっています。
　特に生態系保全の項目では、放流・植栽を通じた在来生物の育成や外来種の駆除を行うこととしていますので、このような事例がありましたら、活動組織への申し入れや年間の活動計画や実績を確認している市町村、共同活動支援交付金を交付している北海道農地・水・環境保全向上対策協議会へご連絡いただければと考えています。
○　国では、現在、平成２３年度に向けて、化学肥料・化学合成農薬を原則５割以上低減した上で、地球温暖化の防止や生物多様性の保全に取り組む農業者等に対する支援措置として、「環境保全型農業直接支払」を概算要求しているところです。
　このため、道としては、化学肥料や化学合成農薬を５割以上削減する高度なクリーン農業技術の開発・普及により農業者の取り組みを支援するとともに、国の「環境保全型農業直接支払」の事業制度に、本道のクリーン農業の取組実態が反映され、YES!cleanや特別栽培などのクリーン農業に取り組む農業者が活用しやすいものとなるよう対処してまいりたいと考えております。（農政部食の安全推進局食品政策課）
○　農業・農村を取り巻く環境が大きく変化する中、普及指導員には高度な専門技術を持つスペシャリストとして、また、幅広い視野と柔軟な発想を持つ地域農業のコーディネーターとしての資質向上が求められています。
    平成22年度に道立農業試験場が地方独立行政法人化されましたが、これまでと同様に試験場に普及指導員を駐在させ、試験研究と連携して高度な技術の伝達と農業改良普及センターへの技術支援を行う体制を整えるとともに、職場でのＯＪＴ（オン･ジョブ･トレーニング）や道段階での集合研修などを通じ、高度で多様化する地域ニーズや問題に迅速かつ的確な対応するため、普及指導員の資質向上を図って参ります。
（農政部食の安全推進局技術普及課）

○　地方独立行政法人北海道立総合研究機構（以下「道総研」）は、平成２２年４月、幅広い研究分野を有する試験研究機関として北海道の総力を結集した試験研究や技術支援等を進め、自然環境の保全や道民の豊かな暮らしづくり、道内産業の振興に貢献することを目的に、農業、水産業、林業、工業、食品産業、環境、地質及び建築の各分野からなる２２の試験研究機関を統合して発足したところです。
道が策定した中期目標においては、道民のニーズに迅速かつ的確に対応するため、法人の有する研究資源を有効に活用し、基礎的な研究等を実施すべきことを道総研に示しており、それを受け、道総研では５年間の中期計画において、基盤的な研究の推進や地域固有の課題の解決はもとより、分野横断的な研究開発の推進など総合力の発揮を図り、食糧問題や環境問題、地域問題といった複合的な課題の解決に取り組むこととしております。
その視点から、道総研では、技術力の維持、向上等に必要な基盤的な研究、新たな研究開発に繋がる先導的な研究、環境や資源等の持続的な調査、地域固有のニーズに対応した研究、実用化につながる研究等を実施することとしております。
　　今後も、道総研が、基礎的な調査研究や地域課題への対応など、「北海道の試験研究機関」として求められている役割や機能を引き続き十分に発揮するとともに、これまで以上に、道民ニーズに迅速かつ的確に対応できる研究の展開、成果の着実な還元、道内産業への技術支援の充実などを図ることができるよう、支援して参ります。
（総合政策部科学ＩＴ振興局総合研究機構運営支援室）
○　「青年等の就農促進のための資金の貸付け等に関する特別措置法」により、
・就農前の研修段階での技術習得や研修に必要な無利子資金の貸付
　　　（就農支援資金）
　　・就農後の機械・施設の導入や運転資金（3年間）を対象とする無利子資金の貸付（就農施設等資金）
・就農後の機械・施設の導入や運転資金（最大3年間）を対象とする無利子資金の貸付（就農施設等資金）
による借入が可能となっています。
また、これらの資金は、就農開始前から就農開始時の資金が必要な時にいずれも無利子で借り入れられさらに一定の据置期間が設定されているなど、就農初期の経営の厳しい時期の負担軽減に寄与しているところです。
　さらに、道では独自に研修期間中に借り入れた就農支援資金の償還金の免除を、５年間就農を継続した者に対し、200万円を上限に実施しているほか、道立農業大学校や道総研花・野菜技術センターにおいて実践的な技術・経営研修を実施するとともに、農業改良普及センターが地域に根ざした技術的支援として農村ゼミナール等を実施するなど、新規就農者に対して長期にわたって支援している状況にあります。
  道として、農家戸数の減少や高齢化が進行する中、新規就農促進は重要な施策の柱であり、今後ともこうした取組のほか、必要な研修の実施や就農支援資金の貸付など支援対策を継続して実施し、農業後継者を含めた優秀な人材の育成・確保に努めてまいります。
＜参考＞
　　国では、離農予定者や後継者のいない農業者が有する技術や資産等を就農希望者に継承することを目的に、平成２０年度から「日本版ファームオン事業（農業経営継承事業）」が、また、若者等の農業法人等への就業を促進することを目的に、平成２０年度第２次補正から「農の雇用事業」が実施されています。道段階では、(財)北海道農業開発公社、北海道農業会議が事業推進に取り組んでおり、スムーズな就農が図られるよう、道としても積極的に協力しているところです。
（農政部農業経営局農業経営課）

○　平成２１年１２月に改正農地法が施行（４０年ぶりの大改正）され、農地はその耕作者自らが所有することが最も適当という考えから、農地を効率的に利用する耕作者による地域と調和した権利取得の促進という考え方に「目的」が大きく見直され、また、農地について権利を有する者は、その適正かつ効率的な利用を確保しなければならない旨の責務規定が新設されたところ。
　企業の農業への参入については、企業自らが農業生産法人として、または、企業が出資を行った生産法人が、農地を取得し農業経営を行う場合に加えて、改正農地法では、農業生産法人以外の法人等でも農地を貸借し農業経営を行うことができるように明記（農地法第３条３項）されたところであります。
　ただし、農業生産法人以外の法人等への貸借については、農地を適正に利用していない場合の契約の解除や、地域の他の農業者との適切な役割分担のもとに継続的かつ安定的に経営を行うなどの条件のほか、毎年、農地の利用状況について農業委員会等に報告する旨の条件を付することとなります。（農地法第３条６項）
　　また、借り手である法人等が農地を適正に利用しない場合については、契約の解除や農業委員会等による勧告、勧告に従わなかった場合の許可の取消し等の措置を講じることができるようになっております。
　　こうしたことから、農業委員会等は、農地の利用状況の報告などにより、農地が適正に利用されているかを確認することが可能です。
　　さらに、改正農地法では、農地を農地として維持し、減少を食い止めるため、農地転用規制も厳格化されたところであり、国内の農業生産の基盤であり、地域における貴重な資源である農地をしっかりと守り、きちんと利用していくこととされておりますので、我が国における食料供給地域である北海道として道農業会議や農業委員会、市町村などと連携しながら、適時適切な指導等に努めてまいりたいと考えております。
（農政部農業経営局農地調整課）
【指摘事項に対する回答】

●　販売価格が生産費を恒常的に下回っている作物を対象として、その差額を交付する農業者戸別所得補償制度は、全ての販売農家等が対象とされており、今年度から米の戸別所得補償モデル対策が実施され、来年度からは麦、大豆など畑作物を含めた本格実施が予定されているところです。
　一方、新規就農者の所得確保のためには、経営安定化に向けた対策が必要であり、これまでも就農支援資金の貸付や償還免除事業をはじめ、初期投資に必要な農業用機械・施設の整備に助成する経営体育成交付金（国費）の活用促進など各種対策を行ってきたところです。
　今後とも国の制度も活用するなど、新規就農者の所得確保及び負担軽減を図るための施策を積極的に講じて参ります。

○　農村集落は、過疎化・高齢化が進み、農業用施設の維持・管理等の共同活動や冠婚葬祭等の各種行事の執行、さらには祭り・芸能等の地域文化の伝承に支障を来している状況が見られます。
　これらの地域課題に対応するためには、農業者ばかりでなく、行政や企業、ＮＰＯ、自治会などの多様な主体の協働による活動を広げていくことが重要です。
　現在、北海道の１０２市町村、７０５地区において、地域ぐるみで行う農地・農業用水などの地域資源の保全とともに、農村の生態系の保全や景観の維持・形成、国土保全など多面的機能の維持・向上を図る取組を支援する「農地・水・環境保全向上対策」を実施しています。
　今後とも、こうした施策を積極的に展開するとともに、地域の連携・協働に　向けた意識の醸成や仕組みづくりに努めていきたいと考えます。
（農政部農村振興局農村設計課）
【指摘事項に対する回答】
●　農地・水・環境保全向上対策は、過疎化・高齢化・混住化等が進み、集落機能が低下して、農地・農業用水、農業用施設等の資源の適切な保全管理が困難となっていることや農村の自然環境や景観の保全・形成等の多面的機能の発揮を求める国民等の要請がある中で、地域において、農地・水・環境の良好な保全管理と質的向上を図るため、地域ぐるみで効果の高い共同活動と環境に配慮した先進的な営農活動の取組に対して支援するものです。
　この対策は、まず、共同活動を行おうとする地域が、保全管理するべき資源を決め、規約や事業計画等を定めた上で、市町村との協定を結ぶことにより、支援を受けることが可能になりますので、まず、市町村との協議を進めていただくことが重要と考えます。
＜地産地消＞
○　道では、道内で生産された農産物の道内消費を拡大するため、平成９年度から生産者団体・経済団体・消費者団体などで構成する「北のめぐみ愛食運動道民会議」において、地元でとれたものを地元で消費する地産地消などの考えに立った「愛食運動」の普及啓発に取り組んできたところです。
　16年度に公募により制定した「愛食の日」を中心に、道産食品の販売促進の取組や「愛食の日」のロゴマーク、イメージキャラクター等を使用した普及啓発活動を流通関係者と協力しながら実施しているほか、北のめぐみ愛食レストランの認定、生産者直売市への開催協力など、生産者と消費者の顔が見えて話しができる関係の構築などに取り組んでいます。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　地産地消を推進していくことは、本道農業の発展に寄与するだけでなく、流通コストの縮減、エネルギーの節約など道民の暮らしにとっても大変有効な取組であり、道としては、引き続き、道内で生産された農産物の利用促進が図られるよう、愛食運動の一層の浸透に努めてまいります。
＜産地加工の推進（農産物の付加価値向上）＞　　　　　　　　　　　　　　　
○　道では、地域の農業者と加工・流通業者等の連携により生産から加工、販売までの一貫した取組を促進する「農産物付加価値向上推進事業」を実施しました。具体的には、北海道名誉フードアドバイザー等の専門家による新たな商品開発へのアドバイスやセミナーの開催、地域農産物付加価値向上プロジェクトに対する支援等を行いましたが、これにより地域の産業振興と北海道農業・農村の持続的な発展が図られるものと考えています。（農政部食の安全推進局食品政策課）
【指摘事項に対する回答】
●　地産地消を推進していくことは、本道農業の発展に寄与するだけでなく、流通コストの縮減、エネルギーの節約など道民の暮らしにとっても大変有効な取組であります。
 　 「北海道環境行動計画」においては、「地産地消」が８つの行動指針の一つとして示されており、「農林水産物の地産地消などに取り組むことにより、地域ぐるみでの継続的な環境保全活動の展開や環境に配慮したまちづくりを目指す」こととされています。
  　環境生活部では、「道民環境の日」や「道民環境行動月間」を中心として、全道的な環境行動キャンペーンを実施しているところであり、農政部としても、連携を図りながら、引き続き、愛食運動の一層の浸透に努めてまいります。　
○　農林水産物や加工食品原料の原産地表示については、ＪＡＳ法の品質表示基準に基づいた表示が義務づけられているが、道内においても違反表示が後を絶たない状況にあります。
　このため、道では、国等関係機関とも連携して、食品小売店等に対しての食品実態調査を実施するほか、道内各市町村に配置されている消費生活モニターが行う表示に関する調査、食品表示に関する違反情報を受け付ける食品表示　110番の専用電話の設置などにより実態の把握に努め、必要に応じて事業者への立入等の実施や違反者に対する指導、指示を行っています。
　また、食品の製造・販売事業者消費者等に対し、ＪＡＳ法の品質表示基準の普及啓発のためパンフレットの作成や配布を行うとともに、啓発セミナーを実施しています。
　一方、主な原材料に道産のものを使用し、道内で製造・加工されたすべての加工食品を対象に、適正な原産地表示をしている食品を登録する道産食品登録制度の普及に努め、消費者の商品選択と食品の北海道ブランドの信頼確保を図っています。
　さらに、道産食品の表示状況の調査・確認のほか、道産食品の表示などについて意見を提言する道産食品に関するモニターを全国に配置し、食品の北海道ブランドの信頼確保を図っています。（農政部食の安全推進局食品政策課）
○　道産食品に対する消費者の信頼を確かなものとする上で、生産から食卓までの過程を明らかにするとともに、食品に関する事故の発生時の原因究明や被害の拡大防止などに資するトレーサビリティシステムが重要です。
　牛肉については、ＢＳＥまん延防止措置の的確な実施や牛肉の安全性に対する信頼確保を図るため、「牛の個体識別のための情報の管理及び伝達に関する特別措置法」に基づき、生産から流通の各段階において、国産牛肉の生産履歴が確認できるトレーサビリティシステムが稼働しています。
　また、21年4月に「米穀等の取引等に係る情報の記録及び産地情報の伝達に関する法律」（米トレーサビリティ法）が制定され、米穀等を取り扱う事業者に対し、取引等に係る情報の記録（22年10月1日施行）及び産地情報の伝達 （23年7月1日施行）が義務づけられたほか、野菜類、畜産物、水産物、きのこ等においてシステムの導入や導入に向けた実証が進められています。
　トレーサビリティシステムについては、「北海道食の安全･安心条例」（平成17年３月条例第９号）に基づく「北海道食の安全･安心基本計画」において、生産者等の自主的な取組を基本に、生産、流通・加工、販売に関わる関係者の体制づくりやシステム構築に向けた取組の支援を位置付けており、道のホームページにおいて事例紹介などを行うなどトレーサビリティシステムに対する理解の促進と導入の拡大に向けた取組を進めています。
　道産牛肉の安全確保に関しては、と畜場法に基づくと畜検査を行うとともに、施設の衛生管理の指導、ＢＳＥスクリーニング検査を厳正に実施し、さらに特定部位の除去・焼却の徹底を図ります。
　また、20カ月齢以下の牛のＢＳＥ自主検査については、国の補助が20年7カ月で終了しましたが、同年8月以降も道の独自対策として継続してきています。

（農政部食の安全推進局食品政策課）


